
令和５年かすみがうら市議会第１回定例会 

市長提出議案集 

令和５年３月３日提出 

かすみがうら市 



目 次 

1． 報告第 3 号 専決処分事項の報告について 

〈損害賠償の額の決定及び和解〉 ………･   1～3 

2． 承認第 1 号 専決処分事項の承認を求めることについて 

〈令和４年度かすみがうら市一般会計補正予算（第１３ 

号）〉 ………･   4～13 

3． 議案第 3 号 かすみがうら市個人情報の保護に関する法律施行条例の 

制定について ………･   14～22 

4． 議案第 4 号 かすみがうら市情報公開・個人情報保護審査会条例の制定 

について ………･   23～28 

5． 議案第 5 号 かすみがうら市審議監の設置等に関する条例の制定につ 

いて ………･   29～30 

6． 議案第 6 号 かすみがうら市長等の政治倫理条例の制定について 

………･   31～36 

7． 議案第 7 号 督促手数料の廃止に伴う関係条例の整備に関する条例の 

制定について ………･   37～39 

8． 議案第 8 号 かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出の 

ための固定資産税の特例措置に関する条例及びかすみが 

うら市企業立地促進条例の一部を改正する条例の制定に 

ついて ………･   40～41 

9． 議案第 9 号 かすみがうら市放課後児童健全育成事業の設備及び運営 

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定 

について ………･   42～44 



10． 議案第 10 号 かすみがうら市家庭的保育事業等の設備及び運営に関す 

る基準を定める条例の一部を改正する条例の制定につい 

て ………･   45～47 

11． 議案第 11 号 かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事 

業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条 

例の制定について ………･   48～50 

12． 議案第 12 号 かすみがうら市子ども・子育て会議条例の一部を改正する 

条例の制定について ………･   51 

13．議案第 13 号 かすみがうら市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

の制定について ………･   52 

14． 議案第 14 号 かすみがうら市歴史博物館の設置及び管理に関する条例 

の一部を改正する条例の制定について 

………･   53 

15． 議案第 15 号 かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関す 

る条例の一部を改正する条例の制定について 

………･   54～55 

16． 議案第 16 号 かすみがうら市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関 

する条例の一部を改正する条例の制定について 

………･   56～58 

17． 議案第 17 号 令和４年度かすみがうら市一般会計補正予算（第１４号） 

………･   59～87 

18． 議案第 18 号 令和４年度かすみがうら市国民健康保険特別会計補正予 

算（第２号） ………･   88～94 

19． 議案第 19 号 令和４年度かすみがうら市後期高齢者医療特別会計補正 

予算（第２号） ………･   95～101 



20． 議案第 20 号 令和４年度かすみがうら市介護保険特別会計補正予算（第 

  ３号） ………･   102～109 

21． 議案第 21 号 令和５年度かすみがうら市一般会計予算 

   ………･  （予算書） 

22． 議案第 22 号 令和５年度かすみがうら市国民健康保険特別会計予算 

   ………･  （予算書） 

23． 議案第 23 号 令和５年度かすみがうら市後期高齢者医療特別会計予算 

   ………･  （予算書） 

24． 議案第 24 号 令和５年度かすみがうら市介護保険特別会計予算 

   ………･  （予算書） 

25． 議案第 25 号 令和５年度かすみがうら市水道事業会計予算 

   ………･  （予算書） 

26． 議案第 26 号 令和５年度かすみがうら市下水道事業会計予算 

   ………･  （予算書） 

27． 議案第 27 号 財産の貸付けについて ………･   110～111 

28． 議案第 28 号 公の施設の広域利用に関する協議について 

   ………･   112～117 

29． 議案第 29 号 町の区域の変更について ………･   118～120 

30． 議案第 30 号 市道路線の認定について ………･   121～123 

 

（参考資料） 

○ 付議事件（条例）条文新旧対照表 ………･   124～165 

・ かすみがうら市個人情報の保護に関する法律施行条例 新旧対照表 

  ………･ (124～138) 

  かすみがうら市情報公開条例 新旧対照表(附則第 4 条関係) 

   ………･ (124～138) 



・ かすみがうら市情報公開・個人情報保護審査会条例 新旧対照表

………･ (138)

かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 

新旧対照表(附則第 3 条関係) ………･ (138)

・ かすみがうら市審議監の設置等に関する条例 新旧対照表

………･ (139)

かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例 新旧 

対照表(附則第 2 項関係) ………･ (139)

・ かすみがうら市長等の政治倫理条例 新旧対照表

………･ (139～140) 

かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 

新旧対照表(附則第 4 項関係) ………･ (139～140) 

・ 督促手数料の廃止に伴う関係条例の整備に関する条例 新旧対照表

………･ (140～143) 

かすみがうら市税条例 新旧対照表(第 1 条関係) ………･ (140)

かすみがうら市税外諸収入金督促手数料及び延滞金徴収条例 新旧対照表(第 2 

条関係) ………･ (141)

かすみがうら市後期高齢者医療に関する条例 新旧対照表(第 3 条関係) 

………･ (141)

かすみがうら市介護保険条例 新旧対照表(第 4 条関係) 

………･ (142)

かすみがうら市法定外公共物管理条例 新旧対照表(第 5 条関係) 

………･ (142)

かすみがうら市水道事業給水条例 新旧対照表(第 6 条関係) 

………･ (142)



かすみがうら市公共下水道事業受益者負担に関する条例 新旧対照表(第 7 条関 

係) ………･ (142)

かすみがうら市農業集落排水事業分担金に関する条例 新旧対照表(第 8 条関 

係) ………･ (143)

・ かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資産

税の特例措置に関する条例及びかすみがうら市企業立地促進条例 新旧

対照表 ………･ (143)

かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資産税の特 

例措置に関する条例 新旧対照表(第 1 条関係) ………･ (143)

かすみがうら市企業立地促進条例 新旧対照表(第 2 条関係) 

………･ (143)

・ かすみがうら市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例 新旧対照表 ………･ (144～146) 

・ かすみがうら市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例 新旧対照表 ………･ (146～149) 

・ かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例 新旧対照表 ………･ (149～160) 

・ かすみがうら市子ども・子育て会議条例 新旧対照表

………･ (160)

・ かすみがうら市国民健康保険条例 新旧対照表 ………･ (160～161) 

・ かすみがうら市歴史博物館の設置及び管理に関する条例 新旧対照表

………･ (161～162) 

・ かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例 新旧対

照表 ………･ (162)

かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例(本則関係) 新 

旧対照表 ………･ (162)



かすみがうら市水道事業給水条例 新旧対照表(附則第 2 項関係) 

………･ (162) 

かすみがうら市下水道条例 新旧対照表(附則第 3 項関係) 

………･ (162) 

・ かすみがうら市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例 新旧 

対照表 ………･ (162～165)



報告第３号 

専決処分事項の報告について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会

において指定されている事項について専決処分したので、同条第２項の規定に

より報告する。 

令和５年３月３日提出 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙  
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専 決 処 分 書

 除草作業中における飛び石による損害賠償の額の決定及び和解について、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとお

り専決処分する。

令和５年１月２７日

かすみがうら市長  宮 嶋  謙  

  除草作業中における飛び石による損害賠償の額の決定及び和解について

１ 事 故 発 生 日 令和２年８月３日（月）

２ 事故発生場所 かすみがうら市宍倉６１６７－４ 高野宅前のフラワー

ロード（歩道）沿いの市道０１０９号線

３ 相 手 方 （住所）

（氏名）

４ 事 故 の 概 要 市民ボランティアの植栽管理によるマリーゴールドとあ

じさいの花壇（フラワーロード）のうちの空き花壇に雑草

が繁茂していたため、担当課（市民協働課）の職員が刈り

払い機を使って草刈りをしている最中、花壇にあった石

が道路に飛び、市道０１０９号線を走行中の車の助手席

ガラスに当たり、破損及び同乗者にけがを負わせた。

５ 損害賠償額と和解の内容

（１）過失割合  かすみがうら市 １００％

相手方   ０％

（２）損害賠償額 かすみがうら市 ６２４，５７６円
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（内訳） 自家用車修理に係る費用  ２２４，５７６円 

 治療費           ５４，４３９円 

通院交通費          ２，７６０円 

損害慰謝料        １５２，０００円 

和解金          １９０，８０１円 

 

（３）市及び相手方は、示談書により、本件示談の他、互いに一切の債権債

務関係がないことを確認する。 
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 承認第１号 

 

   専決処分事項の承認を求めることについて 

 

 令和４年度かすみがうら市一般会計補正予算（第１３号）について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決処分した

ので、同条第３項の規定により、これを議会に報告し、承認を求めるもの。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   
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専 決 処 分 書 

 

 

 

 下記の件について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１

項の規定により、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないこと

から、次のとおり専決処分する。 

 

 

 

   令和５年２月１５日 

 

 

 

                かすみがうら市長  宮 嶋  謙  

 

 

 

 

 

 令和４年度かすみがうら市一般会計補正予算（第１３号） 

 別紙のとおり 

 

 理 由 

全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境整備に向け

て、妊娠届出や出産届出を行った妊婦等に対し、出産育児関連用品の購入費

や子育て支援サービスの利用負担軽減を図るための経済的な支援をするにあ

たり、早急な予算措置をするため令和４年度一般会計補正予算（第１３号）

により補正を行う。 
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   令和４年度かすみがうら市一般会計補正予算（第１３号） 

 

 令和４年度かすみがうら市の一般会計補正予算（第１３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１３，５５１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

２１，１１４，５９３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

 予算補正」による。 

 

令和５年２月１５日 専決処分 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   
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   4,127,472

   2,091,181

   1,462,803

     465,005

     597,432

     597,432

  21,101,042

       9,034

       9,034

       2,258

       2,258

       2,259

       2,259

      13,551

   4,136,506

   2,100,215

   1,465,061

     467,263

     599,691

     599,691

  21,114,593歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

15

16

20

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

繰 越 金

 2

 2

 1

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

繰 越 金

歳    入 （単位　千円）
第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補正前の額 補正額 計
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   2,231,506

   2,231,506

  21,101,042

      13,551

      13,551

      13,551

   2,245,057

   2,245,057

  21,114,593歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

 4 衛 生 費

 1 保 健 衛 生 費

歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計
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       5,484,893

         229,448

           2,632

          19,193

          30,994

          75,551

         895,493

         126,000

          19,600

          33,000

       3,850,000

           6,233

          77,386

          49,402

       4,127,472

       1,462,803

          23,857

          94,092

       1,038,580

         597,432

         382,281

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

           9,034

           2,258

               0

               0

               0

           2,259

               0

       5,484,893

         229,448

           2,632

          19,193

          30,994

          75,551

         895,493

         126,000

          19,600

          33,000

       3,850,000

           6,233

          77,386

          49,402

       4,136,506

       1,465,061

          23,857

          94,092

       1,038,580

         599,691

         382,281

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳    入 （単位　千円）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

款 補正前の額 補正額 計
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       2,474,700

      21,101,042

               0

          13,551

       2,474,700

      21,114,593歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

22 市 債

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計
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     140,812

   3,468,487

   7,045,250

   2,231,506

      28,144

     782,366

     437,420

   1,903,243

     892,670

   2,148,589

           2

   1,972,553

      50,000

  21,101,042

           0

           0

           0

      13,551

           0

           0

           0

           0

           0

           0

           0

           0

           0

      13,551

     140,812

   3,468,487

   7,045,250

   2,245,057

      28,144

     782,366

     437,420

   1,903,243

     892,670

   2,148,589

           2

   1,972,553

      50,000

  21,114,593歳 　　出 　　合 　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

11

12

13

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

歳    出 （単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

      11,292

      11,292

       2,259

       2,259

補正額の財源内訳

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源
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出産・子育て応援交付金

出産・子育て応援交付金

前年度繰越金

      283,889

    2,091,181

       25,571

      465,005

      597,432

      597,432

        9,034

        9,034

        2,258

        2,258

        2,259

        2,259

      292,923

    2,100,215

       27,829

      467,263

      599,691

      599,691

       9,034

       2,258

       2,259

（款）

（款）

（款）

15 国庫支出金

16 県支出金

20 繰越金

（項）

（項）

（項）

 2 国庫補助金

 2 県補助金

 1 繰越金

 3

 3

 1

衛生費国庫補助金

　　　　計

衛 生 費 県 補 助 金

　　　　計

繰 越 金

　　　　計

２  歳  入

 1

 1

 1

保健衛生費補助金

保健衛生費補助金

繰 越 金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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通信運搬費
出産・子育て応援給付金

11
18

01
0104

母子保健推進事業
出産・子育て応援に要する経
費

     56,371

  2,231,506

     13,551

     13,551

     69,922

  2,245,057

     11,292

     11,292

      2,259

      2,259

         51
     13,500

          51
      13,500

      13,551

      13,551

（款） 4 衛生費 （項） 1 保健衛生費

 4母子保健
事 業 費

　計

３  歳  出

11
18

役務費
負担金
、補助
及 び
交付金

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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 議案第３号 

 

   かすみがうら市個人情報の保護に関する法律施行条例の制定につ    

いて    

 

 かすみがうら市個人情報の保護に関する法律施行条例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

かすみがうら市個人情報の保護に関する法律施行条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成２５年法律第２７号）第３０条第１項又は第３１条第１項の規定によ

り一部の規定が適用されず、又は読み替えて適用される場合を含む。以下「法」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において「市の機関」とは、市長、教育委員会、選挙管理委員

会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、地方公営企業の管理者

及び消防長をいう。 

２ 前項に規定するもののほか、この条例で使用する用語は、法及び個人情報の

保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７号。以下「令」という。）

で使用する用語の例による。 

 （開示請求の手続） 
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第３条 開示請求書には、法第７７条第１項各号に掲げる事項のほか、規則で定

める事項を記載するものとする。 

 （開示請求に係る手数料等） 

第４条 法第８９条第２項の規定による開示請求に係る手数料の額は、無料と

する。 

２ 法第８７条第１項の規定による写しの交付（開示される保有個人情報が電

磁的記録に記録されている場合において市の機関が定める開示の実施の方法

として複製したもの又は出力したものの交付が定められているときは、複製

したもの又は出力したものの交付。以下この条において同じ。）により保有個

人情報の開示を受ける者は、当該写しの交付に要する費用（令第２８条第４項

の規定による送付に要する費用を含む。）を負担しなければならない。 

 （訂正請求の手続） 

第５条 訂正請求書には、法第９１条第１項各号に掲げる事項のほか、規則で定

める事項を記載するものとする。 

 （利用停止請求の手続） 

第６条 利用停止請求書には、法第９９条第１項各号に掲げる事項のほか、規則

で定める事項を記載するものとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （かすみがうら市個人情報保護条例の廃止） 

第２条 かすみがうら市個人情報保護条例（平成１７年かすみがうら市条例第

１４号）は、廃止する。 

 （かすみがうら市個人情報保護条例の廃止に伴う経過措置） 

第３条 次に掲げる者に係る前条の規定による廃止前のかすみがうら市個人情

報保護条例（以下「旧条例」という。）第３条又は第１５条の規定によるその
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業務に関して知り得た旧条例第２条第３号に規定する個人情報（以下「旧個人

情報」という。）を提供し、又は盗用してはならない責務及び義務については、

この条例の施行後も、なお従前の例による。 

（１） この条例の施行の際現に旧条例第２条第１号に規定する実施機関（以下

「旧実施機関」という。）の職員である者又はこの条例の施行前において旧

実施機関の職員であった者のうち、旧個人情報の取扱いに従事していた者 

（２） この条例の施行前において旧実施機関から旧個人情報の取扱いの委託

を受けた業務に従事していた者 

２ 旧条例第３１条第６項の規定による審査会の委員（その職を退いた者を含

む。以下「旧審査会の委員」という。）が、職務上知り得た秘密を漏らして

はならない義務については、この条例の施行後も、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の日前に旧条例第１６条、第２４条、第２７条、第２８条又

は第２８条の２の規定による請求がされた場合における旧条例に規定する保

有個人情報の開示、訂正、削除、利用中止及び特定個人情報の利用停止につい

ては、この条例の施行後も、なお従前の例による。 

４ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、この条例の施行前において旧実施

機関が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された旧個人情報を含む

情報の集合物であって、一定の事務又は業務の目的を達成するために特定の

旧個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成

したもの（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）をこの条

例の施行後に提供したときは、２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に

処する。 

（１） この条例の施行の際現に旧実施機関の職員である者又はこの条例の施

行前において旧実施機関の職員であった者 

（２） 第１項第２号に掲げる者 

５ 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得たこの条例の施行前にお
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いて旧実施機関が保有していた旧個人情報をこの条例の施行後に自己若しく

は第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の

懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

６ 旧審査会の委員が、この条例の施行前において職務上知り得た秘密をこの

条例の施行後に漏らしたときは、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に

処する。 

７ 旧条例の廃止前にした旧条例の規定に違反する行為に対する罰則の適用に

ついては、なお従前の例による。 

 （かすみがうら市情報公開条例の一部改正） 

第４条 かすみがうら市情報公開条例（平成１７年かすみがうら市条例第１３

号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「市政情報」を「行政文書」に改める。 

第２条第３号中「市政情報」を「行政文書」に改め、「、写真、フィルム」

を削り、同条第４号中「市政情報」を「行政文書」に改め、「（フィルムを除く。）」

を削る。 

第３条から第５条までの規定中「市政情報」を「行政文書」に改める。 

第６条の見出し中「の請求方法」を「請求の手続」に改め、同条第１項中「市

政情報」を「行政文書」に改め、「（以下「請求者」という。）」を削り、同条に

次の１項を加える。 

２ 実施機関は、公開請求をしたもの（以下「公開請求者」という。）から提

出された請求書に形式上の不備があると認めるときは、公開請求者に対し、

相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。この場合において、

実施機関は、公開請求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努め

なければならない。 

第７条第１項中「市政情報」を「行政文書」に改め、同項に次のただし書を

加える。 
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ただし、前条第２項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正

に要した日数は、当該期間に算入しない。 

第７条第２項及び第４項中「市政情報」を「行政文書」に改める。 

第７条の２第１項中「市政情報」を「行政文書」に改め、「者（以下」の次

に「この条、第１２条の２及び第１２条の３において」を加え、「もの」を「者」

に、「公開決定等」を「公開の決定等」に改め、同条第２項中「第７条」を「前

条」に、「市政情報」を「行政文書」に、「限りではない」を「限りでない」に

改め、同項第１号中「当該情報」を「当該文書」に、「第３号ただし書」を「第

４号ア及びイ」に改め、同条第３項中「市政情報」を「行政文書」に改め、「当

該意見書」の次に「（第１２条及び第１２条の２において「反対意見書」とい

う。）」を加える。 

第８条の見出し中「情報公開の実施及び」を「公開の」に改め、同条第１項

中「より情報」を「より行政文書」に、「の決定を」を「を決定」に、「遅滞な

く、請求者に当該情報」を「速やかに公開請求に係る行政文書」に改め、同条

第３項を削り、同条第２項中「情報公開を」を「行政文書を公開」に、「請求

者」を「公開請求者」に改め、同項を第３項とし、同項の前に次の１項を加え

る。 

２ 行政文書の公開は、文書又は図画については閲覧又は写しの交付により、

電磁的記録についてはその種別、情報化の進展状況等を勘案して実施機関の

定める方法により行うものとする。ただし、閲覧の方法による行政文書の開

示にあっては、実施機関は、当該行政文書の保存に支障を生ずるおそれがあ

ると認めるときその他正当な理由があるときは、その写しにより、これを行

うことができる。 

第８条に次の１項を加える。 

４ 前３項に定めるもののほか、行政文書の公開は、実施機関の定めるところ

により行うものとする。 
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第９条の見出しを「（行政文書の公開義務）」に改め、同条中「次の各号のい

ずれかに該当する市政情報」を「公開請求があったときは、公開請求に係る行

政文書に次の各号に掲げる情報」に、「については、公開をしないことができ

る」を「のいずれかが記録されている場合を除き、公開請求者に対し、当該行

政文書を公開しなければならない」に改め、同条第１号中「及び」を「又は」

に、「公開」を「公に」に、「認められる」を「されている」に改め、同条第２

号中「図面」を「図画」に改め、同号ア中「、又は慣行」を「又は慣行」に、

「よる」を「する」に改め、同号ウ中「第２項」を「第４項」に、「特定独立

行政法人」を「行政執行法人」に改め、「当該公務員」の次に「等」を加え、

「、氏名」を削り、同号エを削り、同条第３号から第６号までを次のように改

める。 

（３） 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第６０条第

３項に規定する行政機関等匿名加工情報（同条第４項に規定する行政機関

等匿名加工情報ファイルを構成するものに限る。以下この号において「行

政機関等匿名加工情報」という。）又は行政機関等匿名加工情報の作成に

用いた同条第１項に規定する保有個人情報から削除した同法第２条第１

項第１号に規定する記述等若しくは同条第２項に規定する個人識別符号 

（４） 法人その他の団体(市、国、独立行政法人等、他の地方公共団体及び

地方独立行政法人を除く。以下「法人等」という。)に関する情報又は事

業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、

人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であ

ると認められる情報を除く。 

ア 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位

その他正当な利益を害するおそれがあるもの 

イ 実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたも

のであって、法人等又は個人における通例として公にしないこととされ
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ているものその他の当該条件を付することが当該情報の性質、当時の状

況等に照らして合理的であると認められるもの 

（５） 実施機関、国の機関、独立行政法人等、他の地方公共団体及び地方独

立行政法人の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報で

あって、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立

性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民等の間に混乱を生じさせるおそ

れ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあ

るもの 

（６） 実施機関又は国の機関、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは

地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情報であって、公にするこ

とにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務

又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

ア 国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損

なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るお

それ 

イ 犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を

及ぼすおそれ 

ウ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に

関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行

為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ 

エ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、市又は国、独立行政法人等、

他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人の財産上の利益又は当事

者としての地位を不当に害するおそれ 

オ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻

害するおそれ 

カ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及
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ぼすおそれ 

キ 市が経営する企業又は独立行政法人等、他の地方公共団体が経営す

る企業若しくは地方独立行政法人に係る事業に関し、その企業経営上

の正当な利益を害するおそれ 

第９条第７号から第９号までを削る。 

第１０条第１項中「公開の請求に係る市政情報に前条各号のいずれかに該

当する情報とそれ以外の情報とがある」を「公開請求に係る行政文書の一部に

非公開情報が記録されている」に、「公開しないことができる」を「非公開」

に改め、「、かつ、分離することにより公開の請求の趣旨が損なわれないと認

められ」を削り、「公開しないことができる情報の」を「当該非公開情報に係

る」に、「市政情報の公開を」を「行政文書を公開」に改め、同条第２項中「公

開の請求」を「公開請求」に、「市政情報」を「行政文書」に、「当該情報」を

「当該行政文書」に、「公開しても」を「公にしても」に改める。 

第１０条の２中「市政情報」を「行政文書」に改め、「第９条各号に規定す

る」を削り、「において、同条の規定により保護される利益に優越する公益上

の理由があると認めるときは、第９条の規定にかかわらず、公開の」を「であ

っても、公益上特に必要と認めるときは、公開」に改める。 

第１０条の３（見出しを含む。）中「市政情報」を「行政文書」に、「公開の

請求」を「公開請求」に改める。 

第１１条本文中「市政情報」を「この条例の規定による行政文書」に改め、

同条ただし書を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 行政文書の公開を受けるものは、別に定めるところにより、当該写しの作

成及び送付に要する費用を負担しなければならない。 

  第１２条の見出し中「審査請求」の次に「等」を加え、同条第１項中「請求

者」を「公開請求者」に改め、同条第２項中「第７条第１項に規定する決定又

は公開請求に係る不作為に係る」を「前項の」に改め、同条第３項中「規定に
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より」を削り、「次に掲げる」を「次の各号のいずれかに該当する」に、「等

審査会」を「・個人情報保護審査会」に、「て当該審査請求についての」を「、

その議に基づいて、当該審査請求に対する」に改め、同項第２号中「裁決」を

「審査請求に対する裁決」に、「市政情報」を「行政文書」に改める。 

第１２条の２中「（以下「諮問実施機関」という。）」を削り、「もの」を「者」

に改め、同条第３号中「市政情報」を「行政文書」に改める。 

第１２条の３第１号中「公開の決定」を「公開決定」に改め、同条第２号中

「公開決定等」を「公開の決定等」に、「市政情報」を「行政文書」に改める。 

第１３条から第１３条の３までを削る。 

第１４条中「市政情報」を「行政文書」に改め、同条を第１３条とし、第１

５条を第１４条とする。 

第１６条中「市政情報」を「行政文書」に改め、同条を第１５条とする。 

第１６条の２第１項中「指定管理者にあっては、指定管理業務」を「指定管

理業務」に改め、同条を第１６条とする。 

第１７条第１項中「市政情報の閲覧、写しの交付等」を「、行政文書の閲覧

若しくは縦覧又はその写しの交付」に改め、「について」を削り、同条第２項

中「この条例の規定は、前項」を「前項」に、「図面、写真等の閲覧について」

を「図画及び電磁的記録については、この条例の規定」に改める。 
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 議案第４号 

 

   かすみがうら市情報公開・個人情報保護審査会条例の制定につい    

て    

 

 かすみがうら市情報公開・個人情報保護審査会条例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市情報公開・個人情報保護審査会条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、かすみがうら市情報公開・個人情報保護審査会の設置及び

組織並びに調査審議の手続等について定めるものとする。 

 （設置） 

第２条 次に掲げる法律又は条例の規定による諮問に応じ審査請求について調

査審議するため、市に、かすみがうら市情報公開・個人情報保護審査会（以下

「審査会」という。）を置く。 

（１） かすみがうら市情報公開条例（平成１７年かすみがうら市条例第１３号。

以下「情報公開条例」という。）第１２条第３項 

（２） 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個人情

報保護法」という。）第１０５条第３項において準用する同条第１項 

（３） かすみがうら市議会の個人情報の保護に関する条例（令和５年かすみが

うら市条例第 号）第４５条第１項 

 （定義） 

23



第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

（１） 諮問庁 情報公開条例第１２条第３項の規定により審査会に諮問をし

た実施機関及び個人情報保護法第１０５条第３項において準用する同条第

１項の規定により審査会に諮問をした市の機関をいう。 

（２） 行政文書 情報公開条例第７条第１項に規定する公開の決定等に係る

行政文書をいう。 

（３） 保有個人情報 個人情報保護法第７８条第１項第４号、第９４条第１項

又は第１０２条第１項に規定する開示決定等、訂正決定等又は利用停止決

定等に係る保有個人情報（個人情報保護法第６０条第１項に規定する保有

個人情報のうち同項に規定する地方公共団体等行政文書に係るものをい

う。）をいう。 

 （組織） 

第４条 審査会は、委員５人以内をもって組織する。 

 （委員） 

第５条 委員は、優れた識見を有する者のうちから、市長が委嘱する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が任命されるまで引き続

きその職務を行うものとする。 

５ 市長は、委員が心身の故障のため職務の執行ができないと認めるとき、又は

委員に職務上の義務違反その他委員たるに適しない非行があると認めるとき

は、その委員を罷免することができる。 

６ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退い

た後も同様とする。 
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 （会長及び副会長） 

第６条 審査会に、会長及び副会長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 （審査会の調査権限） 

第７条 審査会は、必要があると認めるときは、諮問庁に対し、行政文書又は保

有個人情報の提示を求めることができる。この場合においては、何人も、審査

会に対し、その提示された行政文書又は保有個人情報の開示を求めることが

できない。 

２ 諮問庁は、審査会から前項の規定による求めがあったときは、これを拒んで

はならない。 

３ 審査会は、必要があると認めるときは、諮問庁に対し、行政文書に記録され

ている情報又は保有個人情報に含まれている情報の内容を審査会の指定する

方法により分類又は整理した資料を作成し、審査会に提出するよう求めるこ

とができる。 

４ 第１項及び前項に定めるもののほか、審査会は、審査請求に係る事件に関し、

審査請求人、参加人（行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第１３条第

４項に規定する参加人をいう。次条第２項及び第１２条において同じ。）又は

諮問庁（以下「審査請求人等」という。）に意見書又は資料の提出を求めるこ

と、適当と認める者にその知っている事実を陳述させることその他必要な調

査をすることができる。 

 （意見の陳述） 

第８条 審査会は、審査請求人等から申立てがあったときは、当該審査請求人等

に口頭で意見を述べる機会を与えなければならない。ただし、審査会が、その

必要がないと認めるときは、この限りでない。 
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２ 前項本文の場合においては、審査請求人又は参加人は、審査会の許可を得て、

補佐人とともに出頭することができる。 

 （意見書等の提出） 

第９条 審査請求人等は、審査会に対し、意見書又は資料を提出することができ

る。ただし、審査会が意見書又は資料を提出すべき相当の期間を定めたときは、

その期間内にこれを提出しなければならない。 

 （提出資料の写しの送付等） 

第１０条 審査会は、第７条第３項若しくは第４項又は前条の規定による意見

書又は資料の提出があったときは、当該意見書又は資料の写し（電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。次項において同じ。）にあっては、当該電磁的記録に記録された

事項を記載した書面）を当該意見書又は資料を提出した審査請求人等以外の

審査請求人等に送付するものとする。ただし、第三者の利益を害するおそれが

あると認められるとき、その他正当な理由があるときは、この限りでない。 

２ 審査請求人等は、審査会に対し、審査会に提出された意見書又は資料の閲覧

（電磁的記録にあっては、記録された事項を審査会が定める方法により表示

したものの閲覧）を求めることができる。この場合において、審査会は、第三

者の利益を害するおそれがあると認めるとき、その他正当な理由があるとき

でなければ、その閲覧を拒むことができない。 

３ 審査会は、第１項の規定による送付をし、又は前項の規定による閲覧をさせ

ようとするときは、当該送付又は閲覧に係る意見書又は資料を提出した審査

請求人等の意見を聴かなければならない。ただし、審査会が、その必要がない

と認めるときは、この限りでない。 

４ 審査会は、第２項の規定による閲覧について、日時及び場所を指定すること

ができる。 
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 （調査審議手続の非公開） 

第１１条 審査会の行う調査審議の手続は、公開しない。 

 （答申書の送付等） 

第１２条 審査会は、諮問に対する答申をしたときは、答申書の写しを審査請求

人及び参加人に送付するとともに、答申の内容を公表するものとする。 

 （委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、審査会に関し必要な事項は、規則で定

める。 

 （罰則） 

第１４条 第５条第６項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以下の懲

役又は５０万円以下の罰金に処する。 

２ 前項の規定は、市の区域外において同項の罪を犯した者にも適用する。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例の施行の日前に改正前のかすみがうら市情報公開条例（平成

１７年かすみがうら市条例第１３号）第１３条及び廃止前のかすみがうら市

個人情報保護条例（平成１７年かすみがうら市条例第１４号）第３１条の規定

によるかすみがうら市情報公開等審査会（以下「旧審査会」という。）の委員

である者は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）に、第５条第１

項の規定により、審査会の委員として委嘱されたものとみなす。 

２ 前項の規定により施行日に委嘱されたものとみなされる委員の任期は、第

５条第２項の規定にかかわらず、旧審査会の委員としての任期の残任期間と

する。 

３ この条例の施行の日前に旧審査会にされた諮問（この条例の施行の際これ
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に係る調査審議を終えていないものに限る。）は、施行日において審査会に諮

問されたものとみなす。この場合において、旧審査会により施行日前に行われ

た調査審議は、この条例の定めるところにより審査会により行われたものと

みなす。 

 （かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する 

条例の一部改正） 

第３条 かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関

する条例（平成１７年かすみがうら市条例第４３号）の一部を次のように改正

する。 

  別表第１附属機関の部中「情報公開等審査会委員」を「情報公開・個人情報

保護審査会委員」に改める。 
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 議案第５号 

 

   かすみがうら市審議監の設置等に関する条例の制定について 

 

 かすみがうら市審議監の設置等に関する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市審議監の設置等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、かすみがうら市審議監（以下「審議監」という。）の設置

等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 市長に直属して市政運営における重要施策に関する調査、調整等を行

わせるため、審議監１人を置く。 

２ 審議監は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）

第３条第３項第４号に規定する特別職の職員とする。 

３ 審議監は、常勤とする。 

（任期） 

第３条 審議監の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。 

 （給与及び旅費等） 

第４条 審議監の給料の月額は、３５万６，８００円とする。 

２ 前項に規定するもののほか、審議監の給与及び旅費については、かすみがう

ら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（平成１７年か
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すみがうら市条例第４０号）に規定する教育長の例による。 

（その他） 

第５条 この条例に定めるもののほか、審議監に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の

一部改正） 

２ かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例

（平成１７年かすみがうら市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

  附則に次の１項を加える。 

  （令和５年４月から令和８年７月までの市長の給料月額に関する特例措置） 

 ５ 市長の給料月額は、令和５年４月から令和８年７月までの間で、かつ、か

すみがうら市審議監の設置等に関する条例（令和５年かすみがうら市条例

第 号）第２条の審議監を置く間に限り、第３条の規定にかかわらず、別表

第１に定める給料月額から当該額に１００分の５０を乗じて得た額を減じ

た額とする。ただし、第４条に規定する期末手当の算定の基礎となる給料月

額については適用しない。 

 （失効） 

３ この条例は、令和８年７月２２日限り、その効力を失う。 
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 議案第６号 

 

   かすみがうら市長等の政治倫理条例の制定について 

 

 かすみがうら市長等の政治倫理条例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市長等の政治倫理条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、市政が市民の厳粛な信託によるものであることを認識し、

その受託者たる市長、副市長、教育長及び地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第３条第３項第４号に規定する特別職の職員（以下「市長等」と

いう。）が、市民全体の奉仕者として、人格と倫理の向上に努め、その地位に

よる影響力を不正に行使して自己又は特定の者の利益を図ることのないよう

必要な事項を定めることにより、市政に対する市民の信頼に応え、もって公

正で開かれた市政の発展に寄与することを目的とする。 

 （市長等及び市民の責務） 

第２条 市長等は、市民の信頼に値する倫理性を自覚し、市民に対し自ら進ん

でその高潔性を明らかにするよう努めなければならない。 

２ 市民は、主権者として自らも市政を担い、公共の利益を実現する自覚を持

ち、市長等に対し、その地位による影響力を不正に行使させるような働きか

けをすることはもとより、道義的批判を受けるおそれのある寄附その他の行

為を行ってはならない。 
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 （政治倫理基準） 

第３条 市長等は、市政に携わる責務を深く自覚し、人格及び倫理の向上に努

めるため、次に掲げる政治倫理基準を遵守しなければならない。 

（１） 市民全体の代表者として、品位と名誉を損なうような一切の行為を慎

み、その職務に関して不正の疑惑を持たれるおそれのある行為をしないこ

と。 

（２） 全体の奉仕者として常に人格と倫理の向上に努め、その地位を利用し

ていかなる金品も授受しないこと。 

（３） 政治活動に関する寄附行為について、政治的又は道義的批判を受ける

ことをしないこと。市長の後援団体についても、同様とする。 

（４） 市が行う認可、許可、命令に関して、特定の企業、個人、団体等のた

めに有利な取り計らいをしないこと。 

（５） 一般職の職員の採用に関して、推薦、紹介等の有利な取り計らいをし

ないこと。 

（６） 市が発注する工事等の請負契約、下請工事、業務委託契約及び一般物

品納入契約に関して、特定の業者を推薦、紹介等の有利な取り計らいをし

ないこと。 

（７） 特定の新聞、雑誌若しくは機関誌の購読又はパーティー券の購入を強

要しないこと。 

（８） セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントその他のその地

位を利用して嫌がらせをし、強制し、又は圧力をかける行為及び人権侵害

のおそれのある行為をしないこと。 

２ 前項第４号から第８号までの規定は、市が関係する地方自治法（昭和２２

年法律第６７号。以下「法」という。）第２２１条第３項に規定する法人及び

法第２８４条第１項に規定する組合についても適用する。 

３ 市長等は、政治倫理基準に反する事実があるとの疑惑をもたれたときは、

32



第５条に規定する政治倫理審査会に出席し、自ら疑惑の解明に当たるととも

に、その責任を明らかにしなければならない。 

 （市の工事等の契約に関する遵守事項） 

第４条 市長等の配偶者若しくは２親等以内の親族若しくは同居の親族若しく

は市長等（以下「本人等」という。）が役員をしている企業又は実質的に経営

に携わる企業は、法第１４２条の規定の趣旨を尊重し、市が発注する工事等

の請負契約、下請工事、業務委託契約及び一般物品納入契約（１件の契約額

が地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１号別表

第５に掲げる額を超えない契約を除く。）への応募を辞退しなければならない。

ただし、災害等で緊急を要するとき又は工事等の契約を辞退することにより

市の行政執行若しくは市民生活に支障があるときは、この限りでない。 

２ 前項の「実質的に経営に携わる企業」とは、次に掲げるものをいう。 

（１） 本人等が資本金その他これらに準ずるものの３分の１を超えて出資し

ている企業。この場合において、本人等が複数のときは、その出資金の合

計を基準とする。 

（２） 本人等が年額３００万円を超える報酬（顧問料等その名目を問わない。）

を受領している企業。この場合において、本人等が複数のときは、その報

酬の合計を基準とする。 

（３） 本人等が経営方針に明らかに関与している企業 

３ 前２項に該当する場合において、市長等は、市民に疑惑の念を生じさせな

いため、責任をもって当該企業の辞退届を提出するよう努めなければならな

い。 

４ 前項の辞退届は、市長等の任期開始の日から３０日以内に、市長に提出す

るものとする。 

 （政治倫理審査会の設置） 

第５条 政治倫理確立のための必要な事項を調査するため、法第１３８条の４
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第３項の規定によりかすみがうら市政治倫理審査会（以下「審査会」という。）

を置く。 

２ 審査会は、市長及び市民から市長等の政治倫理基準及び遵守事項（前条で

規定する遵守事項をいう。以下同じ。）の違反に関する調査請求があったとき

は、当該市長等に対し、事情を聴取し、若しくは資料の提出を求め、又はそ

の関係者に対し必要な調査を行うものとする。 

３ 審査会の委員は、５人以内とし、地方自治の本旨に理解があり、かつ、専

門的知識を有する者及び法第１８条に定める選挙権を有する市民のうちから、 

市長が公正を期して委嘱する。 

４ 審査会の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。また、委員が欠けた場

合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、任期が満

了したときは、後任の委員が委嘱されるまでその職務を行う。 

５ 審査会の会議は、公開するものとする。ただし、やむを得ず非公開とする

ときは、出席委員の３分の２以上の同意を必要とする。 

６ 審査会の委員は、何人に対しても職務上知り得た秘密を漏らしてはならな

い。その職を退いた後も、同様とする。 

７ 審査会の委員は、公平かつ適切にその職務を遂行しなければならない。 

８ 審査会の調査記録については、その写しを原則として所定の場所で閲覧す

ることができる。ただし、審査会で非公開とした文書については、この限り

でない。 

 （市民の調査請求権） 

第６条 市民は、市長等が政治倫理基準又は遵守事項に違反する疑いがあると

認めるときは、これを証する資料を添えて、法第１８条に定める選挙権を有

する市民の５００分の１以上の連署とともに、文書で市長に調査を請求する

ことができる。 

２ 市長は、前項の請求を受けたときは、１０日以内にその書面の写しを添え
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て、審査会に調査を求めるものとする。 

 （市の工事等の契約に関する遵守事項の違反行為に関する措置） 

第７条 市長は、市長等が遵守事項に違反している疑いがあるときは、これを

証する資料を添えて、速やかに審査会に調査を依頼しなければならない。 

 （審査会の調査） 

第８条 審査会は、第６条第２項及び前条の規定による調査を求められたとき

は、当該事実の存否の調査を行い、６０日以内に調査結果報告書を市長に提

出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により調査結果の報告書の提出を受けたときは、１０

日以内に請求者に文書で回答しなければならない。 

 （市長等の協力義務） 

第９条 市長等は、審査会から求めがあるときは、審査会に必要な資料を提出

し、審査会の会議に出席して説明を行う等、調査審議に必要な協力をしなけ

ればならない。 

 （贈収賄罪の第１審有罪判決宣告後における説明会） 

第１０条 市長等は、当該市長等が刑法（明治４０年法律第４５号）第１９７

条から第１９７条の４まで及び第１９８条に定める贈収賄罪により、第１審

有罪判決の宣告を受け、なお引き続きその職に留まろうとするときは、市民

に対する説明会（以下「説明会」という。）を開催しなければならない。 

２ 市民は、説明会において、市長等に質問することができる。 

３ 市民は、説明会が開催されないときは、法第１８条に定める選挙権を有す

る市民の５００分の１以上の連署をもって、市長に説明会の開催を請求する

ことができる。 

４ 前項の請求は、第１審有罪判決の宣告の日から３０日を経過した日以後２

０日以内に市長を通じて行うものとする。 

 （違反措置等） 

35



第１１条 市長は、市長等が審査会の調査において政治倫理基準又は遵守事項

に違反しているとの報告があったときは、その旨を市報等で公表するものと

する。 

 （委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項

は、規則で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例の施行の際現に市長等の職にある者に対する第４条の規定の適用

については、同条第４項中「市長等の任期開始の日」とあるのは、「この条例

の施行の日」とする。 

３ 第１０条の規定は、この条例の施行日以後に逮捕され、起訴され、又は有

罪判決の宣告を受けた市長等について適用する。 

 （かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する 

条例の一部改正） 

４ かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例（平成１７年かすみがうら市条例第４３号）の一部を次のように改正す

る。 

  別表第１附属機関の部名誉市民選考委員会委員の項の前に次のように加え

る。 

政治倫理

審査会委

員 

  7,500 37 2,100 12,500 2,100 
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 議案第７号 

 

   督促手数料の廃止に伴う関係条例の整備に関する条例の制定につ    

いて  

 

 督促手数料の廃止に伴う関係条例の整備に関する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   督促手数料の廃止に伴う関係条例の整備に関する条例    

 

（かすみがうら市税条例の一部改正） 

第１条 かすみがうら市税条例（平成１７年かすみがうら市条例第５４号）の

一部を次のように改正する。 

  第２条第２号中「督促手数料、」を削る。 

  第２１条を次のように改める。 

第２１条 削除 

 

（かすみがうら市税外諸収入金督促手数料及び延滞金徴収条例の一部改正） 

第２条 かすみがうら市税外諸収入金督促手数料及び延滞金徴収条例（平成１

７年かすみがうら市条例第５８号）の一部を次のように改正する。 

  題名中「督促手数料及び」を削る。 

  第１条中「督促手数料及び」を削る。 

  第２条を削り、第３条を第２条とし、第４条を第３条とし、第５条を第４
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条とする。 

 

（かすみがうら市後期高齢者医療に関する条例の一部改正） 

第３条 かすみがうら市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年かすみがう

ら市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第６条」を「第５条」に、「第７条―第９条」を「第６条―第８

条」に改める。 

  第５条を削り、第６条を第５条とし、第３章中第７条から第９条までを１

条ずつ繰り上げる。 

 

（かすみがうら市介護保険条例の一部改正） 

第４条 かすみがうら市介護保険条例（平成１８年かすみがうら市条例第３

号）の一部を次のように改正する。 

  第１０条を次のように改める。 

第１０条 削除 

 

（かすみがうら市法定外公共物管理条例の一部改正） 

第５条 かすみがうら市法定外公共物管理条例（平成１７年かすみがうら市条

例第１３２号）の一部を次のように改正する。 

  第１０条見出し中「手数料及び」を削り、同条中「督促手数料及び」を削

り、「に基づき手数料及び」を「の規定により」に改める。 

 

（かすみがうら市水道事業給水条例の一部改正） 

第６条 かすみがうら市水道事業給水条例（平成１７年かすみがうら市条例第

１４６号）の一部を次のように改正する。 

  第３１条を次のように改める。 
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第３１条 削除 

 

 （かすみがうら市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部改

正） 

第７条 かすみがうら市公共下水道事業受益者負担に関する条例（平成１７年

かすみがうら市条例第１４１号）の一部を次のように改正する。 

  第１３条を削り、第１４条を第１３条とし、第１５条を第１４条とする。 

 

 （かすみがうら市農業集落排水事業分担金に関する条例の一部改正） 

第８条 かすみがうら市農業集落排水事業分担金に関する条例（平成１７年か

すみがうら市条例第１４３号）の一部を次のように改正する。 

  第７条を削り、第８条を第７条とする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に納期限の到来した歳入に関し発した督促状に係る

督促手数料については、その督促状を発した日にかかわらず、なお従前の例

による。 

 

 

 

 

 

 

39



 議案第８号 

 

   かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固    

定資産税の特例措置に関する条例及びかすみがうら市企業立地促    

進条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資産税の

特例措置に関する条例及びかすみがうら市企業立地促進条例の一部を改正する

条例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固    

   定資産税の特例措置に関する条例及びかすみがうら市企業立地促    

   進条例の一部を改正する条例 

 

 （かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資産税

の特例措置に関する条例の一部改正） 

第１条 かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資

産税の特例措置に関する条例（平成２１年かすみがうら市条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

  附則第２条中「平成３５年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に改める。 

 

 （かすみがうら市企業立地促進条例の一部改正） 

 

40



第２条 かすみがうら市企業立地促進条例（平成２１年かすみがうら市条例第

２８号）の一部を次のように改正する。 

  附則第２項中「平成３５年３月３１日限りその」を「令和６年３月３１日限

り、その」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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 議案第９号 

 

   かすみがうら市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する    

   基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 かすみがうら市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する    

基準を定める条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例（平成２６年かすみがうら市条例第２２号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 第６条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図るため、

放課後児童健全育成事業所ごとに、当該放課後児童健全育成事業所の設備の

安全点検、職員、利用者等に対する事業所外での活動、取組等を含めた放課

後児童健全育成事業所での生活その他の日常生活における安全に関する指導、

職員の研修及び訓練その他放課後児童健全育成事業所における安全に関する

事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、
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当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周知すると

ともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護者との連

携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について

周知しなければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に

応じて安全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活動、取組

等のための移動その他の利用者の移動のために自動車を運行するときは、利

用者の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用者の所在を確実に把握するこ

とができる方法により、利用者の所在を確認しなければならない。 

 第１２条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第１２条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごと

に、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する支援の提供を継続

的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画

（以下この条において「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続

計画に従い必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画について周知す

るとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなければなら

ない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必

要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとする。 

 第１３条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症及び食
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中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防

止のための訓練を定期的に実施する」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（安全計画の策定等に係る経過措置） 

第２条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後のかす

みがうら市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例第６条の２の規定の適用については、同条中「講じなければ」とあるのは

「講ずるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは「実施する

よう努めなければ」と、「周知しなければ」とあるのは「周知するよう努め

なければ」とする。 
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 議案第１０号 

 

   かすみがうら市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を    

   定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 かすみがうら市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を    

定める条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年かすみがうら市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第７条の次に次の２条を加える。 

 （安全計画の策定等） 

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、家

庭的保育事業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の安全点検、職員、

利用乳幼児等に対する事業所外での活動、取組等を含めた家庭的保育事業所

等での生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓

練その他家庭的保育事業所等における安全に関する事項についての計画（以

下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必

要な措置を講じなければならない。 
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２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、

前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携

が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周

知しなければならない。 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて

安全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組等

のための移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは、

利用乳幼児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に

把握することができる方法により、利用乳幼児の所在を確認しなければなら

ない。 

２ 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業所を除く。）は、利用乳幼児の

送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより

一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の

態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落としのおそれが少ないと認

められるものを除く。）を日常的に運行するときは、当該自動車にブザーそ

の他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備え、これを用いて前

項に定める所在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなければな

らない。 

 第１０条中「必要に応じ当該家庭的保育事業所等の設備及び職員の一部を併

せて設置する他の社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねさせることができる。

ただし、保育室及び各事業所に特有の設備並びに利用乳幼児の保育に直接従事

する職員については、この限りでない」を「その行う保育に支障がない場合に

限り、必要に応じ当該家庭的保育事業所等の設備及び職員の一部を併せて設置
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する他の社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねさせることができる」に改める。 

 第１３条を次のように改める。 

第１３条 削除 

 第１４条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症及び食

中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防

止のための訓練を定期的に実施する」に改める。 

 第２５条中「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （自動車を運行する場合の所在の確認に係る経過措置） 

第２条 この条例による改正後のかすみがうら市家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準を定める条例第７条の３第２項の規定の適用については、

家庭的保育事業者等において利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的

に運行する場合であって、当該自動車に同項に規定するブザーその他の車内

の利用乳幼児の見落としを防止する装置（以下この条において「ブザー等」

という。）を備えること及びこれを用いることにつき困難な事情があるとき

は、令和６年３月３１日までの間、当該自動車にブザー等を備えないことが

できる。この場合において、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的

に運行する家庭的保育事業者等は、ブザー等の設置に代わる措置を講じて利

用乳幼児の所在の確認を行わなければならない。 
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 議案第１１号 

 

   かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運    

   営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定につい    

   て 

 

 かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運    

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例（平成２６年かすみがうら市条例第２０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 第４条第２項各号列記以外の部分中「第１９条第１項第３号」を「第１９条

第３号」に改め、同項第１号中「第１９条第１項各号」を「第１９条各号」に

改め、同項第２号中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、

同項第３号中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「同項第３

号」を「同条第３号」に改める。 

 第６条第２項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、同

条第３項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「同項第２号」
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を「同条第２号」に改める。 

 第７条第２項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。 

 第８条中「第１９条第１項各号」を「第１９条各号」に改める。 

 第１３条第４項第３号ア（ア）中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第

１号」に改め、同号ア（イ）中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」

に改め、同号イ（ア）中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改

め、同号イ（イ）中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。 

 第１５条第１項第３号中「第２５条」を「第２５条第１項」に改め、同項第

４号中「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。 

 第２０条第４号中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に、「並

びにの」を「並びに」に改める。 

 第２６条を次のように改める。 

第２６条 削除 

 第３５条第１項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、

同条第２項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に、「同項第２

号」を「同条第２号」に、「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に

改める。 

 第３６条第１項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改め、

同条第２項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「同項第１

号」を「同条第１号」に、「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に

改め、同条第３項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に、「第

１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「同項第１号」を「同条第１

号」に改める。 

 第３７条第２項中「第１９条第１項第３号」を「第１９条第３号」に、「第

１９条第１項第３号」を「第１９条第３号」改める。 

 第３９条第２項中「第１９条第１項第３号」を「第１９条第３号」に改める。 
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 第５１条第１項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、

同条第２項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に、「第１９条

第１項第２号」を「第１９条第２号」に改め、同条第３項中「第１９条第１項

第３号」を「第１９条第３号」に、「第１９条第１項第１号」を「第１９条第

１号」に、「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「同項第３号」

を「同条第３号」に改める。 

 第５２条第１項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改め、

同条第２項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「同項第３

号」を「同条第３号」に、「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に

改め、同条第３項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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 議案第１２号 

 

   かすみがうら市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例の    

   制定について 

 

 かすみがうら市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例を次のとおり

制定する。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市子ども・子育て会議条例（平成２５年かすみがうら市条例第２

２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１条中「第７７条第 1項」を「第７２条第 1項」に改める。 

 第２条中「第７７条第１項各号」を「第７２条第１項各号」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

51



 議案第１３号 

 

   かすみがうら市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定に    

   ついて 

 

かすみがうら市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市国民健康保険条例の一部を改正する条例    

かすみがうら市国民健康保険条例（平成１７年かすみがうら市条例第１００

号）の一部を次のように改正する。 

 

 第５条第１項中「４０万８，０００円」を「４８万８，０００円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

 １ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

 ２ この条例の施行の日前に出産した被保険者に係るかすみがうら市国民健

康保険条例第５条の規定による出産育児一時金の額については、なお従前

の例による。 
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 議案第１４号 

 

   かすみがうら市歴史博物館の設置及び管理に関する条例の一部を    

   改正する条例の制定について 

 

 かすみがうら市歴史博物館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市歴史博物館の設置及び管理に関する条例の一部を    

改正する条例    

 かすみがうら市歴史博物館の設置及び管理に関する条例（平成２８年かすみ

がうら市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１条中「博物館法（昭和２６年法律第２８５号。以下「法」という。）第

１８条」を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１項」

に改める。 

 第８条第１号中「法第２条第３項」を「博物館法（昭和２６年法律第２８５

号。以下「法」という。）第２条第４項」に改める。 

 第１０条中「第２０条」を「第２３条第１項」に、「基づき」を「より」に

改める。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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 議案第１５号 

 

   かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の    

一部を改正する条例の制定について    

 

 かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正

する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の    

一部を改正する条例 

 かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（平成１７年

かすみがうら市条例第１４４号）の一部を次のように改正する。 

 

第４条第２項中「都市建設部」を「上下水道部」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（かすみがうら市水道事業給水条例の一部改正） 

２ かすみがうら市水道事業給水条例（平成１７年かすみがうら市条例第１４

６号）の一部を次のように改正する。 

  第２０条第１項中「管理し、異状」を「管理しなければならない。この場

合において、異状」に改める。 
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（かすみがうら市下水道条例の一部改正） 

３ かすみがうら市下水道条例（平成１７年かすみがうら市条例第１４０号）

の一部を次のように改正する。 

第１３条の見出し中「管理者」を「管理責任者」に改める。 

 （経過措置） 

４ この条例の施行の日の前日までに、この条例による改正前のそれぞれの条

例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれ改正後の相当

規定によりなされたものとみなす。 
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 議案第１６号 

 

   かすみがうら市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条    

   例の一部を改正する条例の制定について 

 

 かすみがうら市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改

正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条    

   例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（平成１７

年かすみがうら市条例第１４９号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条中「６０５人」を「５２０人」に改める。 

 第３条第１号中「者」の次に「。ただし、団長が特に認める場合は、この限り

でない。」を加え、同条第２号を同条第３号とし、同条第１号の次に次の１号を

加える。 

（２） 年齢１８歳以上の者 

 第４条第３号中「６箇月」を「６月」に改める。 

 第８条中「水火災その他の災害」を「災害（水火災又は地震等の災害をいう。

以下同じ。）」に改める。 

 第１２条を次のように改める。 
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 （報酬） 

第１２条 団員の報酬は、年額報酬及び出動報酬とする。 

２ 団員には、次の表に定める年額報酬を支給する。 

区分 報酬の額 

団長 年額 １０２，０００円 

副団長 〃 ８２，０００円 

分団長 〃 ７０，０００円 

副分団長 〃 ５２，０００円 

部長 〃 ４２，５００円 

班長 〃 ３９，５００円 

団員 〃 ３６，５００円 

指導員 〃 ５２，０００円 

３ 団員が災害、警戒、訓練等の職務に従事する場合においては、次の表に定め

る出動報酬を支給する。 

出動報酬 

分類 区分 支給額 

（１日につき） 

災害出動 災害 ８，０００円（出動

が４時間に満たない

場合は４，０００円

とし、２暦日にわた

る出動の場合の初日

の支給額も同様とす

る。） 

警戒出動 警戒 １，０００円 
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捜索 災害出動の例によ

る。 

訓練等 複数の分団が参

加する訓練等 

２，０００円 

その他 災害出動のうち

誤報や非火災等

の事由によるも

の 

１，０００円 

市長が特に必要

と認めるもの 

１，０００円（出動

が１時間を超える場

合は、災害出動の例

による。） 

 第１３条第１項を次のように改める。 

  団員が前条第３項に規定する職務に従事する場合は、１回につき２００円の

費用弁償を支給する。ただし、市長が特に必要と認める場合は、この限りでな

い。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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 議案第１７号 

 

   令和４年度かすみがうら市一般会計補正予算（第１４号） 

 令和４年度かすみがうら市の一般会計補正予算（第１４号）は、次に定めるところによる。 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６２７，３８８千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 
２０，４８７，２０５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 
予算補正」による。 
（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明

許費」による。 
 （地方債の補正） 
第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

   令和５年３月３日提出 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   
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     229,448

       6,448

   3,850,000

   3,850,000

      49,402

      26,480

   4,136,506

   2,026,033

   2,100,215

   1,465,061

     780,080

     467,263

     120,670

      97,048

      23,857

      16,586

   1,038,580

   1,038,577

           3

     599,691

     599,691

     382,281

       1,936

       1,936

     139,704

     139,704

         558

         558

    △13,159

    △51,455

      38,296

    △78,266

    △14,357

    △42,725

     △6,029

    △15,155

       1,000

       1,000

   △831,297

   △896,742

      65,445

     589,815

     589,815

     △2,841

     231,384

       8,384

   3,989,704

   3,989,704

      49,960

      27,038

   4,123,347

   1,974,578

   2,138,511

   1,386,795

     765,723

     424,538

     114,641

      81,893

      24,857

      17,586

     207,283

     141,835

      65,448

   1,189,506

   1,189,506

     379,440

 2

11

14

15

16

17

19

20

21

地 方 譲 与 税

地 方 交 付 税

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

 3

 1

 1

 1

 2

 1

 2

 3

 4

 1

 1

 2

 1

森 林 環 境 譲 与 税

地 方 交 付 税

使 用 料

国 庫 負 担 金

国 庫 補 助 金

県 負 担 金

県 補 助 金

県 委 託 金

県 交 付 金

財 産 運 用 収 入

基 金 繰 入 金

特 別 会 計 繰 入 金

繰 越 金

歳    入 （単位　千円）
第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補正前の額 補正額 計
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     330,153

   2,474,700

   2,474,700

  21,114,593

     △2,841

   △434,838

   △434,838

   △627,388

     327,312

   2,039,862

   2,039,862

  20,487,205歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

22 市 債

 5

 1

雑 入

市 債

款 項 補正前の額 補正額 計
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     140,812

     140,812

   3,468,487

   3,019,398

     228,362

     132,695

   7,045,250

   3,636,606

   2,728,951

   2,245,057

   2,245,057

     782,366

     766,440

       3,780

     437,420

     437,420

   1,903,243

     650,511

       9,828

   1,123,558

     892,670

     892,670

     △3,570

     △3,570

   △311,969

   △279,010

     △3,746

    △29,213

   △162,297

    △23,174

   △139,123

    △21,883

    △21,883

    △37,837

    △37,120

       △717

    △16,363

    △16,363

      40,099

      17,958

     △1,600

      23,741

     △3,969

     △3,969

     137,242

     137,242

   3,156,518

   2,740,388

     224,616

     103,482

   6,882,953

   3,613,432

   2,589,828

   2,223,174

   2,223,174

     744,529

     729,320

       3,063

     421,057

     421,057

   1,943,342

     668,469

       8,228

   1,147,299

     888,701

     888,701

 1

 2

 3

 4

 6

 7

 8

 9

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

 1

 1

 2

 4

 1

 2

 1

 1

 3

 1

 2

 3

 4

 1

議 会 費

総 務 管 理 費

徴 税 費

選 挙 費

社 会 福 祉 費

児 童 福 祉 費

保 健 衛 生 費

農 業 費

水 産 業 費

商 工 費

道 路 橋 梁 費

河 川 費

都 市 計 画 費

消 防 費

歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計
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   2,148,589

     258,242

     599,313

     781,614

     331,127

     178,293

   1,972,553

   1,972,553

  21,114,593

    △95,599

    △10,410

    △34,043

    △11,324

    △36,822

     △3,000

    △14,000

    △14,000

   △627,388

   2,052,990

     247,832

     565,270

     770,290

     294,305

     175,293

   1,958,553

   1,958,553

  20,487,205歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

10

12

教 育 費

公 債 費

 1

 2

 3

 4

 5

 1

教 育 総 務 費

小 学 校 費

中 学 校 費

社 会 教 育 費

保 健 体 育 費

公 債 費

款 項 補正前の額 補正額 計
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１　追　加 （単位　千円）

款 項 金　　　　額

２　総務費 １　総務管理費 ２８，６１１

３　民生費 ２　児童福祉費 ７，２００

３　民生費 ２　児童福祉費 ８，１００

３　民生費 ２　児童福祉費 ３６０

５　農林水産業費 １　農業費 ５，５１２

８　土木費 ２　道路橋梁費 ５１，９５９

８　土木費 ２　道路橋梁費 １２４，８２１

８　土木費 ２　道路橋梁費 １９，３６１

８　土木費 ４　都市計画費 ３５，２６２

２８１，１８６合　　計

第　２　表　　　繰　越　明　許　費

事　　業　　名

道路維持管理に要する経費

家庭的保育等に要する経費

園芸振興に要する経費

認定こども園に要する経費

民間保育所に要する経費

公園整備に要する経費

市道整備に要する経費

複合交流拠点施設等整備に要する経費

（仮称）千代田ＰＡスマートＩＣ関連事業に要
する経費

64



　１　変　更 （単位　千円）

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

複合交流拠点施設等整備事業債 ５４４，７００

普通貸借又
は証券発行

３６２，２００

普通貸借又
は証券発行

交通安全照明施設整備事業債 ４０，０００ ０

飯田川外緊急浚渫推進事業債 ８，４００ ６，８００

旧志士庫地区第１公民館解体事
業債

２３，１００ ０

過疎地域スクールバス運行事業
債

０ ３５，０００

臨時財政対策債 ４４０，０００ ２１７，３６２

第　３　表　　　地　方　債　補　正

補正前 補正後

　３．０％以
内（ただし、
利率見直し方
式で借り入れ
る政府資金及
び地方公共団
体金融機構資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率）

　政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合にはそ
の債権者と協定す
るものによる。た
だし、市財政の都
合により据置期間
及び償還期限を短
縮し、又は繰上償
還もしくは低利に
借り換えすること
ができる。

　３．０％以
内（ただし、
利率見直し方
式で借り入れ
る政府資金及
び地方公共団
体金融機構資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率）

　政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合にはそ
の債権者と協定す
るものによる。た
だし、市財政の都
合により据置期間
及び償還期限を短
縮し、又は繰上償
還もしくは低利に
借り換えすること
ができる。

65



       5,484,893

         229,448

           2,632

          19,193

          30,994

          75,551

         895,493

         126,000

          19,600

          33,000

       3,850,000

           6,233

          77,386

          49,402

       4,136,506

       1,465,061

          23,857

          94,092

       1,038,580

         599,691

         382,281

               0

           1,936

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

         139,704

               0

               0

             558

        △13,159

        △78,266

           1,000

               0

       △831,297

         589,815

         △2,841

       5,484,893

         231,384

           2,632

          19,193

          30,994

          75,551

         895,493

         126,000

          19,600

          33,000

       3,989,704

           6,233

          77,386

          49,960

       4,123,347

       1,386,795

          24,857

          94,092

         207,283

       1,189,506

         379,440

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳    入 （単位　千円）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

款 補正前の額 補正額 計
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       2,474,700

      21,114,593

       △434,838

       △627,388

       2,039,862

      20,487,205歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

22 市 債

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計
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     140,812

   3,468,487

   7,045,250

   2,245,057

      28,144

     782,366

     437,420

   1,903,243

     892,670

   2,148,589

           2

   1,972,553

      50,000

  21,114,593

     △3,570

   △311,969

   △162,297

    △21,883

           0

    △37,837

    △16,363

      40,099

     △3,969

    △95,599

           0

    △14,000

           0

   △627,388

     137,242

   3,156,518

   6,882,953

   2,223,174

      28,144

     744,529

     421,057

   1,943,342

     888,701

   2,052,990

           2

   1,958,553

      50,000

  20,487,205歳 　　出 　　合 　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

11

12

13

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

歳    出 （単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

     △3,029

    △57,635

    △15,848

    △22,526

       7,613

    △91,425

   △222,500

     △1,600

      11,900

   △212,200

       1,000

       △499

    △14,064

     △2,342

       1,107

   △300,000

   △314,798

     △3,570

    △87,440

   △104,662

     △6,035

    △14,812

     △2,299

      34,086

     △1,627

   △108,606

     286,000

     △8,965

補正額の財源内訳

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源
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森林環境譲与税

普通交付税

農村環境改善センター使用料

講堂使用料

テニスコートほか使用料

児童手当交付金

子どものための教育・保育給付費負担金

児童扶養手当給付費負担金

保険基盤安定負担金

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時

交付金

子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世

帯分）事業費補助金

子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世

帯分）事務費補助金

        6,448

        6,448

    3,850,000

    3,850,000

          687

        6,007

       26,480

    1,866,852

    2,026,033

      451,251

      490,212

        1,936

        1,936

      139,704

      139,704

        △549

        1,107

          558

     △51,455

     △51,455

       54,958

     △15,394

        8,384

        8,384

    3,989,704

    3,989,704

          138

        7,114

       27,038

    1,815,397

    1,974,578

      506,209

      474,818

       1,936

     139,704

       △549

         557

         550

    △45,750

     △3,931

     △1,774

      54,958

     △6,110

    △30,750

    △15,000

     △1,150

       △770

（款）

（款）

（款）

（款）

（款）

 2 地方譲与税

11 地方交付税

14 使用料及び手数料

15 国庫支出金

15 国庫支出金

（項）

（項）

（項）

（項）

（項）

 3 森林環境譲与税

 1 地方交付税

 1 使用料

 1 国庫負担金

 2 国庫補助金

 1

 1

 4

 6

 1

 1

 2

森 林 環 境 譲 与 税

　　　　計

地 方 交 付 税

　　　　計

商 工 使 用 料

教 育 使 用 料

　　　　計

民生費国庫負担金

　　　　計

総務費国庫補助金

民生費国庫補助金

２  歳  入

 1

 1

 2

 1

 4

 2

 3

 5

 1

 2

森林環境譲与税

地 方 交 付 税

農 村 環 境 改 善

センター使用料

公 民 館 使 用 料

わかぐり運動公園

使 用 料

児童福祉費負担金

児 童 扶 養 手 当

給 付 費 負 担 金

国 民 健 康 保 険

事 業 費 負 担 金

総 務 費 補 助 金

児童福祉費補助金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯

分）事業費補助金

子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯

分）事務費補助金

一時預かり事業

地域子育て支援拠点事業

高等職業訓練促進給付金等事業費補助金

循環型社会形成推進交付金

社会資本整備総合交付金

住宅・建築物安全ストック形成事業補助金

児童手当交付金

子どものための教育・保育給付費負担金

保険基盤安定負担金

後期高齢者保険基盤安定負担金

地域医療介護総合確保基金事業補助金

子どものための教育・保育給付費地方単独費

用補助金

一時預かり事業

地域子育て支援拠点事業

      292,923

      100,945

    2,100,215

      780,080

      780,080

      278,824

      △9,056

        7,788

       38,296

     △14,357

     △14,357

     △31,387

      283,867

      108,733

    2,138,511

      765,723

      765,723

      247,437

     △8,658

       △626

     △9,056

       7,788

    △13,700

     △1,715

       1,058

    △18,060

     △1,769

     △8,658

     △3,750

       △440

     △2,676

     △5,982

       8,038

       △250

     △6,200

     △7,500

     △2,676

     △5,982

(                     )

（款）

（款）

（款）

15 国庫支出金

16 県支出金

16 県支出金

（項）

（項）

（項）

 2 国庫補助金

 1 県負担金

 2 県補助金

 2

 3

 8

 1

 2

民生費国庫補助金

衛生費国庫補助金

社 会 資 本 整 備

総 合 交 付 金

　　　　計

民 生 費 県 負 担 金

　　　　計

民 生 費 県 補 助 金

 3

 5

 1

 1

 2

 4

 5

 2

 4

 5

子ども・子育て

支 援 交 付 金

母子家庭等対策

総合支援事業費

補 助 金

保健衛生費補助金

社 会 資 本 整 備

総 合 交 付 金

児童福祉費負担金

国 民 健 康 保 険

事 業 費 負 担 金

後期高齢者医療

事 業 費 負 担 金

老人福祉費補助金

児童福祉費補助金

子ども・子育て

支 援 交 付 金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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子育て世帯生活応援特別給付金（ひとり親世

帯分）事業費補助金

子育て世帯生活応援特別給付金（その他世帯

分）事業費補助金

浄化槽設置整備事業費補助金

機構集積協力金交付事業費補助金

国営造成施設管理体制整備促進事業補助金

農業次世代人材投資資金経営開始型補助金

鳥獣被害防止総合対策補助金

鳥獣被害防止促進補助金

茨城県木造住宅・ブロック塀等耐震化支援事

業費補助金

茨城県議会議員一般選挙委託金

参議院議員通常選挙委託金

茨城県過疎地域持続的発展支援交付金

多面的機能支払事業費

土地・建物貸付収入

       27,829

       67,606

       14,582

      467,263

      119,106

      120,670

        2,457

       94,591

       97,048

        6,578

       16,586

      △6,792

      △4,371

        △175

     △42,725

      △6,029

      △6,029

        3,000

     △18,155

     △15,155

        1,000

        1,000

       21,037

       63,235

       14,407

      424,538

      113,077

      114,641

        5,457

       76,436

       81,893

        7,578

       17,586

       △650

     △2,250

     △6,792

     △4,371

       △175

     △6,029

       3,000

    △18,155

       1,000

         438

       1,888

     △5,292

       △608

       △797

     △3,717

     △2,312

(                     )

（款）

（款）

（款）

（款）

16 県支出金

16 県支出金

16 県支出金

17 財産収入

（項）

（項）

（項）

（項）

 2 県補助金

 3 県委託金

 4 県交付金

 1 財産運用収入

 2

 3

 4

 6

 1

 1

 2

 1

民 生 費 県 補 助 金

衛 生 費 県 補 助 金

農 林 水 産 業 費

県 補 助 金

土 木 費 県 補 助 金

　　　　計

総 務 費 県 委 託 金

　　　　計

総 務 費 県 交 付 金

農 林 水 産 業 費

県 交 付 金

　　　　計

財 産 貸 付 収 入

　　　　計

10

11

 1

 1

 1

 2

 1

 1

 1

子育て世帯生活応

援特別給付金（ひ

とり親世帯分）

子育て世帯生活応

援特別給付金（そ

の 他 世 帯 分 ）

保健衛生費補助金

農 業 費 補 助 金

土 木 費 補 助 金

選 挙 費 委 託 金

総 務 費 交 付 金

農 業 費 交 付 金

土地建物貸付収入

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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財政調整基金

市債元金償還金

企業立地促進事業

ふるさと応援寄附金活用

後期高齢者医療特別会計繰入金

介護保険特別会計繰入金

前年度繰越金

消防団員退職報償金

茨城県農林振興公社委託金

複合交流拠点施設等整備事業債

交通安全照明施設整備事業債

飯田川外緊急浚渫推進事業債

      577,984

      300,000

      145,909

    1,038,577

            1

            1

            3

      599,691

      599,691

      290,606

      330,153

      584,700

      346,800

    △577,984

    △300,000

     △18,758

    △896,742

       15,730

       49,715

       65,445

      589,815

      589,815

      △2,841

      △2,841

    △222,500

      △1,600

            0

            0

      127,151

      141,835

       15,731

       49,716

       65,448

    1,189,506

    1,189,506

      287,765

      327,312

      362,200

      345,200

   △577,984

   △300,000

    △18,758

      15,730

      49,715

     589,815

     △2,841

   △182,500

    △40,000

     △1,600

    △13,515

     △5,243

     △2,342

       △499

（款）

（款）

（款）

（款）

（款）

19 繰入金

19 繰入金

20 繰越金

21 諸収入

22 市債

（項）

（項）

（項）

（項）

（項）

 1 基金繰入金

 2 特別会計繰入金

 1 繰越金

 5 雑入

 1 市債

 1

 2

 4

 2

 3

 1

 7

 1

 3

財政調整基金繰入金

減 債 基 金 繰 入 金

地 域 づ く り 基 金

繰 入 金

　　　　計

後 期 高 齢 者 医 療

特 別 会 計 繰 入 金

介護保険特別会計

繰 入 金

　　　　計

繰 越 金

　　　　計

雑 入

　　　　計

総 務 債

土 木 債

 1

 1

 1

 1

 1

 1

 1

 1

 2

 3

財 政 調 整 基 金

繰 入 金

減債基金繰入金

地域づくり基金

繰 入 金

後期高齢者医療

特別会計繰入金

介護保険特別会計

繰 入 金

繰 越 金

雑 入

複合交流拠点施設

等 整 備 事 業 債

交通安全照明施設

整 備 事 業 債

緊急浚渫推進事業

債

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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旧志士庫地区第１公民館解体事業債

過疎地域スクールバス運行事業債

臨時財政対策債

      411,300

      440,000

    2,474,700

       11,900

    △222,638

    △434,838

      423,200

      217,362

    2,039,862

    △23,100

      35,000

   △222,638

（款）22 市債 （項） 1 市債

 5

 6

教 育 債

臨 時 財 政 対 策 債

　　　　計

 2

 4

 1

旧志士庫地区第１

公民館解体事業債

教育振興事業債

臨時財政対策債

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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議員期末手当

職員普通旅費
議員旅費
消耗品費

会計年度任用職員（運転手
）報酬
会計年度任用職員社会保険
料
市長交際費
副市長交際費

ホームページ運営支援委託
広報誌編集業務委託
ホームページヘルプデスク
業務委託
広報アプリ維持管理業務委
託
メールマガジン保守維持管
理業務委託
システム使用料

伝送システム使用料

廃校利活用等支援業務委託
廃校小学校遊具撤去工事

公用車

 3

 8
 8
10

 1

 4

 9
 9

12
12
12

12

12

13

13

12
14

17

02
0201

0203

02
0202

03
0301

01
0101

01
0101

02
0201

市議会運営事業

秘書業務事業

広報事業

会計管理事業

公有財産調整事業

庁舎等財産管理事業

市議会運営に要する経費

市議会研修活動に要する経費

市長・副市長秘書業務に要す
る経費

広報に要する経費

会計管理に要する経費

公有財産調整に要する経費

千代田庁舎管理に要する経費

    140,812

    140,812

    979,936

      4,618

    364,997

    △3,570

    △3,570

    △3,762

      △840

    △3,173

    137,242

    137,242

    976,174

      3,778

    361,824      3,000       1,000

    △3,570

    △3,570

    △3,762

      △840

    △7,173

    △1,143

    △2,387
       △40

    △1,378
      △269
      △800
    △1,096
      △219

      △840

      3,189
   △12,065
    △3,490

    △1,804

     10,997

     △1,143

       △706
     △1,681
        △40

     △1,378

       △269
       △600
       △200

       △145
       △308

       △500

        △53

        △90
       △219

       △840

       △495
     △3,490

     △1,804

     △3,570
     △1,143

     △2,427

     △2,447

     △2,447

     △1,315
     △1,315

       △840
       △840

     △3,985
     △3,985

    △15,184
     △1,804

（款）

（款）

 1 議会費

 2 総務費

（項）

（項）

 1 議会費

 1 総務管理費

 1

 1

 4

 5

議 会 費

　計

一般管理
費

会計管理
費

財産管理
費

３  歳  出

 3

 8
10

 1
 4
 9
12
13

13

10
12
14

17

24

職 員
手当等
旅 費
需用費

報 酬
共済費
交際費
委託料
使用料
及 び
賃借料

使用料
及 び
賃借料
需用費
委託料
工 事
請負費
備 品
購入費
積立金

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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修繕料
消防設備保守委託
用地測量委託

光熱水費

公共施設等整備基金積立金
森林環境譲与税基金積立金

機器借上料
ＣＭＳクラウド使用料

基幹系システム用端末設定
業務委託

照明施設設置積算業務委託
交通安全照明施設設置工事
現場技術支援業務委託
交通安全照明施設設置工事

空家調査業務委託

移住促進住宅取得支援補助
金

複合交流拠点施設等実施設
計業務委託

10
12
12

10

24
24

13
13

12

12
12

14

12

18

12

0203

05
0501

06
0601

01
0101

0103

01
0101

0102

03
0301

01
0101

あじさい館管理事業

基金運用事業

情報環境管理運営事業

生活安全対策事業

移住定住促進事業

複合交流拠点施設等整備事業

旧小学校施設管理に要する経
費

あじさい館管理に要する経費

基金運用益等の積立に要する
経費

イントラネット整備に要する
経費

基幹系電算システム管理に要
する経費

交通安全対策に要する経費

地域安全対策に要する経費

移住定住・結婚支援に要する
経費

複合交流拠点施設等整備に要
する経費

    214,316

    139,995

     60,960

  1,202,755

    △1,836

   △93,470

    △6,390

  △169,539

    212,480

     46,525

     54,570

  1,033,216

   △40,000

  △182,500

    △1,836

   △53,470

    △6,390

     12,961

    △1,000
      △836

    △7,089
   △86,381

    △6,390

   △73,700
   △95,839

     △1,810
       △520
    △11,050

       4,999

       9,061
       1,936

       △550
       △286

     △1,000

     △1,500

     △1,199
    △86,381

     △4,390

     △6,390

    △73,700

    △13,380

       4,999
       4,999

      10,997

      10,997

     △1,836

       △836

     △1,000

    △93,470
    △89,080

     △4,390

     △6,390

     △6,390

   △169,539

   △169,539

(
           )

（款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費

 5

 7

 8

 9

10

財産管理
費

情報管理
費

生活安全
対 策 費

地域振興
費

複合交流
拠点施設
等整備費

12
13

12
14

18

12
16

委託料
使用料
及 び
賃借料

委託料
工 事
請負費

負担金
、補助
及 び
交付金

委託料
公有財
産購入
費

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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複合交流拠点施設等用地取
得費

不動産鑑定評価委託

時間外勤務手当
管理職員特別勤務手当

消耗品費

時間外勤務手当

消耗品費
投開票システム等保守点検
業務委託

時間外勤務手当
管理職員特別勤務手当

委員等報酬
消耗品費
食糧費
通信運搬費
選挙人名簿作成等業務委託
投開票システム等保守点検
業務委託

16

12

 3
 3

10

 3

10
12

 3
 3

 1
10
10
11
12
12

01
0102

01
0101

0102

01
0101

0102

01
0101

0102

市税賦課事務事業

参議院議員通常選挙事業

茨城県議会議員選挙事業

市長選挙事業

固定資産適正評価に要する経
費

職員等人件費

参議院議員通常選挙に要する
経費

職員等人件費

茨城県議会議員選挙に要する
経費

職員等人件費

市長選挙に要する経費

  3,019,398

     70,698

    228,362

     27,343

     24,227

     26,407

  △279,010

    △3,746

    △3,746

    △2,312

    △3,717

   △17,055

  2,740,388

     66,952

    224,616

     25,031

     20,510

      9,352

      3,000

    △2,312

    △3,717

  △222,500       1,000    △60,510

    △3,746

    △3,746

   △17,055

    △3,746

    △1,582

      △730

    △2,202

      △846
      △669

    △1,877
    △7,309

    △2,230
    △1,034
    △2,247
    △2,358

    △95,839

     △3,746

     △1,000
       △582

       △730

     △2,202

       △846

       △669

     △7,015
       △294

     △1,877
     △1,463
       △767
     △1,034
       △645

     △1,602

     △3,746

     △3,746

     △2,312
     △1,582

       △730

     △3,717
     △2,202

     △1,515

    △17,055
     △7,309

     △9,746

(

           )

（款）

（款）

（款）

 2 総務費

 2 総務費

 2 総務費

（項）

（項）

（項）

 1 総務管理費

 2 徴税費

 4 選挙費

10

 2

 2

 3

 4

複合交流
拠点施設
等整備費
　計

賦 課 費

　計

参 議 院
議員通常
選 挙 費

茨 城 県
議会議員
選 挙 費

市長選挙
費

12

 3

10

 3

10
12

 1
 3

10
11
12
18

委託料

職 員
手当等
需用費

職 員
手当等
需用費
委託料

報 酬
職 員
手当等
需用費
役務費
委託料
負担金
、補助
及 び
交付金

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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市長選挙公営負担金

時間外勤務手当

市議会議員補欠選挙公営負
担金

地域医療介護総合確保基金
事業補助金
老人保護措置費

国民健康保険特別会計繰出
金

後期高齢者医療特別会計繰
出金

会計年度任用職員（家庭児
童相談員等）報酬
会計年度任用職員期末手当
会計年度任用職員社会保険
料

18

 3

18

18

19

27

27

 1

 3
 4

01
0101

0102

01
0101

01
0101

01
0102

01
0101

01

市議会議員補欠選挙事業費

高齢者対策事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

子ども・子育て支援事業

児童措置事業

職員等人件費

市議会議員補欠選挙に要する
経費

要援護高齢者等対策に要する
経費

国民健康保険特別会計繰出に
要する経費

後期高齢者医療保険特別会計
繰出に要する経費

家庭児童相談に要する経費

     12,118

    132,695

     91,798

    317,584

    581,397

  3,636,606

     34,827

    997,930

    △6,129

   △29,213

   △23,538

    △1,047

      1,411

   △23,174

    △5,407

   △61,299

      5,989

    103,482

     68,260

    316,537

    582,808

  3,613,432

     29,420

    936,631

    △6,029

   △18,060

    △3,489

      1,058

   △20,491

   △11,219

    △6,129

   △23,184

    △5,478

      2,442

        353

    △2,683

    △5,407

   △50,080

    △1,325

    △4,804

   △18,060

    △5,478

    △1,047

      1,411

    △3,493
      △918

      △996

    △1,210

     △2,358

     △1,325

     △4,804

    △18,060
     △5,478

     △1,047

       1,411

     △3,493
       △918

       △996

     △6,129
     △1,325

     △4,804

    △23,538

    △23,538

     △1,047

     △1,047

       1,411

       1,411

     △5,407
     △5,407

    △61,299

(
           )

（款）

（款）

（款）

 2 総務費

 3 民生費

 3 民生費

（項）

（項）

（項）

 4 選挙費

 1 社会福祉費

 2 児童福祉費

 4

 6

 3

 7

 8

 1

 2

市長選挙
費
市 議 会
議員補欠
選 挙 費

　計

老人福祉
費

国民健康
保 険 費

後期高齢
者医療費

　計

児童福祉
総 務 費

児童措置
費

 3

18

18

19

27

27

 1
 3

 4

12

職 員
手当等
負担金
、補助
及 び
交付金

負担金
、補助
及 び
交付金
扶助費

繰出金

繰出金

報 酬
職 員
手当等
共済費

委託料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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児童扶養手当システム改修
委託
子育て世帯生活支援特別給
付金（ひとり親世帯分）
茨城県子育て世帯生活応援
特別給付金（ひとり親世帯
分）
児童扶養手当
国庫負担金等超過交付金返
還金

児童手当システム改修委託
子育て世帯生活支援特別給
付金（その他世帯分）
茨城県子育て世帯生活応援
特別給付金（その他世帯分
）
児童手当

高等職業訓練促進給付金

会計年度任用職員（保育士
等）報酬
会計年度任用職員期末手当
会計年度任用職員社会保険
料

会計年度任用職員（保育士
等）報酬
会計年度任用職員期末手当
会計年度任用職員社会保険
料

12

18

18

19
22

12
18

18

19

19

 1

 3
 4

 1

 3
 4

0101

0102

0103

02
0202

0203

0204

保育所維持管理事業

児童扶養手当支給に要する経
費

児童手当支給に要する経費

母子父子福祉に要する経費

第一保育所管理運営に要する
経費

やまゆり保育所管理運営に要
する経費

わかぐり保育所管理運営に要
する経費

    377,132    △32,103     345,029    △32,103

    △7,800

   △55,599
      3,310

   △20,370
    △5,127

    △4,140
    △1,080
    △1,386

       △770

     △1,150

       △650
    △11,614

       3,310

       △440

     △3,750

     △2,250
    △43,150

       △835

     △2,900
       △500

       △600

     △6,390
     △1,908

     △1,340

    △10,874

    △49,590

       △835

    △32,103

     △4,000

     △9,638

    △18,465

(
           )

（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費

 2

 3

児童措置
費

保育所費

18

19
22

 1
 3

 4
 8
14

負担金
、補助
及 び
交付金
扶助費
償還金
、利子
及 び
割引料

報 酬
職 員
手当等
共済費
旅 費
工 事
請負費

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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会計年度任用職員（保育士
等）報酬
会計年度任用職員期末手当
会計年度任用職員社会保険
料
会計年度任用職員費用弁償
わかぐり保育所外壁塗装工
事

子ども・子育て支援交付金
保育緊急対策事業補助金

保育緊急対策事業補助金
市内認定こども園給付費

保育緊急対策事業補助金

国庫負担金等返還金

浄化槽等設置事業費補助金

農業次世代人材投資資金経
営開始型補助金
第三者継承促進事業補助金

有害鳥獣捕獲処理謝礼
有害鳥獣捕獲事業委託

 1

 3
 4

 8
14

18
18

18
19

18

22

18

18

18

 7
12

01
0101

0102

0103

01
0101

02
0201

01
0101

02
0201

児童福祉施設維持管理事業

感染症等対策事業

水質保全対策事業

農業振興事業

有害鳥獣対策事業

民間保育所に要する経費

認定こども園に要する経費

家庭的保育等に要する経費

感染症対策に要する経費

浄化槽設置整備に要する経費

農業振興に要する経費

有害鳥獣対策に要する経費

  1,078,704

  2,728,951

    121,170

    481,229

  2,245,057

     85,333

   △40,314

  △139,123

      1,783

   △23,666

   △21,883

    △8,913

  1,038,390

  2,589,828

    122,953

    457,563

  2,223,174

     76,420

   △25,925

   △37,144

   △15,848

   △15,848

    △6,697

   △14,389

  △101,979

      1,783

    △7,818

    △6,035

    △2,216

   △10,314

   △30,000

      1,783

   △23,666

    △1,127
      △645
    △7,141

    △11,080
     △2,719

     △2,200
     △1,080

     △1,386

    △25,974
       7,200

       8,100
    △30,000

         360

       1,783

    △23,666

     △5,292
       △712

     △1,127
       △645

    △40,314
    △18,774

    △21,900

         360

       1,783
       1,783

    △23,666
    △23,666

     △6,004
     △6,004

     △2,909
     △2,909

(          )

（款）

（款）

（款）

 3 民生費

 4 衛生費

 6 農林水産業費

（項）

（項）

（項）

 2 児童福祉費

 1 保健衛生費

 1 農業費

 3

 4

 2

 7

 3

保育所費

児童福祉
施 設 費

　計

予 防 費

環境保全
対 策 費

　計

農業振興
費

18

19

22

18

 7
12
18

負担金
、補助
及 び
交付金
扶助費

償還金
、利子
及 び
割引料
負担金
、補助
及 び
交付金

報償費
委託料
負担金
、補助
及 び
交付金

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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鳥獣被害防止施設整備支援
事業補助金

水田利活用推進事業助成金

会計年度任用職員（事務補
助）報酬
機構集積協力金

小規模土地改良事業補助金

畑地帯総合整備事業負担金
農業水利施設電気料金高騰
対策支援金

霞ヶ浦土地改良区補助金

農地維持・資源向上対策交
付金

水産加工特産品キャンペー
ン事業補助金

企業立地促進助成金

18

18

 1

18

18

18
18

18

18

18

18

01
0101

0102

01
0101

0102

0103

0104

01
0101

03
0301

農地利用促進事業

土地改良事業

水産振興事業

企業立地促進事業

米政策推進に要する経費

農地中間管理に要する経費

土地改良整備支援に要する経
費

土地改良助成に要する経費

国営造成施設管理体制整備に
要する経費

農地維持・資源向上対策に要
する経費

水産振興に要する経費

企業立地促進に要する経費

     64,278

    206,724

    766,440

      3,780

      3,780

    232,877

    △2,794

   △25,413

   △37,120

      △717

      △717

   △13,515

     61,484

    181,311

    729,320

      3,063

      3,063

    219,362

        438

   △16,267

   △22,526

      △499

      △499

   △13,515

    △2,733

    △9,146

   △14,095

      △717

      △717

      △499
    △2,295

   △25,413

      △717

   △13,515

     △1,137

     △2,733

       △499
         438

       △787

     △1,500

     △1,618

       2,698

    △24,206

       △717

    △13,515

     △2,794
     △2,733

        △61

    △25,413

       △787

     △3,118

       2,698

    △24,206

       △717
       △717

    △13,515
    △13,515

(
           )

（款）

（款）

（款）

 6 農林水産業費

 6 農林水産業費

 7 商工費

（項）

（項）

（項）

 1 農業費

 3 水産業費

 1 商工費

 3

 4

 5

 1

 2

農業振興
費
農地利用
対 策 費

土地改良
費

　計

水 産 業
振 興 費

　計

商工振興
費

 1
18

18

18

18

報 酬
負担金
、補助
及 び
交付金

負担金
、補助
及 び
交付金

負担金
、補助
及 び
交付金

負担金
、補助
及 び
交付金

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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活性化センター生産物直売
所トイレ修繕工事

イベント出店料

三ツ石森林公園休憩所整備
工事

燃料費
手数料
空調設備保守業務委託
消防設備保守点検委託
清掃業務委託
施設維持管理委託

道路改修工事

路線及び用地測量業務委託
土質地質調査業務委託

修繕料

14

13

14

10
11
12
12
12
12

14

12
12

10

01
0101

0102

01
0101

0106

01
0101

01
0102

01
0101

観光振興事業

観光施設等管理運営事業

道路維持管理事業

市道整備事業

河川維持管理事業

観光ＰＲ推進に要する経費

シティプロモーションに要す
る経費

雪入ふれあいの里公園等管理
運営に要する経費

農村環境改善センター管理運
営に要する経費

道路維持管理に要する経費

（仮称）千代田ＰＡスマート
ＩＣ関連事業に要する経費

河川維持管理に要する経費

      9,620

     99,387

    437,420

    234,797

    415,714

    650,511

      9,828

      9,828

      △325

    △2,523

   △16,363

    △1,403

     19,361

     17,958

    △1,600

    △1,600

      9,295

     96,864

    421,057

    233,394

    435,075

    668,469

      8,228

      8,228

      8,038

      8,038

    △1,600

    △1,600

      △549

   △14,064

      △325

    △1,974

    △2,299

    △1,403

     11,323

      9,920

      △130

      △195

      △240
    △1,000
      △697
      △586

    △1,403

     19,361

    △1,600

       △195

       △130

       △586

       △240
     △1,000
       △136
        △42
        △19
       △500

     △1,403

       9,306
      10,055

     △1,600

       △325
       △195

       △130

     △2,523

       △586

     △1,937

     △1,403
     △1,403

      19,361

      19,361

     △1,600
     △1,600

（款）

（款）

（款）

 7 商工費

 8 土木費

 8 土木費

（項）

（項）

（項）

 1 商工費

 2 道路橋梁費

 3 河川費

 3

 4

 1

 2

 1

観光振興
費

観光施設
費

　計

道路橋梁
維 持 費

道路橋梁
新設改良
費

　計

河川改良
費

　計

13

14

10
11
12
14

14

12

10

使用料
及 び
賃借料
工 事
請負費

需用費
役務費
委託料
工 事
請負費

工 事
請負費

委託料

需用費

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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危険ブロック塀等撤去費補
助金
住まいるマイホーム応援補
助金

公園整備基本設計業務委託

燃料費
光熱水費

団員報酬
消防団員退職報償金
茨城県消防ポンプ操法競技
大会県南北部地区大会設営
借上料
茨城県消防協会県南北部支
部負担金
消防団員福祉共済掛金
茨城県消防ポンプ操法競技
大会県南北部地区大会運営
負担金
消防団員研修負担金
茨城県消防ポンプ操法競技
大会県南北部地区大会出場
補助金

消耗品費
電話料
通信運搬費
戸別受信機移設業務委託

18

18

12

10
10

 1
 7
13

18

18
18

18
18

10
11
11
12

01
0101

0106

02
0201

01
0101

02
0201

都市計画推進事業

常備消防事業

消防団運営事業

防災・災害対策事業

都市計画調整に要する経費

公園整備に要する経費

常備消防に要する経費

消防団運営に要する経費

災害対策に要する経費

    987,404

  1,123,558

    650,854

     67,727

     56,709

    892,670

     23,741

     23,741

      3,667

    △4,809

    △2,827

    △3,969

  1,011,145

  1,147,299

    654,521

     62,918

     53,882

    888,701

      △425

      △425

    △2,342

    △2,342

     24,166

     24,166

      3,667

    △2,467

    △2,827

    △1,627

     35,262
   △11,521

      3,667

    △1,215
    △2,342
       △65

    △1,187

    △1,700
      △500
      △627

       △500

    △11,021

      35,262

         864
       2,803

     △1,215
     △2,342

        △65

        △80
       △135

       △100
       △294

       △578

     △1,700
       △300
       △200
       △627

      23,741
    △11,521

      35,262

       3,667
       3,667

     △4,809
     △4,809

     △2,827
     △2,827

（款）

（款）

 8 土木費

 9 消防費

（項）

（項）

 4 都市計画費

 1 消防費

 2

 1

 2

 4

都市計画
推 進 費

　計

常備消防
費

非 常 備
消 防 費

災害対策
費

　計

12
18

10

 1
 7
13

18

10
11
12

委託料
負担金
、補助
及 び
交付金

需用費

報 酬
報償費
使用料
及 び
賃借料
負担金
、補助
及 び
交付金

需用費
役務費
委託料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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バス借上料
公用車借上料

教育研究会補助金

会計年度任用職員（学校支
援員）報酬
会計年度任用職員期末手当
会計年度任用職員社会保険
料

英語指導助手委託

入学記念品

教職員パソコン保守
小学校スクールバス運行委
託

小学校給食業務委託

修繕料
ＧＩＧＡスクール対応タブ
レットＰＣ

13
13

18

 1

 3
 4

12

 7

12
12

12

10
17

02
0201

01
0102

02
0203

02
0201

01
0103

02
0201

0202

0204

03

教育委員会事務局運営事業

教育総務事業

教育支援事業

特色ある学校づくり事業

児童支援事業

小学校管理運営事業

小学校施設維持管理事業

教育委員会事務局運営に要す
る経費

教育推進団体設置に要する経
費

学校支援員設置に要する経費

英語指導助手設置に要する経
費

小学校就学支援に要する経費

小学校管理運営に要する経費

小学校給食管理運営に要する
経費

小学校コンピューター管理に
要する経費

    101,204

     68,069

     86,174

    258,242

    599,313

    △5,280

    △4,060

    △1,070

   △10,410

   △34,043

     95,924

     64,009

     85,104

    247,832

    565,270      20,400

    △5,280

    △4,060

    △1,070

   △10,410

   △54,443

    △5,280

    △1,070
    △1,100

      △960
      △930

    △1,070

    △1,300
    △1,364
      △500
   △27,810
    △3,069

     △4,873
       △407

       △930

     △1,070
     △1,100

       △960

     △1,070

     △1,300

       △610

    △24,530

     △2,100

     △1,364

     △3,069

     △5,280

     △5,280

       △930

       △930

     △3,130
     △3,130

     △1,070

     △1,070

     △1,300
     △1,300

    △31,673
    △25,140

     △2,100

     △4,433

     △1,070

（款）

（款）

10 教育費

10 教育費

（項）

（項）

 1 教育総務費

 2 小学校費

 2

 3

 4

 1

事務局費

一般管理
費

教育振興
対 策 費

　計

小 学 校
管 理 費

13

 1
 3

 4
18

12

 7
10
11
12
17

使用料
及 び
賃借料

報 酬
職 員
手当等
共済費
負担金
、補助
及 び
交付金

委託料

報償費
需用費
役務費
委託料
備 品
購入費

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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電話料
手数料
消防設備保守委託
電気工作物保守委託
遊具点検委託
体育館内器具点検委託

中学校部活動補助金

教職員パソコン保守

中学校給食業務委託

修繕料
ＧＩＧＡスクール対応タブ
レットＰＣ

昇降機点検委託
施設警備委託
消防設備保守委託
浄化槽保守委託
特殊建築物定期報告委託

11
11
12
12
12
12

18

12

12

10
17

12
12
12
12
12

0301

01
0104

02
0201

0202

0204

03
0301

02
0202

生徒支援事業

中学校管理運営事業

中学校施設維持管理事業

公民館維持管理事業

小学校施設維持管理に要する
経費

中学校部活動支援に要する経
費

中学校管理運営に要する経費

中学校給食管理運営に要する
経費

中学校コンピューター管理に
要する経費

中学校施設維持管理に要する
経費

千代田公民館管理に要する経
費

    599,313

    781,614

    781,614

    116,153

   △34,043

   △11,324

   △11,324

   △32,967

    565,270

    770,290

    770,290

     83,186

     20,400

     14,600

     14,600

   △23,100         557

   △54,443

   △25,924

   △25,924

   △10,424

      △792
    △3,950
    △1,782

    △4,800

    △3,265

       △480
        △20
       △380
        △50
        △60
        △80

     △4,800

       △960

     △2,100

       △792

     △1,782

        △40
        △30
        △80
       △100
       △640

     △1,070

     △4,800

     △4,800

     △5,634
       △960

     △2,100

     △2,574

       △890

       △890

    △32,070

       △715

(
           )

（款）

（款）

（款）

10 教育費

10 教育費

10 教育費

（項）

（項）

（項）

 2 小学校費

 3 中学校費

 4 社会教育費

 1

 1

 2

小 学 校
管 理 費

　計

中 学 校
管 理 費

　計

公民館費

10
12
17

18

12

需用費
委託料
備 品
購入費
負担金
、補助
及 び
交付金

委託料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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身障者用車両駐車区画線及
び看板設置工事

旧志士庫地区第１公民館解
体工事実施設計業務委託
旧志士庫地区第１公民館解
体工事監理業務委託
旧志士庫地区第１公民館ア
スベスト含有調査委託
旧志士庫地区第１公民館解
体工事

イベント機材等借上料

会計年度任用職員（図書館
司書等）報酬
会計年度任用職員期末手当

文化財保存活用地域計画策
定業務委託

公園用地取得費

14

12

12

12

14

13

 1

 3

12

16

0203

04
0403

02
0201

03
0301

01
0102

0106

公民館コミュニティ形成事業

図書館管理運営事業

文化財事業

体育施設管理運営事業

（財源振替）

旧地区公民館管理に要する経
費

下稲吉中地区公民館コミュニ
ティ活動に要する経費

図書館運営に要する経費

文化財保護に要する経費

わかぐり運動公園管理運営に
要する経費

（仮称）スポーツ公園管理運
営に要する経費

     60,638

     77,689

    331,127

    131,046

    178,293

    △3,221

      △634

   △36,822

    △3,000

    △3,000

     57,417

     77,055

    294,305

    128,046

    175,293

   △23,100         557

        550

        550

    △3,221

      △634

   △14,279

    △3,550

    △3,550

      △897

   △28,805

    △2,582
      △639

      △634

    △3,000

       △715

     △1,551

       △834

       △880

    △28,090

       △897

     △2,582
       △639

       △634

     △3,000

    △31,355

       △897

       △897

     △3,221
     △3,221

       △634
       △634

     △3,000

     △3,000

(          )

（款）

（款）

10 教育費

10 教育費

（項）

（項）

 4 社会教育費

 5 保健体育費

 2

 3

 4

 2

公民館費

図書館費

文化振興
費

　計

体育施設
管 理 費

　計

13

14

 1
 3

12

16

使用料
及 び
賃借料
工 事
請負費

報 酬
職 員
手当等

委託料

公有財
産購入
費

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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地方債利子22

01
0101

01
0101

市債償還事業（元金）

（財源振替）
市債償還事業（利子）

市債償還に要する経費
（元金）

市債償還に要する経費
（利子）

  1,870,995

    101,548

  1,972,553

          0

   △14,000

   △14,000

  1,870,995

     87,548

  1,958,553

  △300,000

  △300,000

    300,000

   △14,000

    286,000

   △14,000

    △14,000

    △14,000

    △14,000

（款）12 公債費 （項） 1 公債費

 1

 2

元 金

利 子

　計

22 償還金
、利子
及 び
割引料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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（　）内は再任用短時間勤務職員数を別掲、【　】内は会計年度任用職員を別掲、会計年度任用職員の手当は期末手当のみとなる。

給　与　費　明　細　書

１　特　別　職 （単位　千円）

区　　　　分 職員数（人）

給　　　　　　与　　　　　　費

共　済　費 合　　　　　　　計
報　　酬 給　　料

期末手当 年間支給率
                    （月分）

その他
の手当

計

補　正　後

長　　　　　等 3 17,421 5,991 (3.35) 3,273 26,685

その他の特別職 1,519 52,301 52,301

3,743 30,428

議　　　　　員 16 52,620 15,751 (3.35) 68,371 16,901 85,272

631 52,932

計 1,538 104,921 17,421 21,742 3,273 147,357 21,275 168,632

補　正　前

長　　　　　等 3 17,421 5,991 (3.35) 3,273 26,685

その他の特別職 1,737 55,393 55,393

3,743 30,428

議　　　　　員 16 52,620 16,894 (3.35) 69,514 16,901 86,415

631 56,024

計 1,756 108,013 17,421 22,885 3,273 151,592 21,275 172,867

△ 3,092

議　　　　　員 △ 1,143

２　一　般　職

（１）総　括 （単位　千円）

△ 3,092 △ 3,092

計 △ 218 △ 3,092 △ 1,143

比   　　較

長　　　　　等

△ 1,143 △ 1,143

その他の特別職 △ 218

共　済　費 合　　　　　計
報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

△ 4,235 △ 4,235

補正後
371 (13) 1,416,099 993,984

区　分 職員数（人）
給　　　　　　　与　　　　　　　費

2,410,083 448,905 2,858,988

【 204】 【 275,168】 【 50,791】 【 325,959】 【 50,022】 【 375,981】

比    較
△ 12,418

2,422,501 448,905 2,871,406

【 211】 【 304,560】 【 58,575】 【 363,135】 【 56,387】 【 419,522】
補正前

371 (13) 1,416,099 1,006,402

△ 12,418 △ 12,418

【△ 7】 【△ 29,392】 【△ 7,784】 【△ 37,176】 【△ 6,365】 【△ 43,541】

（単位　千円）

職員
手当
等の
内訳

区　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 特殊勤務手当

89,408 3,378

区　分 宿日直手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 退職手当
管理職員特別

勤務手当
地域手当 単身赴任手当

比 　較

管理職手当

補正後 44,355 289,001 253,136 21,074 27,066 77,866 3,378 51,626

51,626

比 　較 △ 11,542

補正前 44,355 289,001 253,136 21,074 27,066

△ 876

1,351 360

補正前 2,148 24,649 5,508 187,699 5,643 1,351 360

補正後 2,148 24,649 5,508 187,699 4,767
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 議案第１８号 

 

   令和４年度かすみがうら市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和４年度かすみがうら市の国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３９６，３０４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

４，４６８，７４９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表  

歳入歳出予算補正」による。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   
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     845,797

     845,797

   2,869,523

   2,869,522

     342,584

     317,584

           1

           1

   4,072,445

    △20,000

    △20,000

     300,000

     300,000

     △1,047

     △1,047

     117,351

     117,351

     396,304

     825,797

     825,797

   3,169,523

   3,169,522

     341,537

     316,537

     117,352

     117,352

   4,468,749歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 1

 4

 6

 7

国 民 健 康 保 険 税

県 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

 1

 1

 1

 1

国 民 健 康 保 険 税

県 補 助 金

一 般 会 計 繰 入 金

繰 越 金

歳    入 （単位　千円）
第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補正前の額 補正額 計
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   2,822,551

   2,433,400

     370,860

         180

         180

       5,105

       5,103

   4,072,445

     300,000

     250,000

      50,000

      95,593

      95,593

         711

         711

     396,304

   3,122,551

   2,683,400

     420,860

      95,773

      95,773

       5,816

       5,814

   4,468,749歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

 2

 7

 8

保 険 給 付 費

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

 1

 2

 1

 1

療 養 諸 費

高 額 療 養 費

基 金 積 立 金

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金

歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計
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         845,797

             550

               1

       2,869,523

             180

         342,584

               1

          13,809

       4,072,445

        △20,000

               0

               0

         300,000

               0

         △1,047

         117,351

               0

         396,304

         825,797

             550

               1

       3,169,523

             180

         341,537

         117,352

          13,809

       4,468,749歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

国 民 健 康 保 険 税

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳    入 （単位　千円）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

款 補正前の額 補正額 計
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      45,767

   2,822,551

   1,117,113

           1

           1

      66,727

         180

       5,105

      15,000

   4,072,445

           0

     300,000

           0

           0

           0

           0

      95,593

         711

           0

     396,304

      45,767

   3,122,551

   1,117,113

           1

           1

      66,727

      95,773

       5,816

      15,000

   4,468,749歳 　　出 　　合 　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

総 務 費

保 険 給 付 費

国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金

共 同 事 業 拠 出 金

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

予 備 費

歳    出 （単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

     300,000

     300,000

      95,593

         711

      96,304

補正額の財源内訳

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源
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医療給付費分現年課税分

後期高齢者支援金分現年課税分

普通交付金

保険基盤安定繰入金（支援分）

保険基盤安定繰入金（軽減分）

未就学児均等割保険税繰入金

国保財政安定化支援事業分

保健事業分

前年度繰越金

      845,731

      845,797

    2,869,522

    2,869,522

      317,584

      317,584

            1

            1

     △20,000

     △20,000

      300,000

      300,000

      △1,047

      △1,047

      117,351

      117,351

      825,731

      825,797

    3,169,522

    3,169,522

      316,537

      316,537

      117,352

      117,352

    △20,000

     300,000

     △1,047

     117,351

    △15,000

     △5,000

     △3,304

     △1,104

       △244

       △229

       3,834

（款）

（款）

（款）

（款）

 1 国民健康保険税

 4 県支出金

 6 繰入金

 7 繰越金

（項）

（項）

（項）

（項）

 1 国民健康保険税

 1 県補助金

 1 一般会計繰入金

 1 繰越金

 1

 1

 1

 1

一般被保険者国民

健 康 保 険 税

　　　　計

保険給付費等交付金

　　　　計

一 般 会 計 繰 入 金

　　　　計

繰 越 金

　　　　計

２  歳  入

 1

 1

 1

 1

現 年 課 税 分

普 通 交 付 金

一般会計繰入金

その他の繰越金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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一般被保険者療養給付費

一般被保険者高額療養費

国保支払準備基金積立金

国庫負担金等返還金

18

18

24

22

01

0101

01

0101

01

0101

01
0101

一般被保険者療養給付に要する
経費

一般被保険者高額療養に要する
経費

支払準備基金積立金に要する経
費

その他償還に要する経費

一般被保険者療養給付に要す
る経費

一般被保険者高額療養に要す
る経費

支払準備基金積立金に要する
経費

その他償還に要する経費

  2,400,000

  2,433,400

    370,000

    370,860

        180

        180

          1

      5,103

    250,000

    250,000

     50,000

     50,000

     95,593

     95,593

        711

        711

  2,650,000

  2,683,400

    420,000

    420,860

     95,773

     95,773

        712

      5,814

    250,000

    250,000

     50,000

     50,000

     95,593

     95,593

        711

        711

    250,000

     50,000

     95,593

        711

     250,000

      50,000

      95,593

         711

     250,000

     250,000

      50,000

      50,000

      95,593

      95,593

         711
         711

（款）

（款）

（款）

（款）

 2 保険給付費

 2 保険給付費

 7 基金積立金

 8 諸支出金

（項）

（項）

（項）

（項）

 1 療養諸費

 2 高額療養費

 1 基金積立金

 1 償還金及び還付加算金

 1

 1

 1

 5

一 般
被保険者
療養給付
費

　計

一 般
被保険者
高額療養
費

　計

支払準備
基金積立
金

　計

そ の 他
償 還 金

　計

３  歳  出

18

18

24

22

負担金
、補助
及 び
交付金

負担金
、補助
及 び
交付金

積立金

償還金
、利子
及 び
割引料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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 議案第１９号 

 

   令和４年度かすみがうら市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和４年度かすみがうら市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１７，１４１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

９７９，５１８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

予算補正」による。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   
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     536,324

     536,324

       1,378

       1,378

     962,377

       1,411

       1,411

      15,730

      15,730

      17,141

     537,735

     537,735

      17,108

      17,108

     979,518歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 3

 4

繰 入 金

繰 越 金

 1

 1

一 般 会 計 繰 入 金

繰 越 金

歳    入 （単位　千円）
第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補正前の額 補正額 計
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     953,993

     953,993

       1,001

           1

     962,377

       1,411

       1,411

      15,730

      15,730

      17,141

     955,404

     955,404

      16,731

      15,731

     979,518歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

 2

 3

後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金

諸 支 出 金

 1

 2

後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金

繰 出 金

歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計
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         423,673

               1

         536,324

           1,378

           1,001

         962,377

               0

               0

           1,411

          15,730

               0

          17,141

         423,673

               1

         537,735

          17,108

           1,001

         979,518歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 1

 2

 3

 4

 5

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳    入 （単位　千円）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

款 補正前の額 補正額 計
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       6,383

     953,993

       1,001

       1,000

     962,377

           0

       1,411

      15,730

           0

      17,141

       6,383

     955,404

      16,731

       1,000

     979,518歳 　　出 　　合 　　計

 1

 2

 3

 4

総 務 費

後期高齢者医療広域連合納付金

諸 支 出 金

予 備 費

歳    出 （単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

       1,411

      15,730

      17,141

補正額の財源内訳

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源

99



保険基盤安定繰入金

繰越金

      106,139

      536,324

        1,378

        1,378

        1,411

        1,411

       15,730

       15,730

      107,550

      537,735

       17,108

       17,108

       1,411

      15,730

（款）

（款）

 3 繰入金

 4 繰越金

（項）

（項）

 1 一般会計繰入金

 1 繰越金

 3

 1

保険基盤安定繰入金

　　　　計

繰 越 金

　　　　計

２  歳  入

 1

 1

保険基盤安定繰入

金

繰 越 金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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保険基盤安定納付金

一般会計繰出金

18

27

01

0101

01
0101

後期高齢者医療広域連合納付に
要する経費

一般会計繰出に要する経費

後期高齢者医療広域連合納付
に要する経費

一般会計繰出に要する経費

    953,993

    953,993

          1

          1

      1,411

      1,411

     15,730

     15,730

    955,404

    955,404

     15,731

     15,731

      1,411

      1,411

     15,730

     15,730

      1,411

     15,730

       1,411

      15,730

       1,411

       1,411

      15,730
      15,730

（款）

（款）

 2 後期高齢者医療広域連合納付金

 3 諸支出金

（項）

（項）

 1 後期高齢者医療広域連合納付金

 2 繰出金

 1

 1

後期高齢
者医療広
域 連 合
納 付 金

　計

一般会計
繰 出 金

　計

３  歳  出

18

27

負担金
、補助
及 び
交付金

繰出金

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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 議案第２０号 

 

   令和４年度かすみがうら市介護保険特別会計補正予算（第３号） 

 

 令和４年度かすみがうら市の介護保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８０，６５４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

３，８６９，６４２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の廃止は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

 

   令和５年３月３日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   
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      16,883

      16,883

   3,788,988

      80,654

      80,654

      80,654

      97,537

      97,537

   3,869,642歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 8 繰 越 金

 1 繰 越 金

歳    入 （単位　千円）
第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補正前の額 補正額 計
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         296

         296

      16,356

           1

   3,788,988

      30,939

      30,939

      49,715

      49,715

      80,654

      31,235

      31,235

      66,071

      49,716

   3,869,642歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

 6

 7

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

 1

 3

基 金 積 立 金

繰 出 金

歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計
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１　廃　止 （単位：千円）

地域包括支援センター業務委託
（千代田義務教育学校区）

――

第　２　表　　　債　務　負　担　行　為　補　正

補　  正　  前
事　　　　項

補　  正  　後

限　度　額期　　　　間限　度　額期　　　　間

６０，０００
令和４年度から
令和７年度まで
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         782,238

             100

         803,249

         955,506

         539,393

             296

         673,273

          16,883

          10,014

           8,036

       3,788,988

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

          80,654

               0

               0

          80,654

         782,238

             100

         803,249

         955,506

         539,393

             296

         673,273

          97,537

          10,014

           8,036

       3,869,642歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

介 護 サ ー ビ ス 収 入

歳    入 （単位　千円）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

款 補正前の額 補正額 計
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      88,457

   3,536,901

           1

     121,838

      15,139

         296

      16,356

      10,000

   3,788,988

           0

           0

           0

           0

           0

      30,939

      49,715

           0

      80,654

      88,457

   3,536,901

           1

     121,838

      15,139

      31,235

      66,071

      10,000

   3,869,642歳 　　出 　　合 　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

地 域 支 援 事 業 費

介 護 サ ー ビ ス 事 業 費

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

予 備 費

歳    出 （単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

      30,939

      49,715

      80,654

補正額の財源内訳

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源
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前年度繰越金       16,883

       16,883

       80,654

       80,654

       97,537

       97,537

      80,654

（款） 8 繰越金 （項） 1 繰越金

 1繰 越 金

　　　　計

２  歳  入

 1 繰 越 金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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介護給付費準備基金積立金

一般会計繰出金

24

27

01

0101

01
0101

介護給付費準備基金積立に要す
る経費

一般会計繰出に要する経費

介護給付費準備基金積立に要
する経費

一般会計繰出に要する経費

        296

        296

          1

          1

     30,939

     30,939

     49,715

     49,715

     31,235

     31,235

     49,716

     49,716

     30,939

     30,939

     49,715

     49,715

     30,939

     49,715

      30,939

      49,715

      30,939

      30,939

      49,715
      49,715

（款）

（款）

 6 基金積立金

 7 諸支出金

（項）

（項）

 1 基金積立金

 3 繰出金

 1

 1

介護給付
費準備基
金積立金

　計

一般会計
繰 出 金

　計

３  歳  出

24

27

積立金

繰出金

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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 議案第２７号 

 

   財産の貸付けについて 

 

 財産を下記のとおり減額貸付けするため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第９６条第１項第６号の規定により、議会の議決を求める。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

 １ 減額貸付けする財産 

   土地 かすみがうら市牛渡２５６２番１、２８７０番２、２８７３番４、 

２９７７番、２９７７番２ 

地籍 １８５８９．２９平方メートル 

   建物 （１） 特別教室棟 

          構造 鉄筋コンクリート造 ２階建て 

          延べ床面積 ６５５平方メートル 

      （２） 倉庫 

          構造 木造 平屋建て 

          延べ床面積 ５８平方メートル 

 

 ２ 減額貸付けの相手方 

東京都台東区東上野二丁目１６番１号 

日立建機株式会社 

代表取締役執行役社長 平野 耕太郎 
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 ３ 貸付期間 

令和５年４月１日から令和１５年３月３１日まで 

 

 ４ 減額後の貸付料 

年額２，６４０，０００円 

内訳 土地 ２，６４０，０００円 

建物 特別教室棟 無償 

倉庫    無償 

 

 ５ 減額貸付けの理由 

当該財産を貸し付けることにより、廃校施設の有効活用、地域活性化、市

負担経費の削減が図られるため、減額貸付けを行うもの 
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議案第２８号 

 

公の施設の広域利用に関する協議について 

 

公の施設の広域利用を図るため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の３第３項の規定により、石岡市、かすみがうら市、行方

市、小美玉市及び茨城町との間において別紙のとおり協議する事について

議会の議決を求める。 

 

  令和５年３月３日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   
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別紙 

石岡市、かすみがうら市、行方市、小美玉市及び茨城町における公の施設の

広域利用に関する協定書 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の３第２項の規定に基づき、

石岡市、かすみがうら市、行方市、小美玉市及び茨城町（以下「協定市町」

という。）は、協定市町が設置する公の施設を協定市町の住民が相互に利用

すること（以下「広域利用」という。）により、公の施設を利用する協定市

町住民の利便性の向上及び交流の促進を図ることについて、次のとおり協定

する。 

 

 （広域利用施設） 

第１条 広域利用の対象とする公の施設（以下「広域利用施設、という。）

は、協定市町が設置する公の施設のうち、別表に掲げるとおりとする。 

２ 協定市町の住民は、余暇等を利用してスポーツ、レクリエーション、教

養文化活動その他の活動をするため、広域利用施設を利用することができ

る。 

 （遵守事項） 

第２条 協定市町の住民が広域利用施設を利用する場合は、当該施設に係る

条例、規則等の規定を遵守しなければならない。 

 （利用の手続） 

第３条 広域利用施設の利用の手続は、当該施設を設置する協定市町の住民

と同様とする。 

 （使用料） 

第４条 広域利用施設の使用料は、当該施設を設置する協定市町の住民に係

る使用料と同額とする。 

 （経費負担） 

第５条 広域利用施設の維持管理及び運営に要する経費は、当該施設を設置

する協定市町が負担する。 

 （旧協定の廃止） 
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第６条 令和４年３月28日付けにて石岡市、かすみがうら市、行方市、小美

玉市及び茨城町間で締結した石岡市、かすみがうら市、行方市、小美玉市

及び茨城町における公の施設の広域利用に関する協定書は、本協定書の締

結をもって廃止する。 

（協定の施行） 

第７条 この協定は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 この協定の締結を証するため、本書５通を作成し、協定市町が記名押印の

上、各１通を保有する。 

 

  令和 年 月 日 

 

             茨城県石岡市石岡一丁目１番地１  

石岡市長  谷 島 洋 司 

 

 

茨城県かすみがうら市上土田461番地 

             かすみがうら市長  宮 嶋 謙 

 

 

茨城県行方市麻生1561番地の９ 

行方市長  鈴 木 周 也 

 

 

茨城県小美玉市堅倉835番地 

             小美玉市長  島 田 幸 三 

 

 

茨城県東茨城郡茨城町大字小堤1080番地 

             茨城町長  小 林 宣 夫 
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別表（第１条関係） 

市町名 施設名 所在地 

石岡市 石岡市立学校施設 温水プール 

 

石岡市総社一丁目

３番17号 

石岡市海洋センター 体育館 

プール 

石岡市染谷1415番

地 

石岡市立中央図書館 石岡市若宮一丁目

６番31号 

石岡市ふれあいの里石

岡ひまわりの館 

屋内施設 

屋外施設 

石岡市大砂10527番

地６ 

かすみが

うら市 

かすみがうら市多目的

運動広場 

広場 

テニスコート 

サブグラウンド 

弓道場 

かすみがうら市深

谷3384番地１ 

かすみがうら市戸沢公園運動広場 かすみがうら市宍

倉3604番地１ 

かすみがうら市体育セ

ンター 

競技場 かすみがうら市深

谷3682番地１ 

かすみがうら市第１常

陸野公園 

野球場 

多目的広場 

テニスコート 

ゲートボール場 

かすみがうら市中

佐谷1250番地 

かすみがうら市千代田

Ｂ＆Ｇ海洋センター 

競技場 

プール 

かすみがうら市中

佐谷1252番地８ 

かすみがうら市立図書館 かすみがうら市深

谷3719番地１ 

かすみがうら市立図書館千代田分館 かすみがうら市上

佐谷991番地５ 

行方市 行方市麻生運動場 体育館 

弓道場 

行方市南269番地１ 

多目的グラウンド 行方市島並1257番

地４ 

行方市北浦運動場 体育館 

第１グラウンド 

テニスコート 

クロッケーコート 

行方市山田2175番

地 

    

 

115



 ゆうゆう広場  

 

第２グラウンド 行方市山田3064番

地 

行方市玉造運動場 テニスコート 行方市玉造甲3190

番地 

浜球場 行方市浜2454番地 

泉球場 行方市玉造甲3251

番地１ 

榎本スポーツ交流

センター 

行方市玉造甲6517

番地５ 

行方市玉造Ｂ＆Ｇ海洋

センター 

体育館 

水泳プール 

行方市玉造甲3185

番地 

艇庫 行方市沖洲14番地 

行方市立図書館 行方市玉造乙1175

番地 

小美玉市 

 

希望ヶ丘公園 野球場 

多目的広場 

テニスコート 

小美玉市中台418番

地 

玉里運動公園 野球場 

多目的広場 

テニスコート 

小美玉市栗又四ケ

2315番地１ 

小美玉市小川運動公園 体育館 

野球場 

多目的広場 

テニスコート 

小美玉市与沢532番

地１ 

小美玉市小川海洋セン

ター 

プール 小美玉市野田269番

地１ 

小美玉市玉里海洋セン

ター 

体育館 

プール 

トレーニングルー

ム 

艇庫 

小美玉市栗又四ケ

2406番地４ 

小美玉市小川図書館 小美玉市小川1664

番地２ 

小美玉市玉里図書館 

 

小美玉市高崎291番

地３ 
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小美玉市やすらぎの里小川 小美玉市中延1508

番地１ 

茨城町 運動公園 多目的広場 

野球場 

テニスコート 

プール 

ターゲットバード

ゴルフコース 

茨城町大字越安

1397番地 

茨城町総合福祉センタ

ー「ゆうゆう館、 

図書館 

 

茨城町大字小堤

1037番地１ 

フォレストぬまさきグラウンド 茨城町大字宮ヶ崎

1443番地外 
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 議案第２９号 

 

   町の区域の変更について 

 

 本市の町の区域を別紙変更調書のとおり変更することについて、地方自治法

第２６０条第１項の規定により、議会の議決を求める。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   
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変  更  調  書 

 

 

  かすみがうら市稲吉二丁目に変更する区域 

 

  土浦市神立中央一丁目４３００の６の一部、４３００の７の一部、４３００

の５４、４３００の５６の一部、４３００の６８の一部及びこれらの区域に 

隣接する道路である公有地の全部 
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神立駅西口地区土地区画整理事業 行政界変更区域明細図                        縮尺 1：1000 

凡     例 

 新 境 界 （赤） 

 旧 境 界 （黒） 

 土浦市に編入する区域（桃） 

 かすみがうら市に編入する区域（緑） 

 道  路 （茶） 

 

0 

土浦市神立中央一丁目 かすみがうら市稲吉二丁目 
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議案第３０号 

 

   市道路線の認定について 

 

 市道に認定することについて、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第

２項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

   令和５年３月３日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

 

路線名 道路区域(区間） 敷地の幅員 総延長 

種別 番号 起点側(地番) 終点側(地番) 
最小～最大

(m) 
(m) 

その他 8-2933 
稲吉五丁目 

2267番 31 

稲吉五丁目 

2266番 86 
1.50～10.00 112.23 
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路線認定位置図（千代田地区）

市道8—2933号線

市役所(千代田庁舎)
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　認定路線詳細位置図 （認定図）

起点

終点

市道8-2933号線
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（参考資料） 

付議事件（条例）条文新旧対照表 

 

かすみがうら市個人情報の保護に関する法律施行条例 新旧対照表 

かすみがうら市情報公開条例 新旧対照表(附則第 4条関係)

改正前 改正後 

(目的) (目的) 

第 1 条 この条例は、市政情報の公開を求め

る市民等の権利を明らかにするとともに、

市政情報の公開について必要な事項を定め

ることにより、市政への市民参加を促進し、

市民と市政との信頼を確保し、もって公正

で開かれた民主的な市政を推進することを

目的とする。 

第 1 条 この条例は、行政文書の公開を求め

る市民等の権利を明らかにするとともに、

行政文書の公開について必要な事項を定め

ることにより、市政への市民参加を促進し、

市民と市政との信頼を確保し、もって公正

で開かれた民主的な市政を推進することを

目的とする。 

(定義) (定義) 

第 2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

第 2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 市政情報 実施機関の職員が職務上作

成し、又は取得した文書、図画、写真、フ

ィルム及び電磁的記録(電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られた記録を

いう。以下同じ。)であって、当該実施機関

の職員が組織的に用いるものとして、当該

実施機関が保有しているものをいう。ただ

し、次に掲げるものを除く。 

(3) 行政文書 実施機関の職員が職務上作

成し、又は取得した文書、図画及び電磁的

記録(電子的方式、磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない

方式で作られた記録をいう。以下同じ。)で

あって、当該実施機関の職員が組織的に用

いるものとして、当該実施機関が保有して

いるものをいう。ただし、次に掲げるもの

を除く。 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(4) 市政情報の公開 実施機関がこの条例

の定めるところにより、市政情報を閲覧若

しくは視聴に供し、又は市政情報の写し

(フィルムを除く。)を交付することをい

う。 

(4) 行政文書の公開 実施機関がこの条例

の定めるところにより、行政文書を閲覧若

しくは視聴に供し、又は行政文書の写しを

交付することをいう。 
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(実施機関の責務) (実施機関の責務) 

第 3 条 実施機関は、市政情報の公開を求め

る市民等の権利が十分尊重されるようこの

条例を解釈し、運用しなければならない。

この場合において、実施機関は、個人に関

する情報がみだりに公開されることのない

よう最大限の配慮をしなければならない。 

第 3条 実施機関は、行政文書の公開を求め

る市民等の権利が十分尊重されるようこの

条例を解釈し、運用しなければならない。

この場合において、実施機関は、個人に関

する情報がみだりに公開されることのない

よう最大限の配慮をしなければならない。 

(公開を受けたものの責務) (公開を受けたものの責務) 

第 4 条 この条例の定めるところにより、市

政情報の公開を受けたものは、これによっ

て得た情報をこの条例の目的に即し、適正

に使用しなければならない。 

第 4 条 この条例の定めるところにより、行

政文書の公開を受けたものは、これによっ

て得た情報をこの条例の目的に即し、適正

に使用しなければならない。 

(公開を請求できるもの) (公開を請求できるもの) 

第 5 条 次の各号に掲げるものは、実施機関

に対して市政情報の公開を請求することが

できる。ただし、第 5 号に掲げるものは、

当該利害関係に係る市政情報の公開に限

る。 

第 5条 次の各号に掲げるものは、実施機関

に対して行政文書の公開を請求することが

できる。ただし、第 5号に掲げるものは、

当該利害関係に係る行政文書の公開に限

る。 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

(公開の請求方法) (公開請求の手続) 

第 6条 前条の規定により市政情報の公開を

請求しようとするもの(以下「請求者」とい

う。)は、実施機関が定める事項を記載した

請求書を実施機関に提出しなければならな

い。 

第 6条 前条の規定により行政文書の公開を

請求しようとするものは、実施機関が定め

る事項を記載した請求書を実施機関に提出

しなければならない。 

2 実施機関は、公開請求をしたもの(以下

「公開請求者」という。)から提出された請

求書に形式上の不備があると認めるとき

は、公開請求者に対し、相当の期間を定め

て、その補正を求めることができる。この

場合において、実施機関は、公開請求者に

対し、補正の参考となる情報を提供するよ

う努めなければならない。 

(公開の決定等) (公開の決定等) 

第 7条 実施機関は、前条に規定する請求が

あったときは、受け付けた日の翌日から起

第 7条 実施機関は、前条に規定する請求が

あったときは、受け付けた日の翌日から起
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算して 14日以内に、当該請求に係る市政情

報を公開する旨又は公開しない旨を決定し

なければならない。 

算して 14日以内に、当該請求に係る行政文

書を公開する旨又は公開しない旨を決定し

なければならない。ただし、前条第 2項の

規定により補正を求めた場合にあっては、

当該補正に要した日数は、当該期間に算入

しない。 

2 実施機関は、前項に規定する決定をした

ときは、速やかにその旨を書面により請求

者に通知しなければならない。この場合に

おいて、公開しない旨の決定(第 10条の規

定による市政情報の一部を公開しない場合

を含む。)をしたときは、その理由を付記し

なければならない。 

2 実施機関は、前項に規定する決定をした

ときは、速やかにその旨を書面により請求

者に通知しなければならない。この場合に

おいて、公開しない旨の決定(第 10 条の規

定による行政文書の一部を公開しない場合

を含む。)をしたときは、その理由を付記し

なければならない。 

3 (略) 3 (略) 

4 実施機関は、公開しない旨の決定をした

市政情報が一定期間の経過により、公開す

ることができる期日が明らかであるとき

は、その期日を書面により請求者に通知し

なければならない。 

4 実施機関は、公開しない旨の決定をした

行政文書が一定期間の経過により、公開す

ることができる期日が明らかであるとき

は、その期日を書面により請求者に通知し

なければならない。 

(第三者保護に関する手続) (第三者保護に関する手続) 

第 7 条の 2 公開請求に係る市政情報に市、

国、独立行政法人等、他の地方公共団体、

地方独立行政法人及び公開請求者以外の者

(以下「第三者」という。)に関する情報(第

三者が地方自治法(昭和 22 年法律第 67号)

第 244条の 2第 3項の規定により市の指定

を受けたもの(以下「指定管理者」という。)

である場合にあっては、当該指定に係る業

務(以下「指定管理業務」という。)に関す

る情報を除く。)が記録されているときは、

実施機関は、公開決定等をするに当たって、

当該情報に係る第三者に対し、公開請求に

係る市政情報の表示その他規則で定める事

項を通知して、意見書を提出する機会を与

えることができる。 

第 7 条の 2 公開請求に係る行政文書に市、

国、独立行政法人等、他の地方公共団体、

地方独立行政法人及び公開請求者以外の者

(以下この条、第 12条の 2及び第 12条の 3

において「第三者」という。)に関する情報

(第三者が地方自治法(昭和 22 年法律第 67

号)第 244 条の 2 第 3 項の規定により市の

指定を受けた者(以下「指定管理者」とい

う。)である場合にあっては、当該指定に係

る業務(以下「指定管理業務」という。)に

関する情報を除く。)が記録されているとき

は、実施機関は、公開の決定等をするに当

たって、当該情報に係る第三者に対し、公

開請求に係る行政文書の表示その他規則で

定める事項を通知して、意見書を提出する
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機会を与えることができる。 

2 実施機関は、次の各号のいずれかに該当

するときは、第 7条の決定に先立ち、当該

第三者に対し、公開請求に係る市政情報の

表示その他規則で定める事項を書面により

通知して、意見書を提出する機会を与えな

ければならない。ただし、当該第三者の所

在が判明しない場合は、この限りではない。 

2 実施機関は、次の各号のいずれかに該当

するときは、前条の決定に先立ち、当該第

三者に対し、公開請求に係る行政文書の表

示その他規則で定める事項を書面により通

知して、意見書を提出する機会を与えなけ

ればならない。ただし、当該第三者の所在

が判明しない場合は、この限りでない。 

(1) 第三者に関する情報が記録されている

市政情報を公開しようとする場合であっ

て、当該情報が第 9条第 2 号イ又は第 3号

ただし書に規定する情報に該当すると認

められるとき。 

(1) 第三者に関する情報が記録されている

行政文書を公開しようとする場合であっ

て、当該文書が第 9条第 2号イ又は第 4号

ア及びイに規定する情報に該当すると認

められるとき。 

(2) 第三者に関する情報が記録されている

市政情報を第 10 条の 2 の規定により公開

しようとするとき。 

(2) 第三者に関する情報が記録されている

行政文書を第 10 条の 2 の規定により公開

しようとするとき。 

3 実施機関は、前 2 項の規定により意見書

の提出の機会を与えられた第三者が当該市

政情報の公開に反対の意思を表示した意見

書を提出した場合において、公開決定をす

るときは、公開決定の日と公開を実施する

日との間に少なくとも 14 日間を置かなけ

ればならない。この場合において、実施機

関は、公開決定後直ちに、当該意見書を提

出した第三者に対し、公開決定をした旨及

びその理由並びに公開を実施する日を書面

により通知しなければならない。 

3 実施機関は、前 2 項の規定により意見書

の提出の機会を与えられた第三者が当該行

政文書の公開に反対の意思を表示した意見

書を提出した場合において、公開決定をす

るときは、公開決定の日と公開を実施する

日との間に少なくとも 14 日間を置かなけ

ればならない。この場合において、実施機

関は、公開決定後直ちに、当該意見書(第 12

条及び第 12条の 2において「反対意見書」

という。)を提出した第三者に対し、公開決

定をした旨及びその理由並びに公開を実施

する日を書面により通知しなければならな

い。 

4 (略) 4 (略) 

(情報公開の実施及び方法) (公開の方法) 

第 8条 実施機関は、第 7条第 1項の規定に

より情報を公開する旨の決定をしたとき

は、遅滞なく、請求者に当該情報を公開し

なければならない。 

第 8条 実施機関は、第 7条第 1項の規定に

より行政文書を公開する旨を決定したと

きは、速やかに公開請求に係る行政文書を

公開しなければならない。 
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 2 行政文書の公開は、文書又は図画につい

ては閲覧又は写しの交付により、電磁的記

録についてはその種別、情報化の進展状況

等を勘案して実施機関の定める方法によ

り行うものとする。ただし、閲覧の方法に

よる行政文書の開示にあっては、実施機関

は、当該行政文書の保存に支障を生ずるお

それがあると認めるときその他正当な理

由があるときは、その写しにより、これを

行うことができる。 

2 情報公開をする日時及び場所は、請求者

の意見を聴取して、実施機関が定めるもの

とする。 

3 行政文書を公開する日時及び場所は、公

開請求者の意見を聴取して、実施機関が定

めるものとする。 

3 実施機関は、情報公開をする場合におい

て、当該情報の保存に支障を生ずるおそれ

があると認められるとき、その他正当な理

由があるときは、その写しにより行うこと

ができる。 

 

 4 前 3 項に定めるもののほか、行政文書の

公開は、実施機関の定めるところにより行

うものとする。 

(公開しないことができる市政情報) (行政文書の公開義務) 

第 9 条 実施機関は、次の各号のいずれかに

該当する市政情報(以下「非公開情報」とい

う。)については、公開をしないことができ

る。 

第 9条 実施機関は、公開請求があったとき

は、公開請求に係る行政文書に次の各号に

掲げる情報(以下「非公開情報」という。)

のいずれかが記録されている場合を除き、

公開請求者に対し、当該行政文書を公開し

なければならない。 

(1) 法令及び条例(以下「法令等」という。)

の定めるところにより、公開することがで

きないと認められる情報 

(1) 法令又は条例(以下「法令等」という。)

の定めるところにより、公にすることがで

きないとされている情報 

(2) 個人に関する情報(事業を営む個人の

当該事業に関する情報を除く。)であって、

当該情報に含まれる氏名、生年月日その他

の記述等(文書、図面若しくは電磁的記録

(2) 個人に関する情報(事業を営む個人の

当該事業に関する情報を除く。)であって、

当該情報に含まれる氏名、生年月日その他

の記述等(文書、図画若しくは電磁的記録
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に記載され、若しくは記録され、又は音声、

動作その他の方法を用いて表された一切

の事項をいう。次条第 2項において同じ。)

により特定の個人を識別することができ

るもの(他の情報と照合することにより、

特定の個人を識別することができること

となるものも含む。)又は特定の個人を識

別することはできないが、公にすることに

より、なお個人の権利利益を害するおそれ

があるもの。ただし、次に掲げる情報を除

く。 

に記載され、若しくは記録され、又は音声、

動作その他の方法を用いて表された一切

の事項をいう。次条第 2項において同じ。)

により特定の個人を識別することができ

るもの(他の情報と照合することにより、

特定の個人を識別することができること

となるものも含む。)又は特定の個人を識

別することはできないが、公にすることに

より、なお個人の権利利益を害するおそれ

があるもの。ただし、次に掲げる情報を除

く。 

ア 法令等の規定により、又は慣行として

公にされ、又は公によることが予定され

ている情報 

ア 法令等の規定により又は慣行として

公にされ、又は公にすることが予定され

ている情報 

イ (略) イ (略) 

ウ 当該個人が公務員等(国家公務員法

(昭和 22 年法律第 120 号)第 2 条第 1 項

に規定する国家公務員(独立行政法人通

則法(平成 11 年法律第 103 号)第 2 条第

2 項に規定する特定独立行政法人の役員

及び職員を除く。)、独立行政法人等(独

立行政法人等の保有する情報の公開に

関する法律(平成 13 年法律第 140 号)第

2 条第 1 項に規定する独立行政法人等を

いう。以下同じ。)の役員及び職員、地方

公務員法(昭和 25 年法律第 261 号)第 2

条に規定する地方公務員並びに地方独

立行政法人(地方独立行政法人法(平成

15 年法律第 118 号)第 2 条第 1 項に規定

する地方独立行政法人をいう。以下同

じ。)の役員及び職員をいう。)である場

合において、当該情報がその職務の遂行

に係る情報であるときは、当該情報のう

ち、当該公務員の職、氏名及び当該職務

遂行の内容に係る部分 

ウ 当該個人が公務員等(国家公務員法

(昭和 22 年法律第 120 号)第 2 条第 1 項

に規定する国家公務員(独立行政法人通

則法(平成 11 年法律第 103 号)第 2 条第

4 項に規定する行政執行法人の役員及び

職員を除く。)、独立行政法人等(独立行

政法人等の保有する情報の公開に関す

る法律(平成 13 年法律第 140 号)第 2 条

第 1 項に規定する独立行政法人等をい

う。以下同じ。)の役員及び職員、地方公

務員法(昭和 25 年法律第 261 号)第 2 条

に規定する地方公務員並びに地方独立

行政法人(地方独立行政法人法(平成 15

年法律第 118 号)第 2 条第 1 項に規定す

る地方独立行政法人をいう。以下同じ。)

の役員及び職員をいう。)である場合に

おいて、当該情報がその職務の遂行に係

る情報であるときは、当該情報のうち、

当該公務員等の職及び当該職務遂行の

内容に係る部分 

エ 当該個人が指定管理者が行う指定管  
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理業務に従事する者(当該指定管理者の

役員及び職員に限る。以下「指定管理業

務従事者」という。)である場合におい

て、当該情報がその指定管理業務の執行

に係る情報であるときは、当該情報のう

ち、当該指定管理業務従事者の職、氏名

及び当該指定管理業務の執行の内容に

係る部分 

(3) 法人その他の団体(市、国、独立行政法

人等、他の地方公共団体及び地方独立行政

法人を除く。以下「法人等」という。)に関

する情報(指定管理者に関する情報にあっ

ては、指定管理業務に係るものを除く。)又

は事業を営む個人の当該事業に関する情

報で、公開することにより、当該法人等又

は当該個人に明らかに不利益を与えると

認められるもの。ただし、次に掲げる情報

を除く。 

ア 事業活動によって生じ、又は生ずるお

それがある危害から人の生命、身体及び

健康を保護するために公開することが

必要であると認められる情報 

イ 違法若しくは不当な事業活動によっ

て生じ、又は生ずるおそれがある支障か

ら人の生活を保護するために公開する

ことが必要であると認められる情報 

ウ 事業活動によって生じ、又は生ずるお

それがある侵害から消費生活その他市

民の生活を保護するために、公開するこ

とが必要であると認められる情報 

(3) 個人情報の保護に関する法律(平成 15

年法律第 57 号)第 60 条第 3 項に規定する

行政機関等匿名加工情報(同条第 4 項に規

定する行政機関等匿名加工情報ファイル

を構成するものに限る。以下この号におい

て「行政機関等匿名加工情報」という。)又

は行政機関等匿名加工情報の作成に用い

た同条第 1項に規定する保有個人情報から

削除した同法第 2条第 1項第 1号に規定す

る記述等若しくは同条第 2項に規定する個

人識別符号 

(4) 監査、検査、徴税等の計画及び実施要

領、渉外、争訟、交渉等の方針、契約の予

定価格、試験の問題、職員の身分取扱い、

用地買収計画その他実施機関が行う事務

事業に関する情報で、公開することによ

り、当該事務事業の目的を失わせ、当該事

(4) 法人その他の団体(市、国、独立行政法

人等、他の地方公共団体及び地方独立行政

法人を除く。以下「法人等」という。)に関

する情報又は事業を営む個人の当該事業

に関する情報であって、次に掲げるもの。

ただし、人の生命、健康、生活又は財産を

130



務事業若しくは将来の同種の事務事業の

公正若しくは円滑な執行を困難にし、又は

市政の公正若しくは適正な運営を著しく

妨げるおそれがあるもの 

保護するため、公にすることが必要である

と認められる情報を除く。 

ア 公にすることにより、当該法人等又は

当該個人の権利、競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれがあるもの 

イ 実施機関の要請を受けて、公にしない

との条件で任意に提供されたものであ

って、法人等又は個人における通例とし

て公にしないこととされているものそ

の他の当該条件を付することが当該情

報の性質、当時の状況等に照らして合理

的であると認められるもの 

(5) 市及び国、独立行政法人等、他の地方公

共団体、地方独立行政法人及び指定管理者

又は公共的団体(以下「国等」という。)の

事務事業に係る意思形成過程において、市

の機関内部若しくは機関相互又は市と国

等との間における審議、協議、検討等に関

し、実施機関が作成し、又は取得した情報

(指定管理者に関する情報にあっては、指

定管理業務に係るものを除く。)で、公開す

ることにより、当該事務事業又は同種の事

務事業の公正又は適正な意思形成に著し

い支障が生ずるおそれがあるもの 

(5) 実施機関、国の機関、独立行政法人等、

他の地方公共団体及び地方独立行政法人

の内部又は相互間における審議、検討又は

協議に関する情報であって、公にすること

により、率直な意見の交換若しくは意思決

定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不

当に市民等の間に混乱を生じさせるおそ

れ又は特定の者に不当に利益を与え若し

くは不利益を及ぼすおそれがあるもの 

(6) 実施機関(市長を除く。)、市の執行機関

の附属機関及び専門委員並びにこれらに

類するもの(以下「合議制機関等」という。)

の会議に係る審議資料、議決事項、会議録

その他の情報で、公開することにより、当

該合議制機関等の公正又は円滑な議事運

営が著しく損なわれると認められるもの 

(6) 実施機関又は国の機関、独立行政法人

等、他の地方公共団体若しくは地方独立行

政法人が行う事務又は事業に関する情報

であって、公にすることにより、次に掲げ

るおそれその他当該事務又は事業の性質

上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあるもの 

 ア 国の安全が害されるおそれ、他国若し

くは国際機関との信頼関係が損なわれ

るおそれ又は他国若しくは国際機関と

の交渉上不利益を被るおそれ 

 イ 犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公
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共の安全と秩序の維持に支障を及ぼす

おそれ 

 ウ 監査、検査、取締り、試験又は租税の

賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正

確な事実の把握を困難にするおそれ又

は違法若しくは不当な行為を容易にし、

若しくはその発見を困難にするおそれ 

 エ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関

し、市又は国、独立行政法人等、他の地

方公共団体若しくは地方独立行政法人

の財産上の利益又は当事者としての地

位を不当に害するおそれ 

 オ 調査研究に係る事務に関し、その公正

かつ能率的な遂行を不当に阻害するお

それ 

 カ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ

円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそ

れ 

 キ 市が経営する企業又は独立行政法人

等、他の地方公共団体が経営する企業若

しくは地方独立行政法人に係る事業に

関し、その企業経営上の正当な利益を害

するおそれ 

(7) 市と国等との間における協議、協力等

により実施機関が作成し、又は取得した情

報で、公開することにより、市と国等との

協力関係又は信頼関係が著しく損なわれ

ると認められるもの 

 

(8) 公開することにより、人の生命、身体又

は財産の保護、犯罪の予防、犯罪の捜査そ

の他の公共の安全と秩序の維持に支障が

生ずるおそれがある情報 

 

(9) 第三者が、実施機関の要請を受けて、公

にしないとの条件で任意に提供した情報

であって、第三者における通例として公に
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しないこととされているものその他の当

該条件を付することが当該情報の性質、当

時の状況等に照らして合理的であると認

められるものその他当該情報が公にされ

ないことに対する当該第三者の信頼が保

護に値するものであり、これを公にするこ

とにより、その信頼を不当に損なうことに

なると認められるもの。ただし、人の生命、

健康、生活又は財産を保護するため、公に

することが必要であると認められるもの

を除く。 

(一部公開) (一部公開) 

第 10 条 実施機関は、公開の請求に係る市

政情報に前条各号のいずれかに該当する

情報とそれ以外の情報とがある場合にお

いて、公開しないことができる情報とそれ

以外の情報とを容易に分離することがで

き、かつ、分離することにより公開の請求

の趣旨が損なわれないと認められるとき

は、公開しないことができる情報の部分を

除いて市政情報の公開をするものとする。 

第 10 条 実施機関は、公開請求に係る行政

文書の一部に非公開情報が記録されてい

る場合において、非公開情報とそれ以外の

情報とを容易に分離することができるとき

は、当該非公開情報に係る部分を除いて行

政文書を公開するものとする。 

2 公開の請求に係る市政情報に前条第 2 号

の情報(特定の個人を識別することができ

るものに限る。)が記録されている場合にお

いて、当該情報のうち、特定の個人を識別

することができることとなる記述等の部分

を除くことにより、公開しても、個人の権

利利益が害されるおそれがないと認められ

るときは、当該部分を除いた部分は、同号

の情報に含まれないものとみなして、前項

の規定を適用する。 

2 公開請求に係る行政文書に前条第 2 号の

情報(特定の個人を識別することができる

ものに限る。)が記録されている場合におい

て、当該行政文書のうち、特定の個人を識

別することができることとなる記述等の部

分を除くことにより、公にしても、個人の

権利利益が害されるおそれがないと認めら

れるときは、当該部分を除いた部分は、同

号の情報に含まれないものとみなして、前

項の規定を適用する。 

(公益上の理由による裁量的公開) (公益上の理由による裁量的公開) 

第 10条の 2 実施機関は、公開請求に係る市

政情報に第 9条各号に規定する非公開情報

が記録されている場合において、同条の規

第 10条の 2 実施機関は、公開請求に係る行

政文書に非公開情報が記録されている場合

であっても、公益上特に必要と認めるとき
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定により保護される利益に優越する公益

上の理由があると認めるときは、第 9条の

規定にかかわらず、公開の請求者に対し、

当該市政情報を公開することができる。 

は、公開請求者に対し、当該行政文書を公

開することができる。 

(市政情報の存否に関する情報) (行政文書の存否に関する情報) 

第 10条の 3 公開の請求に対し、当該公開請

求に係る市政情報が存在しているか否かを

答えるだけで、非公開情報を公開すること

となるときは、実施機関は、当該市政情報

の存否を明らかにしないで、当該公開請求

を拒否することができる。 

第 10条の 3 公開請求に対し、当該公開請求

に係る行政文書が存在しているか否かを答

えるだけで、非公開情報を公開することと

なるときは、実施機関は、当該行政文書の

存否を明らかにしないで、当該公開請求を

拒否することができる。 

(費用負担) (費用負担) 

第 11 条 市政情報の閲覧又は視聴に要する

費用は、無料とする。ただし、市政情報の

写し(フィルムを除く。)の交付を行う場合

は、その写しの作成及び送付に要する費用

は、請求者の負担とする。 

第 11 条 この条例の規定による行政文書の

閲覧又は視聴に要する費用は、無料とする。 

 

 2 行政文書の公開を受けるものは、別に定

めるところにより、当該写しの作成及び送

付に要する費用を負担しなければならな

い。 

(審査請求) (審査請求等) 

第 12 条 請求者は、第 7 条第 1 項に規定す

る決定又は公開請求に係る不作為に不服が

あるときは、審査請求をすることができる。 

第 12 条 公開請求者は、第 7 条第 1 項に規

定する決定又は公開請求に係る不作為に不

服があるときは、審査請求をすることがで

きる。 

2 第 7 条第 1 項に規定する決定又は公開請

求に係る不作為に係る審査請求について

は、行政不服審査法(平成 26 年法律第 68

号)第 9 条第 1 項本文の規定は、適用しな

い。 

2 前項の審査請求については、行政不服審

査法(平成 26年法律第 68号)第 9条第 1項

本文の規定は、適用しない。 

3 実施機関は、第 1 項の規定により審査請

求があったときは、次に掲げる場合を除き、

速やかにかすみがうら市情報公開等審査会

に諮問して当該審査請求についての裁決

3 実施機関は、第 1 項の審査請求があった

ときは、次の各号のいずれかに該当する場

合を除き、速やかにかすみがうら市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問し、その議
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をしなければならない。 に基づいて、当該審査請求に対する裁決を

しなければならない。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該

審査請求に係る市政情報の全部を公開す

ることとする場合(当該市政情報の公開に

ついて反対意見書が提出されている場合

を除く。) 

(2) 審査請求に対する裁決で、審査請求の

全部を認容し、当該審査請求に係る行政文

書の全部を公開することとする場合(当該

行政文書の公開について反対意見書が提

出されている場合を除く。) 

4 (略) 4 (略) 

(諮問をした旨の通知) (諮問をした旨の通知) 

第 12条の 2 前条第 3項の規定により諮問を

した実施機関(以下「諮問実施機関」とい

う。)は、次に掲げるものに対し、諮問した

旨を通知しなければならない。 

第 12条の 2 前条第 3項の規定により諮問を

した実施機関は、次に掲げる者に対し、諮

問した旨を通知しなければならない。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 当該審査請求に係る市政情報の公開に

ついて反対意見書を提出した第三者(当該

第三者が審査請求人又は参加人である場

合を除く。) 

(3) 当該審査請求に係る行政文書の公開に

ついて反対意見書を提出した第三者(当該

第三者が審査請求人又は参加人である場

合を除く。) 

(第三者からの審査請求を棄却する場合等

における手続) 

(第三者からの審査請求を棄却する場合等

における手続) 

第 12条の 3 第 7条の 2第 3項の規定は、次

の各号のいずれかに該当する裁決をする場

合について準用する。 

第 12条の 3 第 7条の 2第 3項の規定は、次

の各号のいずれかに該当する裁決をする場

合について準用する。 

(1) 公開の決定に対する第三者からの審査

請求を却下し、又は棄却する裁決 

(1) 公開決定に対する第三者からの審査請

求を却下し、又は棄却する裁決 

(2) 審査請求に係る公開決定等(公開請求

に係る市政情報の全部を公開する旨の決

定を除く。)を変更し、当該審査請求に係る

市政情報を公開する旨の裁決(第三者であ

る参加人が当該市政情報の公開に反対の

意思表示をしている場合に限る。) 

(2) 審査請求に係る公開の決定等(公開請

求に係る行政文書の全部を公開する旨の

決定を除く。)を変更し、当該審査請求に係

る行政文書を公開する旨の裁決(第三者で

ある参加人が当該行政文書の公開に反対

の意思表示をしている場合に限る。) 

(情報公開等審査会)  

第 13条 第 12条第 3項に規定する諮問に応

じ、審査請求についての審査を行うため、
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かすみがうら市情報公開等審査会(以下

「審査会」という。)を設置する。 

2 審査会は、前項に規定する審査のほか、情

報公開制度の運営その他必要事項につい

て、実施機関からの諮問に応じ、審議し、

又は実施機関に意見を述べることができ

る。 

 

3 審査会は、市長が委嘱する委員 5 人以内

をもって組織する。 

 

4 委員の任期は 2 年とし、補欠委員の任期

は前任者の残任期間とする。ただし、再任

を妨げない。 

 

5 審査会は、第 1項に規定する審査又は第 2

項に規定する審議のため、必要があると認

めるときは、審査請求人(第 1 項に規定す

る審査を行う場合に限る。)、実施機関の職

員その他の関係者の出席を求めて意見若

しくは説明を聴き、又は必要な調査を行う

ことができる。 

 

6 審査会の委員は、職務上知り得た秘密を

漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。 

 

7 前各項に定めるもののほか、審査会につ

いて必要な事項は、規則で定める。 

 

(審査会の調査権限)  

第 13条の 2 審査会は、必要があると認める

ときは、諮問実施機関に対し、審査請求の

あった公開決定等に係る市政情報の提示

を求めることができる。この場合において

は、何人も、審査会に対し、その提示され

た市政情報の公開を求めることができな

い。 

 

2 諮問実施機関は、審査会から前項の規定

による求めがあったときは、これを拒んで

はならない。 
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3 審査会は、必要があると認めるときは、諮

問実施機関に対し、審査請求のあった公開

決定等に係る市政情報に記録されている

情報の内容を審査会の指定する方法によ

り分類し、又は整理した資料を作成し、審

査会に提出するよう求めることができる。 

 

4 第 1 項及び前項に定めるもののほか、審

査会は、審査請求に係る事件に関し、審査

請求人、参加人又は諮問実施機関に意見書

又は資料の提出を求めること、適当と認め

る者にその知っている事実を陳述させる

ことその他必要な調査をすることができ

る。 

 

(審議手続の非公開)  

第 13条の 3 審査会の行う審議の手続は、公

開しない。 

 

(検索資料の作成等) (検索資料の作成等) 

第 14 条 実施機関は、市政情報の検索に必

要な資料を作成し、一般の利用に供するも

のとする。 

第 13 条 実施機関は、行政文書の検索に必

要な資料を作成し、一般の利用に供するも

のとする。 

(運用状況の公表) (運用状況の公表) 

第 15条 (略) 第 14条 (略) 

(情報公開の総合的推進) (情報公開の総合的推進) 

第 16 条 実施機関は、この条例による市政

情報の公開のほか、市政に関する情報を市

民等が容易に得られるよう、情報提供施策

を積極的に拡充し、情報公開の総合的な推

進に努めるものとする。 

第 15 条 実施機関は、この条例による行政

文書の公開のほか、市政に関する情報を市

民等が容易に得られるよう、情報提供施策

を積極的に拡充し、情報公開の総合的な推

進に努めるものとする。 

(指定管理者の情報公開) (指定管理者の情報公開) 

第 16条の 2 指定管理者は、この条例の趣旨

にのっとり、その管理する情報(指定管理者

にあっては、指定管理業務に係る情報に限

る。)の公開に関し必要な範囲内で実施機関

に準じた措置を講ずるよう努めなければな

らない。 

第 16 条 指定管理者は、この条例の趣旨に

のっとり、その管理する情報(指定管理業

務に係る情報に限る。)の公開に関し必要な

範囲内で実施機関に準じた措置を講ずるよ

う努めなければならない。 
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2～4 (略) 2～4 (略) 

(他の制度等との調整) (他の制度等との調整) 

第 17 条 この条例は、他の法令等の規定に

より市政情報の閲覧、写しの交付等の手続

が定められている場合については、適用し

ない。 

第 17 条 この条例は、他の法令等の規定に

より、行政文書の閲覧若しくは縦覧又はそ

の写しの交付の手続が定められている場

合は、適用しない。 

2 この条例の規定は、前項に規定するもの

のほか、図書館その他これに類する施設に

おいて現に市民の利用に供することを目的

として管理している図書、図面、写真等の

閲覧については適用しない。 

2 前項に規定するもののほか、図書館その

他これに類する施設において現に市民の利

用に供することを目的として管理している

図書、図画及び電磁的記録については、こ

の条例の規定は適用しない。 

 

かすみがうら市情報公開・個人情報保護審査会条例 新旧対照表 

かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 新旧対照 

表(附則第 3条関係) 

改正前 改正後 

別表第1(第2条、第5条、第6条関係) 

機関名 職名 (略) 

(略) (略) (略) 

附属機関 (略) (略) 

行政不服審

査会委員 

(略) 

情報公開等

審査会委員 

(略) 

住居表示審

議会委員 

(略) 

(略)  

(略) (略) (略) 
 

別表第1(第2条、第5条、第6条関係) 

機関名 職名 (略) 

(略) (略) (略) 

附属機関 (略) (略) 

行政不服審

査会委員 

(略) 

情報公開・個

人情報保護

審査会委員 

(略) 

住居表示審

議会委員 

(略) 

(略) (略) 

(略) (略) (略) 
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かすみがうら市審議監の設置等に関する条例 新旧対照表 

かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例 新旧対照表(附

則第 2 項関係) 

改正前 改正後 

附 則 附 則 

1～4 (略) 1～4 (略) 

   (令和5年4月から令和8年7月までの市長の

給料月額に関する特例措置) 

 5 市長の給料月額は、令和5年4月から令和8

年7月までの間で、かつ、かすみがうら市審

議監の設置等に関する条例(令和5年かす

みがうら市条例第 号)第2条の審議監を

置く間に限り、第3条の規定にかかわらず、

別表第1に定める給料月額から当該額に

100分の50を乗じて得た額を減じた額とす

る。ただし、第4条に規定する期末手当の算

定の基礎となる給料月額については適用

しない。 

 

かすみがうら市長等の政治倫理条例 新旧対照表 

かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 新旧対照

表(附則第 4項関係) 

【改正前】 

機関

名 
職名 

 報酬  旅費 

年額 月額 日額 車賃(1

キロメ

ートル

につ

き) 

日当(1

日につ

き) 

宿泊

料(1

夜に

つき) 

食卓

料(1

夜に

つき) 

(略)  (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

附属

機関 

名誉市民選考委員

会委員 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

 (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

(略)  (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 
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【改正後】 

機関

名 
職名 

 報酬  旅費 

年額 月額 日額 車賃(1

キロメ

ートル

につ

き) 

日当(1

日につ

き) 

宿泊

料(1

夜に

つき) 

食卓

料(1

夜に

つき) 

(略)  (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

附属

機関 

政治倫理審査会委

員 

  7,500 37 2,100 12,50

0 

2,100 

名誉市民選考委員

会委員 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

 (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

(略)  (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

 

督促手数料の廃止に伴う関係条例の整備に関する条例 新旧対照表 

かすみがうら市税条例 新旧対照表(第 1条関係) 

改正前 改正後 

(用語) (用語) 

第 2条 (略) 第 2条 (略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 徴収金 市税並びにその督促手数料、延

滞金、過少申告加算金、不申告加算金、重加

算金及び滞納処分費をいう。 

(2) 徴収金 市税並びにその延滞金、過少申

告加算金、不申告加算金、重加算金及び滞納

処分費をいう。 

(3)及び(4) (略) (3)及び(4) (略) 

(督促手数料) ＿＿＿＿＿＿ 

第 21条 徴税吏員は、督促状を発した場合に

おいては、督促状 1 通について 100 円の督

促手数料を徴収しなければならない。ただ

し、やむを得ない理由があると認める場合

においては、これを徴収しない。 

第 21条 削除 

 

 

 

 

140



かすみがうら市税外諸収入金督促手数料及び延滞金徴収条例 新旧対照表(第 2条関係) 

改正前 改正後 

かすみがうら市税外諸収入金督促手数

料及び延滞金徴収条例 

かすみがうら市税外諸収入金延滞金徴

収条例 

(趣旨) (趣旨) 

第 1 条 この条例は、地方自治法(昭和 22 年

法律第 67 号)第 231 条の 3 第 2 項の規定に

基づき、分担金、使用料、手数料及び過料そ

の他の市税外収入金(以下「税外収入金」と

いう。)に係る督促手数料及び延滞金の徴収

に関し必要な事項について、法令その他別

に定めのあるもののほか、この条例の定め

るところによる。 

第 1 条 この条例は、地方自治法(昭和 22 年

法律第 67 号)第 231 条の 3 第 2 項の規定に

基づき、分担金、使用料、手数料及び過料そ

の他の市税外収入金(以下「税外収入金」と

いう。)に係る延滞金の徴収に関し必要な事

項について、法令その他別に定めのあるも

ののほか、この条例の定めるところによる。 

(督促手数料) ＿＿＿＿＿＿ 

第 2 条 税外収入金の徴収につき督促状を発

した場合には、督促手数料として 1 通につ

き 100円を徴収するものとする。 

 

第 3条～第 5条 (略) 第 2条～第 4条 (略) 

 

かすみがうら市後期高齢者医療に関する条例 新旧対照表(第 3条関係) 

改正前 改正後 

目次 

第 1章 市が行う後期高齢者医療の事務(第

1条・第 2条) 

第 2章 保険料(第 3条―第 6条) 

第 3章 罰則(第 7条―第 9条) 

附則 

目次 

第 1章 市が行う後期高齢者医療の事務(第

1条・第 2条) 

第 2章 保険料(第 3条―第 5条) 

第 3章 罰則(第 6条―第 8条) 

附則 

(保険料の督促手数料) ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第 5 条 保険料の督促手数料は、督促状 1 通

について、100円とする。 

 

第 6条 (略) 第 5条 (略) 

 第 3章 罰則 

第 7条～第 9条 (略) 

 第 3章 罰則 

第 6条～第 8条 (略) 
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かすみがうら市介護保険条例 新旧対照表(第 4条関係) 

改正前 改正後 

(保険料の督促手数料) ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第 10条 保険料の督促手数料は、督促状 1通

につき 100円とする。 

第 10条 削除 

 

かすみがうら市法定外公共物管理条例 新旧対照表(第 5条関係) 

改正前 改正後 

(手数料及び延滞金) (延滞金) 

第 10条 使用料を納付すべき期限までに納付

しない者に対しては、かすみがうら市税外

諸収入金督促手数料及び延滞金徴収条例

(平成 17 年かすみがうら市条例第 58 号)に

基づき手数料及び延滞金を徴収する。 

第 10条 使用料を納付すべき期限までに納付

しない者に対しては、かすみがうら市税外

諸収入金延滞金徴収条例(平成 17 年かすみ

がうら市条例第 58 号)の規定により延滞金

を徴収する。 

 

かすみがうら市水道事業給水条例 新旧対照表(第 6条関係) 

改正前 改正後 

(督促手数料) ＿＿＿＿＿＿ 

第 31条 市長は督促状を発した場合において

は督促状 1 通について 100 円の督促手数料

を徴収しなければならない。ただし、やむを

得ない理由があると認める場合において

は、これを徴収しない。 

第 31条 削除 

 

かすみがうら市公共下水道事業受益者負担に関する条例 新旧対照表(第 7条関係) 

改正前 改正後 

(督促手数料) ＿＿＿＿＿＿ 

第 13 条 市長は、督促状を発した場合にお

いては、督促状 1通について 100円の督促

手数料を徴収しなければならない。ただ

し、やむを得ない理由があると認める場合

においては、これを徴収しない。 

 

第 14条及び第 15条 (略) 第 13条及び第 14条 (略) 
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かすみがうら市農業集落排水事業分担金に関する条例 新旧対照表(第 8条関係)

改正前 改正後 

 (督促及び滞納処分)  

第 7 条 納期までに分担金を納付しない者

に係る督促及び滞納処分については、かす

みがうら市税条例(平成 17 年かすみがう

ら市条例第 54号)の例による。ただし、受

益者が納期日までに分担金を納付しなか

ったことについてやむを得ない事情があ

ると認めた場合においては、これを減額

し、又は免除することができる。 

 

(委任) (委任) 

第 8条 (略) 第 7条 (略) 

 

かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資産税の特例措置に関

する条例及びかすみがうら市企業立地促進条例 新旧対照表 

かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資産税の特例措置に関

する条例 新旧対照表(第1条関係) 

改正前 改正後 

   附 則    附 則 

第1条 (略) 第1条 (略) 

 (失効)  (失効) 

第2条 この条例は、平成35年3月31日限り、

その効力を失う。 

第2条 この条例は、令和6年3月31日限り、

その効力を失う。 

 

かすみがうら市企業立地促進条例 新旧対照表(第2条関係) 

改正前 改正後 

   附 則    附 則 

1 (略) 1 (略) 

 (条例の失効)  (条例の失効) 

2 この条例は、平成35年3月31日限りその効

力を失う。ただし、その日までに第6条の

規定による申請を行ったものについては、

なおその効力を有する。 

2 この条例は、令和6年3月31日限り、その

効力を失う。ただし、その日までに第6条

の規定による申請を行ったものについて

は、なおその効力を有する。 
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かすみがうら市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 新旧

対照表

改正前 改正後 

 (安全計画の策定等) 

 第6条の2 放課後児童健全育成事業者は、利

用者の安全の確保を図るため、放課後児童

健全育成事業所ごとに、当該放課後児童健

全育成事業所の設備の安全点検、職員、利

用者等に対する事業所外での活動、取組等

を含めた放課後児童健全育成事業所での

生活その他の日常生活における安全に関

する指導、職員の研修及び訓練その他放課

後児童健全育成事業所における安全に関

する事項についての計画(以下この条にお

いて「安全計画」という。)を策定し、当該

安全計画に従い必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 2 放課後児童健全育成事業者は、職員に対

し、安全計画について周知するとともに、

前項の研修及び訓練を定期的に実施しな

ければならない。 

 3 放課後児童健全育成事業者は、利用者の

安全の確保に関して保護者との連携が図

られるよう、保護者に対し、安全計画に基

づく取組の内容等について周知しなけれ

ばならない。 

 4 放課後児童健全育成事業者は、定期的に

安全計画の見直しを行い、必要に応じて安

全計画の変更を行うものとする。 

 (自動車を運行する場合の所在の確認) 

 第6条の3 放課後児童健全育成事業者は、利

用者の事業所外での活動、取組等のための

移動その他の利用者の移動のために自動

車を運行するときは、利用者の乗車及び降

車の際に、点呼その他の利用者の所在を確
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実に把握することができる方法により、利

用者の所在を確認しなければならない。 

 (業務継続計画の策定等) 

 第12条の2 放課後児童健全育成事業者は、

放課後児童健全育成事業所ごとに、感染症

や非常災害の発生時において、利用者に対

する支援の提供を継続的に実施するため

の、及び非常時の体制で早期の業務再開を

図るための計画(以下この条において「業

務継続計画」という。)を策定し、当該業

務継続計画に従い必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

 2 放課後児童健全育成事業者は、職員に対

し、業務継続計画について周知するととも

に、必要な研修及び訓練を定期的に実施す

るよう努めなければならない。 

 3 放課後児童健全育成事業者は、定期的に

業務継続計画の見直しを行い、必要に応じ

て業務継続計画の変更を行うよう努める

ものとする。 

（衛生管理等） （衛生管理等） 

第13条 (略) 第13条 (略) 

2 放課後児童健全育成事業者は、放課後児

童健全育成事業所において感染症又は食

中毒が発生し、又はまん延しないように必

要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

2 放課後児童健全育成事業者は、放課後児

童健全育成事業所において感染症又は食

中毒が発生し、又はまん延しないように、

職員に対し、感染症及び食中毒の予防及び

まん延の防止のための研修並びに感染症

の予防及びまん延の防止のための訓練を

定期的に実施するよう努めなければなら

ない。 

3 (略) 3 (略) 

    附 則 

 (施行期日) 

 第1条 この条例は、令和5年4月1日から施行

する。 
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 (安全計画の策定等に係る経過措置) 

 第2条 この条例の施行の日から令和6年3月

31日までの間、この条例による改正後のか

すみがうら市放課後児童健全育成事業の

設備及び運営に関する基準を定める条例

第6条の2の規定の適用については、同条中

「講じなければ」とあるのは「講ずるよう

努めなければ」と、「実施しなければ」と

あるのは「実施するよう努めなければ」と、

「周知しなければ」とあるのは「周知する

よう努めなければ」とする。 

 

かすみがうら市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

 (家庭的保育事業者等と非常災害) 

第7条 (略) 

 (家庭的保育事業者等と非常災害) 

第7条 (略) 

  (安全計画の策定等) 

 第7条の2 家庭的保育事業者等は､利用乳幼

児の安全の確保を図るため､家庭的保育事

業所等ごとに､当該家庭的保育事業所等の

設備の安全点検､職員､利用乳幼児等に対

する事業所外での活動、取組等を含めた家

庭的保育事業所等での生活その他の日常

生活における安全に関する指導､職員の研

修及び訓練その他家庭的保育事業所等に

おける安全に関する事項についての計画

(以下この条において｢安全計画｣という｡)

を策定し､当該安全計画に従い必要な措置

を講じなければならない｡ 

 2 家庭的保育事業者等は､職員に対し､安全

計画について周知するとともに､前項の研

修及び訓練を定期的に実施しなければな

らない｡ 

 3 家庭的保育事業者等は､利用乳幼児の安

全の確保に関して保護者との連携が図ら
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れるよう､保護者に対し､安全計画に基づ

く取組の内容等について周知しなければ

ならない｡ 

 4 家庭的保育事業者等は､定期的に安全計

画の見直しを行い､必要に応じて安全計画

の変更を行うものとする｡ 

 (自動車を運行する場合の所在の確認) 

 第7条の3 家庭的保育事業者等は、利用乳幼

児の事業所外での活動、取組等のための移

動その他の利用乳幼児の移動のために自

動車を運行するときは、利用乳幼児の乗車

及び降車の際に、点呼その他の利用乳幼児

の所在を確実に把握することができる方

法により、利用乳幼児の所在を確認しなけ

ればならない。 

 2 家庭的保育事業者等(居宅訪問型保育事

業所を除く。)は、利用乳幼児の送迎を目

的とした自動車(運転者席及びこれと並列

の座席並びにこれらより一つ後方に備え

られた前向きの座席以外の座席を有しな

いものその他利用の態様を勘案してこれ

と同程度に利用乳幼児の見落としのおそ

れが少ないと認められるものを除く。)を

日常的に運行するときは、当該自動車にブ

ザーその他の車内の利用乳幼児の見落と

しを防止する装置を備え、これを用いて前

項に定める所在の確認(利用乳幼児の降車

の際に限る。)を行わなければならない。 

(他の社会福祉施設等を併せて設置すると

きの設備及び職員の基準) 

(他の社会福祉施設等を併せて設置すると

きの設備及び職員の基準) 

第10条 家庭的保育事業所等は､他の社会福

祉施設等を併せて設置するときは､必要に

応じ当該家庭的保育事業所等の設備及び

職員の一部を併せて設置する他の社会福

祉施設等の設備及び職員に兼ねさせるこ

第10条 家庭的保育事業所等は､他の社会福

祉施設等を併せて設置するときは､その行

う保育に支障がない場合に限り､必要に応

じ当該家庭的保育事業所等の設備及び職

員の一部を併せて設置する他の社会福祉
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とができる｡ただし､保育室及び各事業所

に特有の設備並びに利用乳幼児の保育に

直接従事する職員については､この限りで

ない｡ 

施設等の設備及び職員に兼ねさせること

ができる｡ 

(懲戒に係る権限の濫用禁止)  

第13条 家庭的保育事業者等は､利用乳幼児

に対し法第47条第3項の規定による懲戒に

関し､その利用乳幼児の福祉のために必要

な措置を採るときは､身体的苦痛を与え､

人格を辱める等その権限を濫用してはな

らない｡ 

第13条 削除 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第14条 (略) 第14条 (略) 

2 家庭的保育事業者等は､家庭的保育事業

所等において感染症又は食中毒が発生し､

又はまん延しないように必要な措置を講

ずるよう努めなければならない｡ 

2 家庭的保育事業者等は､家庭的保育事業

所等において感染症又は食中毒が発生し､

又はまん延しないように､職員に対し､感

染症及び食中毒の予防及びまん延の防止

のための研修並びに感染症の予防及びま

ん延の防止のための訓練を定期的に実施

するよう努めなければならない｡ 

3～5 (略)  3～5 (略)   

(保育の内容) (保育の内容) 

第25条 家庭的保育事業者は､児童福祉施設

の設備及び運営に関する基準(昭和23年厚

生省令第63号)第35条に規定する厚生労働

大臣が定める指針に準じ､家庭的保育事業

の特性に留意して､保育する乳幼児の心身

の状況等に応じた保育を提供しなければ

ならない｡ 

第25条 家庭的保育事業者は､児童福祉施設

の設備及び運営に関する基準(昭和23年厚

生省令第63号)第35条に規定するこども家

庭庁長官が定める指針に準じ､家庭的保育

事業の特性に留意して､保育する乳幼児の

心身の状況等に応じた保育を提供しなけ

ればならない｡ 

    附 則 

  (施行期日) 

 第1条 この条例は､令和5年4月1日から施行

する｡ 

  (自動車を運行する場合の所在の確認に係

る経過措置) 
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 第2条 この条例による改正後のかすみがう

ら市家庭的保育事業等の設備及び運営に

関する基準を定める条例第7条の3第2項の

規定の適用については、家庭的保育事業者

等において利用乳幼児の送迎を目的とし

た自動車を日常的に運行する場合であっ

て、当該自動車に同項に規定するブザーそ

の他の車内の利用乳幼児の見落としを防

止する装置(以下この条において「ブザー

等」という。)を備えること及びこれを用

いることにつき困難な事情があるときは、

令和6年3月31日までの間、当該自動車にブ

ザー等を備えないことができる。この場合

において、利用乳幼児の送迎を目的とした

自動車を日常的に運行する家庭的保育事

業者等は、ブザー等の設置に代わる措置を

講じて利用乳幼児の所在の確認を行わな

ければならない。 

 

かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

第4条 (略) 第4条 (略) 

2 特定教育･保育施設は､次の各号に掲げる

特定教育･保育施設の区分に応じ､当該各

号に定める小学校就学前子どもの区分ご

との利用定員を定めるものとする｡ただ

し､法第19条第1項第3号に掲げる小学校就

学前子どもの区分にあっては､満1歳に満

たない小学校就学前子ども及び満1歳以上

の小学校就学前子どもに区分して定める

ものとする｡ 

2 特定教育･保育施設は､次の各号に掲げる

特定教育･保育施設の区分に応じ､当該各

号に定める小学校就学前子どもの区分ご

との利用定員を定めるものとする｡ただ

し､法第19条第3号に掲げる小学校就学前

子どもの区分にあっては､満1歳に満たな

い小学校就学前子ども及び満1歳以上の小

学校就学前子どもに区分して定めるもの

とする｡ 

(1) 認定こども園 法第19条第1項各号に

掲げる小学校就学前子どもの区分 

(1) 認定こども園 法第19条各号に掲げる

小学校就学前子どもの区分 

(2) 幼稚園 法第19条第1項第1号に掲げる (2) 幼稚園 法第19条第1号に掲げる小学
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小学校就学前子どもの区分 校就学前子どもの区分 

(3) 保育所 法第19条第1項第2号に掲げる

小学校就学前子どもの区分及び同項第3号

に掲げる小学校就学前子どもの区分 

(3) 保育所 法第19条第2号に掲げる小学

校就学前子どもの区分及び同条第3号に掲

げる小学校就学前子どもの区分 

(正当な理由のない提供拒否の禁止等) (正当な理由のない提供拒否の禁止等) 

第6条 (略) 第6条 (略) 

2 特定教育･保育施設(認定こども園又は幼

稚園に限る｡以下この項において同じ｡)

は､利用の申込みに係る法第19条第1項第1

号に掲げる小学校就学前子どもの数及び

当該特定教育･保育施設を現に利用してい

る同号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育･保育給付認定子どもの総数

が､当該特定教育･保育施設の同号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利用

定員の総数を超える場合においては､抽

選､申込みを受けた順序により決定する方

法､当該特定教育･保育施設の設置者の教

育･保育に関する理念､基本方針等に基づ

く選考その他公正な方法により選考しな

ければならない｡ 

2 特定教育･保育施設(認定こども園又は幼

稚園に限る｡以下この項において同じ｡)

は､利用の申込みに係る法第19条第1号に

掲げる小学校就学前子どもの数及び当該

特定教育･保育施設を現に利用している同

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育･保育給付認定子どもの総数が､当

該特定教育･保育施設の同号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員の

総数を超える場合においては､抽選､申込

みを受けた順序により決定する方法､当該

特定教育･保育施設の設置者の教育･保育

に関する理念､基本方針等に基づく選考そ

の他公正な方法により選考しなければな

らない｡ 

3 特定教育･保育施設(認定こども園又は保

育所に限る｡以下この項において同じ｡)

は､利用の申込みに係る法第19条第1項第2

号又は第3号に掲げる小学校就学前子ども

の数及び当該特定教育･保育施設を現に利

用している同項第2号又は第3号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育･保育

給付認定子どもの総数が､当該特定教育･

保育施設の同項第2号又は第3号に掲げる

小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員の総数を超える場合においては､教育･

保育給付認定に基づき､保育の必要の程度

及び家族等の状況を勘案し､保育を受ける

必要性が高いと認められる教育･保育給付

認定子どもが優先的に利用できるよう､選

3 特定教育･保育施設(認定こども園又は保

育所に限る｡以下この項において同じ｡)

は､利用の申込みに係る法第19条第2号又

は第3号に掲げる小学校就学前子どもの数

及び当該特定教育･保育施設を現に利用し

ている同条第2号又は第3号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育･保育給付

認定子どもの総数が､当該特定教育･保育

施設の同条第2号又は第3号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員の

総数を超える場合においては､教育･保育

給付認定に基づき､保育の必要の程度及び

家族等の状況を勘案し､保育を受ける必要

性が高いと認められる教育･保育給付認定

子どもが優先的に利用できるよう､選考す
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考するものとする｡ るものとする｡ 

4及び5 (略) 4及び5 (略) 

(あっせん､調整及び要請に対する協力) (あっせん､調整及び要請に対する協力) 

第7条 (略) 第7条 (略) 

2 特定教育･保育施設(認定こども園又は保

育所に限る｡以下この項において同じ｡)

は､法第19条第1項第2号又は第3号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育･保

育給付認定子どもに係る当該特定教育･保

育施設の利用について児童福祉法第24条

第3項(同法第73条第1項の規定により読み

替えて適用する場合を含む｡)の規定によ

り市が行う調整及び要請に対し､できる限

り協力しなければならない｡ 

2 特定教育･保育施設(認定こども園又は保

育所に限る｡以下この項において同じ｡)

は､法第19条第2号又は第3号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育･保育給付

認定子どもに係る当該特定教育･保育施設

の利用について児童福祉法第24条第3項

(同法第73条第1項の規定により読み替え

て適用する場合を含む｡)の規定により市

が行う調整及び要請に対し､できる限り協

力しなければならない｡ 

(受給資格等の確認) (受給資格等の確認) 

第8条 特定教育･保育施設は､特定教育･保

育の提供を求められた場合は､必要に応じ

て､教育･保育給付認定保護者の提示する

支給認定証(教育･保育給付認定保護者が

支給認定証の交付を受けていない場合に

あっては､子ども･子育て支援法施行規則

(平成26年内閣府令第44号)第7条第2項の

規定による通知)によって､教育･保育給付

認定の有無､教育･保育給付認定子どもの

該当する法第19条第1項各号に掲げる小学

校就学前子どもの区分､教育･保育給付認

定の有効期間､保育必要量等を確かめるも

のとする｡ 

第8条 特定教育･保育施設は､特定教育･保

育の提供を求められた場合は､必要に応じ

て､教育･保育給付認定保護者の提示する

支給認定証(教育･保育給付認定保護者が

支給認定証の交付を受けていない場合に

あっては､子ども･子育て支援法施行規則

(平成26年内閣府令第44号)第7条第2項の

規定による通知)によって､教育･保育給付

認定の有無､教育･保育給付認定子どもの

該当する法第19条各号に掲げる小学校就

学前子どもの区分､教育･保育給付認定の

有効期間､保育必要量等を確かめるものと

する｡ 

(利用者負担額等の受領) (利用者負担額等の受領) 

第13条 (略) 第13条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 (略) 4 (略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) (略) (3) (略) 

ア (略) ア (略) 
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(ア) 法第19条第1項第1号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育･保育給

付認定子ども 77,101円 

(ア) 法第19条第1号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育･保育給付認定

子ども 77,101円 

(イ) 法第19条第1項第2号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育･保育給

付認定子ども(特定満3歳以上保育認定

子どもを除く｡イ(イ)において同じ｡) 

57,700円(令第4条第2項第6号に規定す

る特定教育･保育給付認定保護者にあっ

ては､77,101円) 

(イ) 法第19条第2号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育･保育給付認定

子ども(特定満3歳以上保育認定子ども

を除く｡イ(イ)において同じ｡) 57,700

円(令第4条第2項第6号に規定する特定

教育･保育給付認定保護者にあっては､

77,101円) 

イ (略) イ (略) 

(ア) 法第19条第1項第1号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育･保育給

付認定子ども 負担額算定基準子ども

又は小学校第3学年修了前子ども(その

うち最年長者及び2番目の年長者である

者を除く｡)である者 

(ア) 法第19条第1号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育･保育給付認定

子ども 負担額算定基準子ども又は小

学校第3学年修了前子ども(そのうち最

年長者及び2番目の年長者である者を除

く｡)である者 

(イ) 法第19条第1項第2号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育･保育給

付認定子ども 負担額算定基準子ども

(そのうち最年長者及び2番目の年長者

である者を除く｡)である者 

(イ) 法第19条第2号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育･保育給付認定

子ども 負担額算定基準子ども(そのう

ち最年長者及び2番目の年長者である者

を除く｡)である者 

ウ (略) ウ (略) 

(4)及び(5) (略) (4)及び(5) (略) 

5及び6 (略) 5及び6 (略) 

(特定教育･保育の取扱方針) (特定教育･保育の取扱方針) 

第15条 (略) 第15条 (略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 幼稚園 幼稚園教育要領(学校教育法

(昭和22年法律第26号)第25条の規定に基

づき文部科学大臣が定める幼稚園の教育

課程その他の教育内容に関する事項をい

う｡) 

(3) 幼稚園 幼稚園教育要領(学校教育法

(昭和22年法律第26号)第25条第1項の規定

に基づき文部科学大臣が定める幼稚園の

教育課程その他の教育内容に関する事項

をいう｡) 

(4) 保育所 児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準(昭和23年厚生省令第63号)

第35条の規定に基づき保育所における保

(4) 保育所 児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準(昭和23年厚生省令第63号)

第35条の規定に基づき保育所における保
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育の内容について厚生労働大臣が定める

指針(以下｢保育所指針｣という｡) 

育の内容についてこども家庭庁長官が定

める指針(以下｢保育所指針｣という｡) 

2 (略) 2 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第20条 (略) 第20条 (略) 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

(4) 特定教育･保育の提供を行う日(法第19

条第1項第1号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分に係る利用定員を定めている施

設にあっては､学期を含む｡以下この号に

おいて同じ｡)及び時間並びにの提供を行

わない日 

(4) 特定教育･保育の提供を行う日(法第19

条第1号に掲げる小学校就学前子どもの区

分に係る利用定員を定めている施設にあ

っては､学期を含む｡以下この号において

同じ｡)及び時間並びに提供を行わない日 

(5)～(11) (略) (5)～(11) (略) 

(懲戒に係る権限の濫用禁止)  

第26条 特定教育･保育施設(幼保連携型認

定こども園及び保育所に限る｡以下この条

において同じ｡)の長たる特定教育･保育施

設の管理者は､教育･保育給付認定子ども

に対し児童福祉法第47条第3項の規定によ

る懲戒に関し､その教育･保育給付認定子

どもの福祉のために必要な措置を採ると

きは､身体的苦痛を与え､人格を辱める等

その権限を濫用してはならない｡ 

第26条 削除 

(特別利用保育の基準) (特別利用保育の基準) 

第35条 特定教育･保育施設(保育所に限る｡

以下この条において同じ｡)が法第19条第1

項第1号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育･保育給付認定子どもに対し特

別利用保育を提供する場合には､法第34条

第1項第3号に規定する基準を遵守しなけ

ればならない｡ 

第35条 特定教育･保育施設(保育所に限る｡

以下この条において同じ｡)が法第19条第1

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育･保育給付認定子どもに対し特別利

用保育を提供する場合には､法第34条第1

項第3号に規定する基準を遵守しなければ

ならない｡ 

2 特定教育･保育施設が､前項の規定により

特別利用保育を提供する場合には､当該特

別利用保育に係る法第19条第1項第1号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教

2 特定教育･保育施設が､前項の規定により

特別利用保育を提供する場合には､当該特

別利用保育に係る法第19条第1号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育･保育
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育･保育給付認定子どもの数及び当該特定

教育･保育施設を現に利用している同項第

2号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育･保育給付認定子どもの総数が､第4

条第2項第3号の規定により定められた法

第19条第1項第2号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の総数を超えない

ものとする｡ 

給付認定子どもの数及び当該特定教育･保

育施設を現に利用している同条第2号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育･

保育給付認定子どもの総数が､第4条第2項

第3号の規定により定められた法第19条第

2号に掲げる小学校就学前子どもに係る利

用定員の総数を超えないものとする｡ 

3 (略) 3 (略) 

(特別利用教育の基準) (特別利用教育の基準) 

第36条 特定教育･保育施設(幼稚園に限る｡

以下この条において同じ｡)が法第19条第1

項第2号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育･保育給付認定子どもに対し､

特別利用教育を提供する場合には､法第34

条第1項第2号に規定する基準を遵守しな

ければならない｡ 

第36条 特定教育･保育施設(幼稚園に限る｡

以下この条において同じ｡)が法第19条第2

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育･保育給付認定子どもに対し､特別

利用教育を提供する場合には､法第34条第

1項第2号に規定する基準を遵守しなけれ

ばならない｡ 

2 特定教育･保育施設が､前項の規定により

特別利用教育を提供する場合には､当該特

別利用教育に係る法第19条第1項第2号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育･保育給付認定子どもの数及び当該特定

教育･保育施設を現に利用している同項第

1号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育･保育給付認定子どもの総数が､第4

条第2項第2号の規定により定められた法

第19条第1項第1号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の総数を超えない

ものとする｡ 

2 特定教育･保育施設が､前項の規定により

特別利用教育を提供する場合には､当該特

別利用教育に係る法第19条第2号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育･保育

給付認定子どもの数及び当該特定教育･保

育施設を現に利用している同条第1号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育･

保育給付認定子どもの総数が､第4条第2項

第2号の規定により定められた法第19条第

1号に掲げる小学校就学前子どもに係る利

用定員の総数を超えないものとする｡ 

3 特定教育･保育施設が､第1項の規定によ

り特別利用教育を提供する場合には､特定

教育･保育には特別利用教育を､施設型給

付費には特例施設型給付費を､それぞれ含

むものとして､前節(第6条第3項及び第7条

第2項を除く｡)の規定を適用する｡この場

3 特定教育･保育施設が､第1項の規定によ

り特別利用教育を提供する場合には､特定

教育･保育には特別利用教育を､施設型給

付費には特例施設型給付費を､それぞれ含

むものとして､前節(第6条第3項及び第7条

第2項を除く｡)の規定を適用する｡この場
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合において､第6条第2項中｢利用の申込み

に係る法第19条第1項第1号に掲げる小学

校就学前子どもの数｣とあるのは｢利用の

申込みに係る法第19条第1項第2号に掲げ

る小学校就学前子どもの数｣と､｢同号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育･

保育給付認定子ども｣とあるのは｢同項第1

号又は第2号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育･保育給付認定子ども｣と､

｢の同号｣とあるのは｢の同項第1号｣と､第

13条第2項中｢法第27条第3項第1号に掲げ

る額｣とあるのは｢法第28条第2項第3号の

内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額｣と､同条第4項第3号イ(ア)中

｢教育･保育給付認定子ども｣とあるのは

｢教育･保育給付認定子ども(特別利用教育

を受ける者を含む｡)｣と､同号イ(イ)中｢教

育･保育給付認定子ども｣とあるのは｢教

育･保育給付認定子ども(特別利用教育を

受ける者を除く｡)｣と読み替えるものとす

る｡ 

合において､第6条第2項中｢利用の申込み

に係る法第19条第1号に掲げる小学校就学

前子どもの数｣とあるのは｢利用の申込み

に係る法第19条第2号に掲げる小学校就学

前子どもの数｣と､｢同号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育･保育給付認定

子ども｣とあるのは｢同条第1号又は第2号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育･保育給付認定子ども｣と､｢の同号｣と

あるのは｢の同条第1号｣と､第13条第2項中

｢法第27条第3項第1号に掲げる額｣とある

のは｢法第28条第2項第3号の内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額｣

と､同条第4項第3号イ(ア)中｢教育･保育給

付認定子ども｣とあるのは｢教育･保育給付

認定子ども(特別利用教育を受ける者を含

む｡)｣と､同号イ(イ)中｢教育･保育給付認

定子ども｣とあるのは｢教育･保育給付認定

子ども(特別利用教育を受ける者を除

く｡)｣と読み替えるものとする｡ 

第37条 (略) 第37条 (略) 

2 特定地域型保育事業者は､特定地域型保

育の種類及び当該特定地域型保育の種類

に係る特定地域型保育事業を行う事業所

(以下｢特定地域型保育事業所｣という｡)ご

とに､法第19条第1項第3号に掲げる小学校

就学前子どもに係る利用定員(事業所内保

育事業を行う事業所にあっては､家庭的保

育事業等の設備及び運営に関する基準(平

成26年厚生労働省令第61号)第42条の規定

を踏まえ､その雇用する労働者の監護する

小学校就学前子どもを保育するため当該

事業所内保育事業を自ら施設を設置して

行う事業主に係る当該小学校就学前子ど

も(当該事業所内保育事業が､事業主団体

2 特定地域型保育事業者は､特定地域型保

育の種類及び当該特定地域型保育の種類

に係る特定地域型保育事業を行う事業所

(以下｢特定地域型保育事業所｣という｡)ご

とに､法第19条第3号に掲げる小学校就学

前子どもに係る利用定員(事業所内保育事

業を行う事業所にあっては､家庭的保育事

業等の設備及び運営に関する基準(平成26

年厚生労働省令第61号)第42条の規定を踏

まえ､その雇用する労働者の監護する小学

校就学前子どもを保育するため当該事業

所内保育事業を自ら施設を設置して行う

事業主に係る当該小学校就学前子ども(当

該事業所内保育事業が､事業主団体に係る
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に係るものにあっては事業主団体の構成

員である事業主の雇用する労働者の監護

する小学校就学前子どもとし､共済組合等

(児童福祉法第6条の3第12項第1号ハに規

定する共済組合等をいう｡)に係るものに

あっては共済組合等の構成員(同号ハに規

定する共済組合等の構成員をいう｡)の監

護する小学校就学前子どもとする｡)及び

その他の小学校就学前子どもごとに定め

る法第19条第1項第3号に掲げる小学校就

学前子どもに係る利用定員とする｡)を､満

1歳に満たない小学校就学前子どもと満1

歳以上の小学校就学前子どもに区分して

定めるものとする｡ 

ものにあっては事業主団体の構成員であ

る事業主の雇用する労働者の監護する小

学校就学前子どもとし､共済組合等(児童

福祉法第6条の3第12項第1号ハに規定する

共済組合等をいう｡)に係るものにあって

は共済組合等の構成員(同号ハに規定する

共済組合等の構成員をいう｡)の監護する

小学校就学前子どもとする｡)及びその他

の小学校就学前子どもごとに定める法第

19条第3号に掲げる小学校就学前子どもに

係る利用定員とする｡)を､満1歳に満たな

い小学校就学前子どもと満1歳以上の小学

校就学前子どもに区分して定めるものと

する｡ 

(正当な理由のない提供拒否の禁止等) (正当な理由のない提供拒否の禁止等) 

第39条 (略) 第39条 (略) 

2 特定地域型保育事業者は､利用の申込み

に係る法第19条第1項第3号に掲げる小学

校就学前子どもの数及び特定地域型保育

事業所を現に利用している満3歳未満保育

認定子ども(特定満3歳以上保育認定子ど

もを除く｡以下この章において同じ｡)の総

数が､当該特定地域型保育事業所の同号に

掲げる小学校就学前子どもの区分に係る

利用定員の総数を超える場合においては､

教育･保育給付認定に基づき､保育の必要

の程度及び家族等の状況を勘案し､保育を

受ける必要性が高いと認められる満3歳未

満保育認定子どもが優先的に利用できる

よう､選考するものとする｡ 

2 特定地域型保育事業者は､利用の申込み

に係る法第19条第3号に掲げる小学校就学

前子どもの数及び特定地域型保育事業所

を現に利用している満3歳未満保育認定子

ども(特定満3歳以上保育認定子どもを除

く｡以下この章において同じ｡)の総数が､

当該特定地域型保育事業所の同号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利用

定員の総数を超える場合においては､教

育･保育給付認定に基づき､保育の必要の

程度及び家族等の状況を勘案し､保育を受

ける必要性が高いと認められる満3歳未満

保育認定子どもが優先的に利用できるよ

う､選考するものとする｡ 

3及び4 (略) 3及び4 (略) 

(特別利用地域型保育の基準) (特別利用地域型保育の基準) 

第51条 特定地域型保育事業者が法第19条

第1項第1号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育･保育給付認定子どもに対

第51条 特定地域型保育事業者が法第19条

第1号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育･保育給付認定子どもに対し特別
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し特別利用地域型保育を提供する場合に

は､法第46条第1項に規定する地域型保育

事業の認可基準を遵守しなければならな

い｡ 

利用地域型保育を提供する場合には､法第

46条第1項に規定する地域型保育事業の認

可基準を遵守しなければならない｡ 

2 特定地域型保育事業者が､前項の規定に

より特別利用地域型保育を提供する場合

には､当該特別利用地域型保育に係る法第

19条第1項第1号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育･保育給付認定子ども

の数及び特定地域型保育事業所を現に利

用している満3歳未満保育認定子ども(次

条第1項の規定により特定利用地域型保育

を提供する場合にあっては､当該特定利用

地域型保育の対象となる法第19条第1項第

2号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育･保育給付認定子どもを含む｡)の総

数が､第37条第2項の規定により定められ

た利用定員の総数を超えないものとする｡ 

2 特定地域型保育事業者が､前項の規定に

より特別利用地域型保育を提供する場合

には､当該特別利用地域型保育に係る法第

19条第1号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育･保育給付認定子どもの数及

び特定地域型保育事業所を現に利用して

いる満3歳未満保育認定子ども(次条第1項

の規定により特定利用地域型保育を提供

する場合にあっては､当該特定利用地域型

保育の対象となる法第19条第2号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育･保育

給付認定子どもを含む｡)の総数が､第37条

第2項の規定により定められた利用定員の

総数を超えないものとする｡ 

3 特定地域型保育事業者が､第1項の規定に

より特別利用地域型保育を提供する場合

には､特定地域型保育には特別利用地域型

保育を､地域型保育給付費には特例地域型

保育給付費(法第30条第1項の特例地域型

保育給付費をいう｡次条第3項において同

じ｡)を､それぞれ含むものとして､この章

(第40条第2項を除き､前条において準用す

る第8条から第14条まで(第10条及び第13

条を除く｡)､第17条から第19条まで及び第

23条から第33条までを含む｡次条第3項に

おいて同じ｡)の規定を適用する｡この場合

において､第39条第2項中｢利用の申込みに

係る法第19条第1項第3号に掲げる小学校

就学前子どもの数｣とあるのは｢利用の申

込みに係る法第19条第1項第1号に掲げる

小学校就学前子どもの数｣と､｢満3歳未満

保育認定子ども(特定満3歳以上保育認定

3 特定地域型保育事業者が､第1項の規定に

より特別利用地域型保育を提供する場合

には､特定地域型保育には特別利用地域型

保育を､地域型保育給付費には特例地域型

保育給付費(法第30条第1項の特例地域型

保育給付費をいう｡次条第3項において同

じ｡)を､それぞれ含むものとして､この章

(第40条第2項を除き､前条において準用す

る第8条から第14条まで(第10条及び第13

条を除く｡)､第17条から第19条まで及び第

23条から第33条までを含む｡次条第3項に

おいて同じ｡)の規定を適用する｡この場合

において､第39条第2項中｢利用の申込みに

係る法第19条第3号に掲げる小学校就学前

子どもの数｣とあるのは｢利用の申込みに

係る法第19条第1号に掲げる小学校就学前

子どもの数｣と､｢満3歳未満保育認定子ど

も(特定満3歳以上保育認定子どもを除く｡
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子どもを除く｡以下この章において同

じ｡)｣とあるのは｢同号又は第3号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育･保育

給付認定子ども(第52条第1項の規定によ

り特定利用地域型保育を提供する場合に

あっては､当該特定利用地域型保育の対象

となる法第19条第1項第2号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育･保育給付

認定子どもを含む｡)｣と､｢同号｣とあるの

は｢同項第3号｣と､｢教育･保育給付認定に

基づき､保育の必要の程度及び家族等の状

況を勘案し､保育を受ける必要性が高いと

認められる満3歳未満保育認定子どもが優

先的に利用することができるよう､｣とあ

るのは｢抽選､申込みを受けた順序により

決定する方法､当該特定地域型保育事業者

の保育に関する理念､基本方針等に基づく

選考その他公正な方法により｣と､第43条

第1項中｢教育･保育給付認定保護者｣とあ

るのは｢教育･保育給付認定保護者(特別利

用地域型保育の対象となる法第19条第1項

第1号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育･保育給付認定子どもに係る教

育･保育給付認定保護者を除く｡)｣と､同条

第2項中｢法第29条第3項第1号に掲げる額｣

とあるのは｢法第30条第2項第2号の内閣総

理大臣が定める基準により算定した費用

の額｣と､同条第3項中｢前2項｣とあるのは

｢前項｣と､同条第4項中｢前3項｣とあるのは

｢前2項｣と､｢掲げる費用｣とあるのは｢掲げ

る費用及び食事の提供(第13条第4項第3号

ア又はイに掲げるものを除く｡)に要する

費用｣と､同条第5項中｢前各項｣とあるのは

｢前3項｣と読み替えるものとする｡ 

以下この章において同じ｡)｣とあるのは

｢同号又は第3号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育･保育給付認定子ども

(第52条第1項の規定により特定利用地域

型保育を提供する場合にあっては､当該特

定利用地域型保育の対象となる法第19条

第2号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育･保育給付認定子どもを含む｡)｣

と､｢同号｣とあるのは｢同条第3号｣と､｢教

育･保育給付認定に基づき､保育の必要の

程度及び家族等の状況を勘案し､保育を受

ける必要性が高いと認められる満3歳未満

保育認定子どもが優先的に利用すること

ができるよう､｣とあるのは｢抽選､申込み

を受けた順序により決定する方法､当該特

定地域型保育事業者の保育に関する理念､

基本方針等に基づく選考その他公正な方

法により｣と､第43条第1項中｢教育･保育給

付認定保護者｣とあるのは｢教育･保育給付

認定保護者(特別利用地域型保育の対象と

なる法第19条第1号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育･保育給付認定子ど

もに係る教育･保育給付認定保護者を除

く｡)｣と､同条第2項中｢法第29条第3項第1

号に掲げる額｣とあるのは｢法第30条第2項

第2号の内閣総理大臣が定める基準により

算定した費用の額｣と､同条第3項中｢前2

項｣とあるのは｢前項｣と､同条第4項中｢前3

項｣とあるのは｢前2項｣と､｢掲げる費用｣と

あるのは｢掲げる費用及び食事の提供(第

13条第4項第3号ア又はイに掲げるものを

除く｡)に要する費用｣と､同条第5項中｢前

各項｣とあるのは｢前3項｣と読み替えるも

のとする｡ 

(特定利用地域型保育の基準) (特定利用地域型保育の基準) 

第52条 特定地域型保育事業者が法第19条 第52条 特定地域型保育事業者が法第19条
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第1項第2号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育･保育給付認定子どもに対

し特定利用地域型保育を提供する場合に

は､法第46条第1項に規定する地域型保育

事業の認可基準を遵守しなければならな

い｡ 

第2号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育･保育給付認定子どもに対し特定

利用地域型保育を提供する場合には､法第

46条第1項に規定する地域型保育事業の認

可基準を遵守しなければならない｡ 

2 特定地域型保育事業者が､前項の規定に

より特定利用地域型保育を提供する場合

には､当該特定利用地域型保育に係る法第

19条第1項第2号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育･保育給付認定子ども

の数及び特定地域型保育事業所を現に利

用している同項第3号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育･保育給付認定子

ども(前条第1項の規定により特別利用地

域型保育を提供する場合にあっては､当該

特別利用地域型保育の対象となる法第19

条第1項第1号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育･保育給付認定子どもを

含む｡)の総数が､第37条第2項の規定によ

り定められた利用定員の総数を超えない

ものとする｡ 

2 特定地域型保育事業者が､前項の規定に

より特定利用地域型保育を提供する場合

には､当該特定利用地域型保育に係る法第

19条第2号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育･保育給付認定子どもの数及

び特定地域型保育事業所を現に利用して

いる同条第3号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育･保育給付認定子ども

(前条第1項の規定により特別利用地域型

保育を提供する場合にあっては､当該特別

利用地域型保育の対象となる法第19条第1

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育･保育給付認定子どもを含む｡)の総

数が､第37条第2項の規定により定められ

た利用定員の総数を超えないものとする｡ 

3 特定地域型保育事業者が､第1項の規定に

より特定利用地域型保育を提供する場合

には､特定地域型保育には特定利用地域型

保育を､地域型保育給付費には特例地域型

保育給付費を､それぞれ含むものとして､

この章の規定を適用する｡この場合におい

て､第43条第1項中｢教育･保育給付認定保

護者｣とあるのは｢教育･保育給付認定保護

者(特定利用地域型保育の対象となる法第

19条第1項第2号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育･保育給付認定子ども

(特定満3歳以上保育認定子どもに限る｡)

に係る教育･保育給付認定保護者に限

る｡)｣と､同条第2項中｢法第29条第3項第1

3 特定地域型保育事業者が､第1項の規定に

より特定利用地域型保育を提供する場合

には､特定地域型保育には特定利用地域型

保育を､地域型保育給付費には特例地域型

保育給付費を､それぞれ含むものとして､

この章の規定を適用する｡この場合におい

て､第43条第1項中｢教育･保育給付認定保

護者｣とあるのは｢教育･保育給付認定保護

者(特定利用地域型保育の対象となる法第

19条第2号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育･保育給付認定子ども(特定

満3歳以上保育認定子どもに限る｡)に係る

教育･保育給付認定保護者に限る｡)｣と､同

条第2項中｢法第29条第3項第1号に掲げる
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号に掲げる額｣とあるのは｢法第30条第2項

第3号の内閣総理大臣が定める基準により

算定した費用の額｣と､同条第4項中｢掲げ

る費用｣とあるのは｢掲げる費用及び食事

の提供(特定利用地域型保育の対象となる

特定満3歳以上保育認定子ども(令第4条第

1項第2号に規定する満3歳以上保育認定子

どもをいう｡)に対するもの及び満3歳以上

保育認定子どもに係る第13条第4項第3号

ア又はイに掲げるものを除く｡)に要する

費用｣とする｡ 

額｣とあるのは｢法第30条第2項第3号の内

閣総理大臣が定める基準により算定した

費用の額｣と､同条第4項中｢掲げる費用｣と

あるのは｢掲げる費用及び食事の提供(特

定利用地域型保育の対象となる特定満3歳

以上保育認定子ども(令第4条第1項第2号

に規定する満3歳以上保育認定子どもをい

う｡)に対するもの及び満3歳以上保育認定

子どもに係る第13条第4項第3号ア又はイ

に掲げるものを除く｡)に要する費用｣とす

る｡ 

 附 則 

 この条例は､令和5年4月1日から施行する｡ 

 

かすみがうら市子ども・子育て会議条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

 (設置) 

第1条 子ども・子育て支援法(平成24年法律

第65号。以下「法」という。)第77条第1項

の規定に基づき、かすみがうら市子ども・

子育て会議(以下「会議」という。)を置く。 

 (設置) 

第1条 子ども・子育て支援法(平成24年法律

第65号。以下「法」という。)第72条第1項

の規定に基づき、かすみがうら市子ども・

子育て会議(以下「会議」という。)を置く。 

 (任務) 

第2条 会議は、法第77条第1項各号に掲げる

事務を処理するものとする。 

 (任務) 

第2条 会議は、法第72条第1項各号に掲げる

事務を処理するものとする。 

    附 則 

 この条例は、令和5年4月1日から施行する。 

 

かすみがうら市国民健康保険条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(出産育児一時金) (出産育児一時金) 

第 5条 被保険者が出産したときは、当該被

保険者の属する世帯の世帯主に対し、出産

育児一時金として 40 万 8,000 円を支給す

る。ただし、市長が健康保険法施行令(大正

15 年勅令第 243 号)第 36 条の規定を勘案

第 5条 被保険者が出産したときは、当該被

保険者の属する世帯の世帯主に対し、出産

育児一時金として 48 万 8,000 円を支給す

る。ただし、市長が健康保険法施行令(大正

15 年勅令第 243 号)第 36 条の規定を勘案
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し、必要があると認めるときは、規則で定

めるところにより、これに 3 万円を上限と

して加算するものとする。 

2 (略) 

し、必要があると認めるときは、規則で定

めるところにより、これに 3万円を上限と

して加算するものとする。 

2 (略) 

    附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行

する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日前に出産した被保険

者に係るかすみがうら市国民健康保険条

例第 5条の規定による出産育児一時金の額

については、なお従前の例による。 

 

かすみがうら市歴史博物館の設置及び管理に関する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(設置) (設置) 

第1条 市民の教育、学術及び文化の発展に

寄与するため、博物館法(昭和26年法律第

285号。以下「法」という。)第18条の規定

に基づき、博物館を設置する。 

第1条 市民の教育、学術及び文化の発展に

寄与するため、地方自治法(昭和22年法律

第67号)第244条の2第1項の規定に基づき、

博物館を設置する。 

(入館の拒否等) (入館の拒否等) 

第8条 (略) 第8条 (略) 

(1) 展示若しくは保管してある博物館資料

(法第2条第3項に規定する博物館資料をい

う。以下同じ。)又は施設若しくは設備を

損傷するおそれがあると認められるとき。 

(1) 展示若しくは保管してある博物館資料

(博物館法(昭和26年法律第285号。以下

「法」という。)第2条第4項に規定する博

物館資料をいう。以下同じ。)又は施設若

しくは設備を損傷するおそれがあると認

められるとき。 

(2)～(4) (略) (2)～(4) (略) 

(博物館協議会) (博物館協議会) 

第10条 法第20条の規定に基づき、博物館の

適正な運営を図るため、かすみがうら市歴

史博物館協議会(以下「協議会」という。)

を置く。 

第10条 法第23条第1項の規定により、博物

館の適正な運営を図るため、かすみがうら

市歴史博物館協議会(以下「協議会」とい

う。)を置く。 
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    附 則 

 この条例は、令和5年4月1日から施行する。 

 

かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例 新旧対照表 

かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例 新旧対照表(本則関係) 

改正前 改正後 

(組織) (組織) 

第 4条 (略) 第 4条 (略) 

2 法第 14条の規定に基づき、上下水道事業

の管理者の権限を行う市長(以下「市長」と

いう。)に属する事務を処理させるため、都

市建設部を置く。 

2 法第 14条の規定に基づき、上下水道事業

の管理者の権限を行う市長(以下「市長」と

いう。)に属する事務を処理させるため、上

下水道部を置く。 

 

かすみがうら市水道事業給水条例 新旧対照表(附則第 2項関係) 

改正前 改正後 

(水道使用者等の管理上の責任) (水道使用者等の管理上の責任) 

第 20 条 水道使用者等は、善良な管理者の

注意をもって水が汚染し、又は漏水しない

よう給水装置を管理し、異状があるとき

は、直ちに市長に届け出なければならな

い。 

第 20 条 水道使用者等は、善良な管理者の

注意をもって水が汚染し、又は漏水しない

よう給水装置を管理しなければならない。

この場合において、異状があるときは、直

ちに市長に届け出なければならない。 

2及び 3 (略) 2及び 3 (略) 

 

かすみがうら市下水道条例 新旧対照表(附則第 3項関係) 

改正前 改正後 

(除害施設等の管理者の選任) (除害施設等の管理責任者の選任) 

第 13条 (略) 第 13条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

 

かすみがうら市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(定員) (定員) 

第 2条 団員の定数は、605人とする。 第 2条 団員の定数は、520人とする。 

(任用) (任用) 
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第 3条 (略) 第 3条 (略) 

(1) 当該消防団の区域内に居住し、又は勤

務する者 

(1) 当該消防団の区域内に居住し、又は勤

務する者。ただし、団長が特に認める場合

は、この限りでない。 

 

(2) (略) 

(2) 年齢 18歳以上の者 

(3) (略) 

(欠格条項) (欠格条項) 

第 4条 (略) 第 4条 (略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 6箇月以上の長期にわたり、居住地を離

れて生活することを常とする者 

(3) 6月以上の長期にわたり、居住地を離れ

て生活することを常とする者 

(服務規律) (服務規律) 

第8条 団員は、団長の招集によって出動し、

職務に従事するものとする。ただし、招集

を受けない場合であっても、水火災その他

の災害の発生を知ったときは、あらかじめ

指定するところに従い、直ちに出動し、職

務に従事しなければならない。 

第8条 団員は、団長の招集によって出動し、

職務に従事するものとする。ただし、招集

を受けない場合であっても、災害(水火災

又は地震等の災害をいう。以下同じ。)の

発生を知ったときは、あらかじめ指定する

ところに従い、直ちに出動し、職務に従事

しなければならない。 

(報酬) (報酬) 

第 12 条 団員には、次により報酬を支給す

る。 

 

 

区分 報酬の額 

(略) (略) 

部長 〃 33,000円 

班長 〃 30,000円 

団員 〃 27,000円 

(略) (略) 

 

 

 

第 12 条 団員の報酬は、年額報酬及び出動

報酬とする。 

2 団員には、次の表に定める年額報酬を支

給する。 

区分 報酬の額 

(略) (略) 

部長 〃 42,500円 

班長 〃 39,500円 

団員 〃 36,500円 

(略) (略) 

3 団員が災害、警戒、訓練等の職務に従事

する場合においては、次の表に定める出動

報酬を支給する。 

出動報酬 

分類 区分 支給額 
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(1 日 に つ

き) 

災害出動 災害 8,000 円(出

動が 4 時間

に満たない

場 合 は

4,000 円と

し、2暦日に

わたる出動

の場合の初

日の支給額

も同様とす

る。) 

警戒出動 警戒 1,000円 

捜索 災害出動の

例による。 

訓練等 複数の分団が

参加する訓練

等 

2,000円 

その他 災害出動のう

ち誤報や非火

災等の事由に

よるもの 

1,000円 

市長が特に必

要と認めるも

の 

1,000 円(出

動が 1 時間

を超える場

合は、災害

出動の例に

よる。) 
 

  

(費用弁償) (費用弁償) 

第 13 条 団員が水火災、警戒、訓練等の職

務に従事する場合においては、次により費

用弁償を支給する。 

水火災の場合 1 回につき 3,000円 

第 13 条 団員が前条第 3 項に規定する職務

に従事する場合は、1回につき 200円の費

用弁償を支給する。ただし、市長が特に必

要と認める場合は、この限りでない。 
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警戒の場合 1回につき 2,000円 

訓練の場合 1回につき 2,000円 

その他市長が別に定める場合 1回につ

き 2,000 円 

2及び 3 (略) 2及び 3 (略) 

    附 則 

 この条例は、令和 5年 4月 1日から施行す

る。 
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